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ユーロ導入後の産業界・企業の対応
（Ｒｅｐｏｒｔ１～６）

９９年１月１日より、ＥＵ加盟１５ヵ国のうち１１ヵ国でユーロが導入された。これまでのと

ころ、大手企業を中心に主に決済面でのユーロ導入準備が進んでいるが、まだユーロ紙幣

・硬貨が流通していないこともあり、中小企業においては様子見の企業も多い。一方、

ユーロ導入により同一通貨の巨大市場が誕生したことを契機に、欧州各国企業はＭ＆Ａや

資金調達面などでの企業戦略を欧州規模で考えるように変化し始めている。

本号では前号（№４１）の非ユーロ圏各国・企業のユーロ導入後の対応に引き続き、ドイ

ツ、フランス、イタリア、オランダ、スペイン、オーストリアといったユーロ圏各国・企

業の対応について報告する。

大企業と中小企業で対応に温度差
（ドイツ）

１

デュッセルドルフ・センター

ドイツ企業のユーロ対応状況は、大企業と中小企業で温度差がみられる。現地商工会議

所の調査によると、２０００年１月時点で、ほぼ全ての大企業が対応を完了した一方、中小企

業の約１０分の１は対応を始めてすらいない。ただし、全体でみれば、ほぼ９割の企業がな

んらかの対応を開始している。対応の遅れを反映し、企業間の決済通貨は依然、一部大企

業を除きマルク建てである。また企業の多くは、ユーロ建ての企業会計システムを２００１年

中、または現金流通と同時に導入するとしており、できる限り先延ばしするもようだ。一

方、ダイムラークライスラーなどの大企業は、汎欧州市場を意識した物流・立地・人事戦

略を積極的に打ち出している。以下、ユーロ導入後のドイツ産業界・企業の対応について

概観する。
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欧州統一通貨ユーロが９９年１月に誕生して

から１年以上が過ぎた。通貨統合参加１１ヵ国

では、これまでの国ごとの通貨に加えてユー

ロを決済に使えるようになっている。ユーロ

と従来の通貨のレートは固定され、１ユーロ

当たりの従来通貨の価値を６桁の数値で表す

こととなった。ドイツの場合は１ユーロ＝

１．９５５８３マルクとなった。各国通貨と外貨と

の為替市場取引は廃止され、ユーロのみがド

ルや円、ポンドなどの通貨と取り引きされる

ようになっている。しかし紙幣・硬貨は２００２

年になるまで導入されないため、２００１年末ま

では現金取引では従来の通貨のみに頼ってい

る。このため通常の市民生活ではほとんどが

従来の通貨のままで、企業間の取り引きや帳

簿上でユーロが使われるようになったにすぎ

ない。しかし取引先からユーロでの決済を迫

られる企業もあり、また２００２年の完全切り替

え期間中には現金も含めた全ての取り引きを

ユーロに切り替えなければならない。このた

め通貨統合の前後からユーロ圏内の多くの企

業で対外的および対内的な通貨の切り替え作

業を進めてきた。対外的切り替えとは、取引

先との口座勘定や請求書の発行をユーロで行

えるようにすることで、対内的切り替えとは

自社の会計をユーロで行うことである。しか

し税法を始め多くの国内規定が従来の通貨で

表示されているため、９９年末までに対内的な

切り替えを完了した企業は非常に少ない。

１．ドイツ企業のユーロ対応
（１）企業の準備状況

ドイツ商工会議所連合（ＤＩＨＴ）では９５年

から４回にわたり全国の２万５，０００社を対象

に企業のユーロ導入対策実行状況をモニター

した。また通貨統合後１年が過ぎた２０００年１

月にはシュトゥットガルト商工会議所

（ＩＨＫ）が地域の１，８００社の会員企業を対象

に同様の調査を行っている。通貨統合以前に

は、準備を始める企業の割合はなかなか伸び

なかった。しかし通貨統合後の９９年２月には

３分の２以上の企業で準備が始まっていた。

企業の規模が大きいほど対応は早く、大企業

では２０００年１月までに事実上全ての企業が

ユーロ切り替えへと準備を始めているのに対

して、従業員が５０人から５００人の中堅企業で

はこの時点でもまだ何の対策も取り始めてい

ない企業が１２．３％あり、同率は従業員５０人未

満の企業では２５％にも上っている。しかし全

体では８６．３％の企業で何らかの対策が始まっ

ていた。

ユーロ対策の中心はコンピュータのソフト

変更も含めた企業会計の変更である。２０００年

１月の時点では、切り替え準備を始めたシュ

トゥットガルト地域の企業の９０％が企業会計

の変更準備を始めており、ユーロへの切り替

えのための担当責任者を決めた企業も準備を

始めた企業の４８％に上った。しかし通貨統合

の影響による新たな市場機会やリスクを分析

して戦略の見直しを行っている企業は準備を

始めた企業のうちの１５％で、その他の準備項

目は１１％であった。

表１ ユーロ切り替え準備を始めた企業の割合

（単位：％）

調査時 ９５年１１月 ９７年３月 ９８年３月 ９９年２月 ２０００年１月
シュトゥットガルト地域のみ

全体 １２ ２１ ４３ ６７ ８６．３

大企業のみ － ３９ ７４ ９４ １００．０

〔注〕従業員１，０００人以上の企業
〔出所〕ＤＩＨＴ，ＩＨＫ
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（２）対外的な切り替え

ドイツ自動車工業会（ＶＤＡ）の調査では、

部品産業も含めた自動車産業で９５％の企業が

対外的な切り替え準備を９８年末までに終わら

せており、９９年１月からはユーロ建ての請求

書の発行や支払いができる態勢にある。９９年

の年次報告書をユーロで行う計画の企業は

ＶＤＡ会員企業（部品メーカーも含む）では

３８％に達している。既に９７年１０月にダイム

ラー・ベンツ社（当時）は、ユーロ圏内の同

社子会社のすべてで９９年１月からユーロを取

り引きの標準通貨とすることを決定し、取引

先にも決済通貨をユーロに切り替えるように

求めた。日系企業のソニーでは、英国やデン

マークなどユーロ圏外の一部少数の子会社を

除いたすべての欧州内子会社間の取り引きに

関して９９年４月よりユーロで決済を行ってい

る。しかしこのような一部の大企業の例を除

くと、一般の企業では実際にユーロで決済を

行っている企業は少ない。決済どころかユー

ロで価格表示をしている企業もまだ少数派で

ある。シュトゥットガルト商工会議所

（ＩＨＫ）の調査結果によると、通貨統合後

１年が経過した２０００年１月でもユーロによる

価格表示をしている企業は全体の３分の１ほ

どに過ぎない。

一方流通業では商品価格を両通貨で二重表

示する割合が高い。ケルンの流通研究所

（ＥＨＩ）の２０００年初頭の調査では、レジで

打ち出されるレシート上でマルクに加えて

ユーロも表示している企業は流通業全体の６

割ほどに上る。最も普及率が高いのが大型セ

ルフサービス店で、８７％の店舗でレシートに

通貨の二重表示をしていた。都心のデパート

では８２％、薬剤チェーンでは８０％、食品ディ

スカウント店でも７８％であった。

（３）対内的な切り替え

ユーロ対策の最終的な課題となる社内の会

計システムについて、切り替え時期に関する

企業の回答をみると当初の予定が次第に延期

されてきた経緯がわかる。９７年には企業の４

分の１が通貨統合時に切り替える予定であっ

たが、実際に９９年末までに切り替えを終えた

企業は全体の５％に過ぎず、大半の企業が

２００１年あるいはユーロの現金が導入される

２００２年初頭に切り替えを予定している。

国際会計事務所のＫＰＭＧでも毎年ユーロ

導入対策に関して企業調査を行っている。第

４回目の調査は９９年１０月から１１月にかけて、

５，０００人以上の従業員を抱える欧州企業３０７社

への電話インタビューによって行われた。こ

のうち５６社がドイツに本社を置く企業である。

平均では売り上げの５３％が国内売上で、１９％

がユーロ圏内、６％がユーロ圏外の欧州、２２

％が欧州外という構成であった。調査企業は

業態別では製造業が４７％、サービス業が４０％、

金融業が１３％である。ユーロ圏内に本社を置

表２ 企業のユーロへの切り替え準備の状況
（２０００年１月、シュトゥットガルト地域のみ）

（単位：％）

担当責任者
を決定した

企業会計
を変更中

市場戦略を
見直し中 その他

４７．６ ９０．１ １４．９ １１．１

〔出所〕ＩＨＫ

表３ 製品価格の表示通貨（シュトゥットガルト地域のみ）

（単位：％）

マルクのみ マルクが中心 両通貨で表示 ユーロが中心 ユーロのみ

９９年２月 ４０ ４１ １７ ２ ０

２０００年１月 ２３．５ ４４．８ ２７．２ ２．９ １．８

〔出所〕ＩＨＫ
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く企業ではその２０％が調査の時点で企業会計

のベースをユーロに転換済みであり、９９年末

までに転換予定の企業も含めると２５％が９９年

中に転換したことになる。さらに２０００年末ま

でには４０％の企業が、２００１年の末までには８２

％の企業がユーロに転換する予定で、現金が

導入される２００２年になるまで企業会計のベー

スをユーロに転換しない企業はユーロ圏内に

本社を置く企業では１８％であった。本社が

ユーロ圏外の企業でも、２３％の企業が２００１年

末までには企業会計にユーロを導入すると答

えている。２００２年末までに導入するという圏

外企業の割合は４２％で、２００３年以降には１００

％が導入する予定である。

（４）通貨統合のメリットとデメリット

ユーロ導入は国外との取り引きを行ってい

る大半の企業にメリットをもたらした。ユー

ロ圏内の決済に関しては為替変動リスクがな

くなり、銀行取引条件も改善されている。多

くの通貨に分かれていた勘定が一つにまとま

り、資金需要もユーロに集中するために管理

コストや取引コストも下がり、ユーロの資本

市場も拡大するために資金調達も容易になる。

石油化学やエネルギー産業のように輸入原料

の支払いをほとんどドルで行っている産業で

も、次第にユーロで支払う割合が高くなると

予想されている。また製品輸出はほとんどが

ユーロで行われるために、ここでも為替変動

リスクが縮小される。このほか支払いサイト

の収れんも予想されている。現在支払いサイ

トは国によって大きく異なり、フィンランド

では１９日、ドイツでは２３日であるのに対して、

スペインでは６８日と非常に長い。こうした異

なった支払い条件は徐々に統一されていくと

みられている。支払いサイトに関する調査は

まだ行われていないが急速に変化することは

考えにくく、長期間に渡ったプロセスを経て

変化するとみられている。

本調査の際に行った幾つかの企業インタ

ビューでもこれらのメリットは確認された。

シリコン・メーカーのヴァッカー・ヒェミー

表４ 会計システムのユーロへの切り替え予定時期

（単位：％）

調査時
切り替え予定時期 ９７年３月 ９８年３月 ９９年２月 ２０００年１月

シュトゥットガルト地域のみ

９９年１月１日 ２４ ３０ １６ （既に切り替え済み）
５．１９９年末までに切り替え

１３ ２５ ４２２０００年末までに切り替え １１．１

２００１年末までに切り替え ４５．２

ユーロ現金導入時（２００２年初頭） １６ １７ ３３ ３３．０

未決定（返答なしを含む） ４７ ２８ ９ ５．５

〔出所〕ＤＩＨＴ，ＩＨＫの資料より作成

表５ 欧州大企業のユーロ切り替えの進捗予測（調査時期９９年１０月～１１月）

（単位：％、累計）

切り替え済み ９９年末 ２０００年末 ２００１年末 ２００２年末 ２００３年以降

圏内企業 ２０ ２５ ４０ ８２ １００ １００

圏外企業 ６ ６ １３ ２３ ４２ １００

〔出所〕ＫＰＭＧ
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（Ｗａｃｋｅｒ－Ｃｈｅｍｉｅ）社では、明確に現れ

たメリットとして決済コストおよび為替変動

リスクの低下を挙げている。これによる同社

のコスト削減効果は９９年には約２０万ユーロで

あったと試算した。また、自動車メーカーの

ＢＭＷではその効果を２５０万ユーロから４００万

ユーロと推測している。このほか数字は上げ

なかったが、日系企業のソニーや自動車部品

メーカーのＥＤＡＧも決済コストの大幅減少

を認めている。輸出の６割が欧州市場への輸

出、輸入の４分の３が欧州各国からの輸入と

なっているドイツの自動車産業は、ユーロ導

入で最も影響を受けた産業のひとつである。

過去のマルク高の時期にはドイツの自動車部

品業界は輸出市場でのシェアを失った経験が

ある。しかし通貨統合によって少なくとも

ユーロ圏内の為替変動リスクはなくなった。

今までドイツ国内だけで生産をしており、価

格競争が激しい標準品を多く生産する中小の

部品メーカーには特に大きなメリットとなっ

ている。

しかしこうしたメリットがある一方、その

ためのコストは決して小さくない。ＫＰＭＧ

の調査ではドイツに本社を持つ国際的大企業

の６５％が９９年までにユーロ導入コストの試算

を行っている。またインタビュー調査では、

ヴァッカー・ヒェミーがユーロ導入コストを

約３００万ユーロと算定、ＢＭＷでは７５０万ユー

ロと推定している。しかしフォルクスワーゲ

ンではユーロへの切り替えの準備を始めた９６

年から切り替えプロセスが終了する２００１年末

までに合計で５，０００万ユーロを掛けると発表

している。また、ダイムラークライスラーの

予測では導入コストは総計１億ユーロで、そ

の約半分がコンピュータ部門に投入される。

総合電機メーカーのシーメンス

（Ｓｉｅｍｅｎｓ）ではユーロ導入コストは合計

で５，０００万ユーロと見積もっており、これに

対してユーロ導入によるコスト削減効果は年

間１，５００万ユーロから１，７５０万ユーロで、元が

取れるようになるまでに３年程度かかるとの

見通しを発表している。

中でも流通業では現金を扱うため、特にコ

スト負担が大きい。価格の二重表示、機械や

設備の更新、従業員の研修など他の産業以上

に課題が多い。さらにユーロの現金が導入さ

れた後の数ヵ月は売り場ではユーロとマルク

の両方の現金を扱わなければならない煩雑さ

がある。デパートのカールシュタット

（Ｋａｒｓｔａｄｔ）では、数百万ユーロのコスト

を見積もっているが、その見返りの為替決済

コストの減少は年間１５万ユーロから２０万ユー

ロに過ぎないとしている。

ＫＰＭＧの調査では、ユーロへの切り替え

コストは試算をした企業の平均で長期的コス

トも含めて４，１１０万ユーロであった。しかし

一方では特に切り替えコストは掛からないと

答えた企業も全体の３７％に上っている。切り

替えコストに関しては、情報技術（ＩＴ）や

システムの変更にかかるコストが最も大きく、

９９年秋の調査では７６％の企業でこの分野に最

も多くの資金がかかるという返答があった。

しかしこの割合は９７年調査（９１％）、９８年調

査（８４％）に比べて次第に低下している。

ＩＴ・システム以外の分野はいずれも１０％以

下であった。また全ての分野で９８年の調査時

よりも下がっている。ＫＰＭＧではこれらの

企業でのユーロ対策が進んでおり、９９年秋に

通貨統合のメリット

為替変動リスクの消滅、為替予約が不要に。

為替交換の必要がなくなり、銀行手数料を削
減できる。

口座管理が簡素化しコストも低下。

企業会計が簡素化。

資本市場が拡大し資金調達が容易に。

企業の年次報告書の作成が容易に。

価格の透明度が増す。

支払い条件等が域内で収れん。
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は既に最終段階に入っていたためと判断して

いる。

（５）競争の激化

９９年２月のドイツ商工会議所連合

（ＤＩＨＴ）の企業アンケート調査では、

「ユーロ導入によって市場の競争が激化す

る」と答えた企業は３５％で、「激化しない」

と答えた企業はこれを上回る４１％であった。

この時点では「現状では不明」という回答が

４分の１近くを占めていた。２０００年初頭の

シュトゥットガルト商工会議所（ＩＨＫ）の

調査では、「競争が激化した」と答えた企業

は３６．３％とごく僅かに上昇したに過ぎないが、

「激化していない」と回答した企業は１７ポイ

ント上昇して５８．１％になっている。規制緩和

や経済のグローバル化による国際競争の激化、

ＩＴ技術の導入による経済構造の変化など競

争激化の要因は多いが、ユーロ導入が競争激

化につながったという認識はそれほど大きく

はない。特に「激化していない」との確信が

多いのがサービス業（７１．７％）と建設業

（６７．９％）であるが、製造業の分野でも６０．３

％の企業が「ユーロ導入による競争激化はな

い」と答えている。一方、「競争が激化し

た」と答えた製造業の企業は３７．６％であった。

これに対して「競争が激化した」と答えた企

業が多いのは流通業で、４７．５％の企業が「激

化した」と答え、「激化していない」の４６．６

％を上回っている。企業規模が従業員１，０００

人以上の大企業では「激化した」という答え

が４３．９％、「激化していない」が４８．８％で

あった。国際展開している大企業のほうが地

域的なビジネスに集中する中小企業よりも競

争の激化を敏感に感じているとみられる。

企業インタビューでもユーロ導入を理由と

して競争が激化したといった回答はみられな

かった。いずれの企業も特に通貨統合のため

に競争条件が変化したことはないと言明して

いる。ヴァッカー・ヒェミーの見解でも、化

学産業ではユーロ導入による競争激化または

競争状態の根本的な変化は起こっておらず、

一部の特殊な部門で外国の企業の新たな参入

があったのみである。そして化学産業などで

も頻繁に行われている企業提携や企業合併は

通貨統合を原因としたものではなく、企業の

世界戦略に基づくものであるとしている。

表６ ユーロ対応のために最も資金を
必要とする分野（複数回答）

（単位：％）

９７年 ９８年 ９９年

ＩＴ・システム ９１ ８４ ７６

販売・マーケティング ３８ ２８ ８

財務 １２ ２１ ４

研修 ４ １８ ４

資金調達 １８ １１ １

人材獲得 １４ ９ １

〔出所〕ＫＰＭＧ

表７ ユーロ導入が市場競争に及ぼす影響

（単位：％）

（調査時：９９年２月）
ユーロ導入によって貴社の業界では
競争が激化すると思いますか？

激化する 激化しない 現状では不明

３５ ４１ ２４

（調査時：２０００年１月）
ユーロ導入によって貴社の業界では
競争が激化しましたか？

激化した 激化していない 無回答

３６．３ ５８．１ ５．６

〔出所〕ＤＩＨＴ，ＩＨＫ
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ヴァッカー・ヒェミーでは今後も合弁会社を

設立する計画であるが、合弁相手はユーロ圏

ではなく日本やインドなどアジア諸国が多い。

カールシュタットの回答も上記の商工会議所

調査の結果とはニュアンスが少し異なり、流

通業では通貨統合とは無関係に以前からの集

中プロセスが続いているために競争はさらに

激化しているとの見解であった。ドイツの流

通業の国外進出も、流通業が飽和状態のユー

ロ圏内よりもむしろ中・東欧が中心である。

特にポーランド、チェコ、スロバキア、ハン

ガリーの４ヵ国への進出が目立っているが、

これらの国々もいずれはユーロ圏内に入ると

みられている。

表８ 通貨統合が市場競争に及ぼす影響（業種別）

（単位：％）

ユーロ導入によって貴社の業界では競争が激化すると思いますか？

激化する 激化しない 現状では不明

製造業 ３７ ３９ ２４
重電 ４８ ３１ ２１
アパレル ４４ ３６ ２０
家具、装飾品、楽器 ４２ ３３ ２５
紙 ４１ ４４ １５
金属製品 ４１ ３４ ２５
ゴム・プラスチック ４０ ３２ ２８
医療・精密機器、計測・制御機器 ４０ ３１ ２９
木工 ４０ ３５ ２５
化学 ３９ ３８ ２３
食品 ３８ ３６ ２６
自動車 ３７ ４１ ２２
繊維 ３７ ３６ ２７
金属 ３６ ４１ ２３
機械 ３６ ４２ ２２
印刷・出版 ２９ ４９ ２２
ガラス・セラミック ２７ ４８ ２５
石材採掘 ２１ ６１ １８

建設業 ３３ ４４ ２３
流通 ３６ ３８ ２６
卸売り流通 ４０ ３６ ２４
自動車販売 ３８ ３５ ２７
小売業（自動車販売を除く） ３２ ４０ ２８

サービス ３２ ４４ ２４
金融 ６９ ２０ １１
保険 ３４ ４０ ２６
運輸・交通 ２９ ４２ ２９
事業向けサービス ２７ ５０ ２３
情報 ２４ ６０ １６
不動産 ２４ ５０ ２６
ホテル・飲食産業 １４ ５２ ３４

〔注〕調査時期は９９年２月。調査は西部ドイツのみ。
〔出所〕ＤＩＨＴ
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９９年２月の全国的な調査では、細分された

業種ごとに集計されており、重電、アパレル、

家具、金属製品、ゴム・プラスチック、医療・

精密機器、木工、卸売り流通業、自動車販売、

金融などの分野で、「激化する」が「激化し

ない」を上回っていた。特に金融業では「激

化する」が６９％、「激化しない」が２０％と大

差がみられる。しかし同調査では、企業規模

による判断の差は、あまり大きくなかった。

（６）企業の事業活動・戦略に与える影響

ユーロ導入が企業の実際の事業活動・戦略

に与える影響に関して、ＫＰＭＧの調査では

回答企業に影響の程度を１（影響なし）から

１０（最も影響あり）で回答してもらっている。

この数値は年々下がる傾向をみせている。こ

れはひとつにはユーロ導入の準備が完了する

に従って、それ以降に受ける影響が小さく

なっていることが考えられる。また９９年１月

の通貨統合を無事迎えて最大の難関を乗り

切ったとの認識も大きい。企業内システムの

切り替え作業が進むに従って、２００２年のユー

ロ紙幣・硬貨の導入も当初ほどには深刻に受

け止められていない様子である。９７年と９８年

の調査ではいずれもＩＴ部門やシステム部門

が最も影響が大きいとの結果であったが、９９

年では財務・会計が最も影響を受ける部門と

なっている。これはコンピュータやシステム

側の準備が整って、切り替え作業の中心が財

務・会計側に移ってきている状況を反映して

いるとみることができる。資金調達や価格政

策も比較的大きな影響を受けるとされている。

しかし製造部門や企業立地戦略、マネージメ

ント構造はあまり大きな影響を受けていない。

（７）企業収益への影響

通貨統合が企業の収益に与える影響に関し

ては、ＫＰＭＧの９９年秋の調査で６割の企業

が「短期的には変わらない」「長期的には良

い影響」と答えている。以前は「短期的に悪

い影響を与える」という意見が２５～３０％を占

表１０ 通貨統合が企業収益に与える影響

（単位：％）

９６ ９７年 ９８年 ９９年
本社所在地別

ユーロ圏内 ユーロ圏外

短
期
的

良い影響 ２３ ２８ ３０ ２３ ２８ １３

変わらない ４８ ４０ ４３ ６１ ５６ ７１

悪い影響 ２５ ３１ ２７ １６ １５ １７

長
期
的

良い影響 ６７ ７７ ７７ ６０ ６７ ４５

変わらない ２５ １５ １５ ２８ ２８ ２８

悪い影響 ２ ６ ４ ９ ３ ２２

〔注〕無回答もあるため、合計は必ずしも１００％にならない。
〔出所〕ＫＰＭＧ

表９ 通貨統合が企業の事業活動・
戦略に影響を与える分野

９７年 ９８年 ９９年

ＩＴ・システム ７．９９ ７．３５ ６．２９

財務・会計 ７．５６ ６．９１ ６．３１

資金調達戦略 － － ５．９０

価格政策 ６．５０ ６．５４ ５．４１

欧州ビジネス戦略 － － ５．１１

マーケティング戦略 ６．０６ ６．１０ ４．９４

企業内部会計・給与 ６．１７ ６．００ ４．５６

製品・サービス － ５．３０ ４．１１

製造 ４．８４ ４．８４ ３．６１

企業立地 － ４．４６ ２．９６

マネージメント構造 ３．７９ ４．３８ ３．１５

〔注〕数値は１（影響なし）から１０（最も影響あり）
で指数化した回答の平均値。

〔出所〕ＫＰＭＧ
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めていたが、９９年秋の調査で１６％に減ってお

り、「短期的には変わらない」が４０％台から

６１％に増えている。「短期的に悪い影響を与

える」という意見の比率は９９年で金融業（２７

％）とサービス業（１９％）で高かったが、製

造業では１０％と低くなっている。一方で「長

期的に良い影響を与える」という意見は以前

から支配的であったが、９７年と９８年には７７％

を占めていたものが、９９年には６０％に下がっ

ている。その分「長期的に変わらない」とい

う意見が１０ポイント以上増えている。「長期

的に悪い影響を与える」という意見は１０％以

下であるが、以前より若干増えていることが

注目される。ＫＰＭＧの推測では、通貨統合

が企業収益よりも消費者に利益をもたらして

いることに企業が気が付き始めたことの表れ

とされている。ユーロ圏内に本社を置く企業

のほうがユーロ圏外に本社を置く企業よりも

「良い影響」という意見の割合が多く、「悪

い影響」の意見は少ない。これは短期的影響

でも長期的影響でも同様の傾向がみられた。

（８）価格政策への影響

国際的に流通する商品は各国でその企業戦

略や流通形態に沿って価格設定が行われてい

る。従来は各国現地通貨のみで価格表示され

ていたために比較が容易ではなかった。また

為替レートの変動によっても価格は変化した。

ユーロとユーロ導入国の現地通貨の交換レー

トが固定されて各国でユーロ表示が始まると、

国別価格の比較が容易になり透明性が増した。

ＫＰＭＧの調査では国別に異なる価格設定を

していた企業は９８年には６４％あったが、９９年

には５５％に下がっている。価格の調整は主に

従来の価格を下げる方法で行われている。過

去１２ヵ月の間に価格を引き下げた企業は４０％

に上り、価格を引き上げた企業１３％を大きく

上回る。

自動車は欧州の中でも国によって同じ車種

の新車価格に大きな開きがある。これは仕様

の差のほかに自動車税および付加価値税の違

いや、国ごとの消費者の購買力の差を考慮し

たメーカーの価格政策が大きく影響している。

ドイツはユーロ圏内でも最も新車価格の高い

国である。フィンランドやスペインなどでは

乗用車価格が安く、通貨統合以前の９８年には

一部の車種（ＦｏｒｄＭｏｎｄｅｏ）では最高価格

と最低価格の開きは４３％にも上っていた。

ユーロの導入はこうした価格の相違をより鮮

明にしてしまった。このため国境を越えて価

格の安い隣国で自動車を買う消費者がさらに

増えている。自動車メーカーはこうしたクロ

ス・ボーダー・ショッピングを阻止しようと

するが、欧州委員会は自動車メーカーによる

違法な競争制限的行為を監視している。多く

のメーカーが不正な行為の疑いで欧州委の捜

査を受けているなかで、ポルシェはいち早く

９９年８月から自社の販売子会社を持つ国では

表１１ ユーロ圏各国の乗用車の価格差

（単位：％）

車 種 ９９年５月 ９９年１１月

小型車
ＯｐｅｌＣｏｒｓａ １６．８ １９．２
ＦｏｒｄＦｉｅｓｔａ ２５．１ ２２．９
ＲｅｎａｕｌｔＣｌｉｏ １９．５ １９．９
Ｐｅｕｇｅｏｔ１０６ ２７．３ １５．０
ＶＷＰｏｌｏ ３３．３ ３１．７
中型車
ＶＷＧｏｌｆ ３３．２ ３３．２
ＯｐｅｌＡｓｔｒａ ２１．０ ２３．０
ＦｏｒｄＦｏｃｕｓ １８．２ １４．１
ＲｅｎａｕｌｔＭｅｇａｎｅ １６．９ １９．４
Ｐｅｕｇｅｏｔ３０６ １５．６ １７．２
大型車
ＢＭＷ３１８ｉ １７．３ １５．１
ＡｕｄｉＡ４ １３．１ １５．５

ＦｏｒｄＭｏｎｄｅｏ ２５．７ ２５．０

ＯｐｅｌＶｅｃｔｒａ １８．８ ２０．６
ＶＷＰａｓｓａｔ ２４．２ ２４．２

〔注〕税別。カタログ価格
〔出所〕欧州委員会
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全車種の統一価格を導入している。他のメー

カーの価格戦略はさまざまである。欧州委で

は乗用車の車種ごとの販売価格（税を含まな

い価格）を半年ごとに欧州各国でモニターし

ている。アウディやＢＭＷの車種では価格差

は２０％以内に収れんしてきているが、フォル

クスワーゲン（ＶＷ）やフォード、オペルで

はいくつかの車種では価格差がまだ２０％を大

きく超えており、特にＶＷのポロやゴルフで

は価格差は逆に通貨統合以前より開いて３０％

を超えている。

ＫＰＭＧの調査の結果によると、今後も製

品価格が低下すると多くの企業が予測してい

る。ユーロ圏内に本社を持つ企業で、こうし

た予測をする企業の割合は４６％であった。一

方、製品価格が今後上昇すると予測する企業

はユーロ圏内では１５％のみであった。賃金に

関してはユーロ圏内の５７％の企業が、そして

ユーロ圏外では６６％の企業が今後上昇すると

予測している。一方、今後賃金が低下すると

考える企業はユーロ圏内では１１％、ユーロ圏

外では１０％に過ぎなかった。このように多く

の企業は製品価格は低下し、賃金は上昇する

と予測しているが、実際にこうなるとすれば

企業の収益は圧迫されることになる。しかし

同調査ではユーロ導入が企業収益に長期的に

は良い影響をもたらすという意見が多く、企

業の回答には矛盾した内容が含まれている。

（９）ロジスティック

９３年に域内単一市場が開始されたとはいえ、

従来は通貨が異なっていたために域内取引で

も外国貿易として認識されていた。通貨統合

によって支払いも単一通貨になったために、

事業所の立地選定でも国境を気にする必要が

なくなった。ダイムラークライスラーでは従

来西欧全域に２１ヵ所あった整備用部品セン

ターを、将来的には９ヵ所の大型供給セン

ター「ユーロ・ロジスティック・センター

（ＥＬＣ）」に集約する計画を進めている。総

計２億１，３００万マルクをかけて従来の部品セ

ンターのうち９ヵ所の設備を拡張・更新し、

自動倉庫を完備したＥＬＣに改装する。これ

らのＥＬＣはメルセデス・ベンツとクライス

ラーの両車種の部品供給センターを兼ねるも

ので、乗用車と商用車の整備用スペア部品の

中で１年に３回以上発注される部品１５万点が

在庫保管される。すべてのＥＬＣが完成する

と、これらの部品は発注後２４時間以内に西欧

各地の整備工場に届けられるようになる。こ

れらのＥＬＣによる売り上げは７億５，０００万

表１２ 企業が予測する価格と賃金の動き

（単位：％）

価 格 賃 金

ユーロ圏内 ユーロ圏外 ユーロ圏内 ユーロ圏外

上昇 １５ ２９ ５７ ６６

低下 ４６ ２５ １１ １０

変化なし ３０ ３３ ２１ １５

不明 ９ １３ １１ ９

〔出所〕ＫＰＭＧ

表１３ ダイムラークライスラーのＥＬＣの立地

立地国 所在地 供給地域

ドイツ ケルン
ドイツ西部、フラ
ンス北部、ベネル
クス

ハノーバー ドイツ北部、
スカンジナビア

ニュルンベルク ドイツ南部

ロイトリンゲン ドイツ南西部、
スイス

スペイン ミラルカンポ スペイン、
ポルトガル

フランス エトワイユ フランス（北部を
除く）

英国 ミルトン・キーンズ 英国、アイルランド

イタリア カペナ イタリア

オーストリア パッパス オーストリア

〔出所〕Ｄａｉｍｌｅｒ－ＣｈｒｙｓｌｅｒＣｏｒｐｏｒａｔｅＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ
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ユーロと見積もられている。既に９８年１１月末

に最初のＥＬＣがケルン近郊のプルハイムに

完成し、ここからドイツ西部、フランス北部、

ベネルクス３国（オランダ、ベルギー、ルク

センブルク）全域の自社の事務所も含めた

６３０の顧客に向けての部品供給が始まった。

９９年４月にはハノーバーにもＥＬＣがオープ

ンし、ドイツ北部とスカンジナビア全域をカ

バーして６２０社の顧客に部品を配送している。

今後次第に各地の部品センターが拡張されて

ＥＬＣとなり、表１３のような地域分担となる。

ＥＬＣの開設によってデンマークやポルトガ

ルにあった部品センターは既にその機能を停

止しており、アイルランドの部品センターも

閉鎖される予定である。

（１０）立地・人事戦略

ダイムラークライスラーは９８年１０月、オラ

ンダのマーストリヒトに「カスタマー・アシ

スタンス・センター（ＣＡＣ）」を開設した。

ここは同社の国際コールセンターで、各国の

言語に堪能な５５０人の社員が欧州各国のユー

ザーからの電話を３６５日、２４時間態勢で受け

付けている。故障や事故、盗難の際のホット

ラインのほか、クレームや単なる問い合わせ

などもここで処理する。１日の電話の処理能

力は１万件で、現在利用できるのはドイツ、

英国、ベネルクス３国、オーストリア、イタ

リア、フランスの８ヵ国のユーザーである。

これらの国からはいずれも同じ番号の国際フ

リーダイヤル（ＵＩＦＮ）でＣＡＣに繋がる。

開設以来２０００年１月半ばまでに２００万件（電

話、ファックス、手紙、電子メールを含む）

のユーザー・コンタクトがあった。立地とし

てマーストリヒトが選ばれたのも、この地の

高い国際性と住民の優秀な多言語能力による

ものである。しかしＣＡＣのスタッフはそれ

ぞれの国の事情も知っている必要があるため、

各国からも人材を募集してマーストリヒトに

集めた。集まった人材には８週間の特別研修

を行い、その後は３０のモジュールから成る

ＯＴＪで同社の製品、サービス、市場、情報

技術、顧客対応技術などを教育した。スタッ

フの一部にはオペレーション・マネージャー

として今後の人材教育を自ら行えるように

ＣＡＣの事業やシステムそのものも習得させ

ている。

表１４ ９７～９９年のＭ＆Ａ

買収対象企業の立地
ユーロ圏 米 国 日 本

金融業 その他 金融業 その他 金融業 その他

Ｍ＆Ａの
規模合計金額
（１０億ユーロ）

９７ ４１．１ １７４．３ ８６．０ ８５７．９ １．９ １５．２

９８ １１０．２ ３３５．３ ２７１．７ １，３０９．５ １．５ １７．１

９９ １４８．７ ８４７．６ ８８．１ １，６４５．７ ７．９ ４０．４

前年比伸び率
（％）

９７／９８ １６８．０ ９２．３ ２１５．９ ５２．７ －２２．０ １２．１

９８／９９ ３４．９ １５２．８ －６７．６ ２５．７ ４４５．９ １３６．６

Ｍ＆Ａの
件数

９７ １９９ ４，３２３ ５９６ １２，３２５ ２６ ４９７

９８ ２４５ ５，１６７ ６５１ １３，７５７ １９ ５６４

９９ ２４５ ６，１３８ ４８１ １０，７７８ ７１ １，１７１

前年比伸び率
（％）

９７／９８ ２３．１ １９．５ ９．２ １１．６ －２６．９ １３．５

９８／９９ ０．０ １８．８ －２６．１ －２１．７ ２７３．７ １０７．６

〔注〕１１月時点。第一勧銀・富士銀・興銀の提携は含まない。
〔出所〕ＥＣＢ
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（１）資本市場の変化

ドイツ語版フィナンシャルタイムズ（２０００

年２月２４日付）は、ユーロの導入が欧州の資

本市場に大きな変化をもたらしたと報じてい

る。通貨統合によって欧州に巨大な単一資本

市場が登場し、投資家にとってはユーロ圏内

では投資に為替リスクがなくなったために、

ユーロ圏内の株や債券への投資が行いやすく

なった。市場も拡大したのでポートフォリオ

を大幅に広げることができる。一方、企業は

経済のグローバル化とＩＴ革命の波におされ

て構造転換を進めている。そのための資金調

達は従来の銀行による間接金融から、資本市

場から株式や債券によって直接資金調達をす

る方法に移行しつつある。企業の構造転換に

際する株式売買は９９年にはＥＵ全体で１兆

２，０００億ユーロに達し、２０００年に入ってから

も２月末で既に３，０００億ユーロを記録した。

欧州最大の電機・エレクトロニクスメーカー

のシーメンスも、電子部品や半導体の部門を

子会社として本社から切り離して株式市場に

上場させた。一方で株の新規公開（ＩＰＯ）も

９９年には７００億ユーロになっており、２０００年

には１，０００億ユーロになると予測される。ま

た業界再編の過程で行われる企業買収や企業

合併にも膨大な資金が必要となっており、特

にレバレッジド・バイアウト（買収企業がＭ

２．ユーロ導入による欧州資本市場へ

の影響

＆Ａに必要な資金を被買収企業の資産やその

将来の事業キャッシュ・フローを担保として

調達するもの）などで債券発行によって資金

を調達する手法が普及してユーロ市場での資

金調達に弾みがついた。企業の合併・買収

（Ｍ＆Ａ）は世界的な傾向である。しかし企

業買収が比較的少なかったユーロ圏で特にそ

の増加が目立つ。欧州中央銀行（ＥＣＢ）の

月報（２０００年１月号）によると、通貨統合後

の９９年１月から１１月までに金融業を除く企業

のＭ＆Ａが６，０００件を上回り、金額では前年

比１５３％増の８，５００億ユーロとなっている。金

融業では９９年のＭ＆Ａの総額は米国を上回っ

た。

（２）ユーロ債

ユーロ圏内では９９年に入ってから特に債券

の発行が伸びている。ＥＣＢの統計によると、

９９年のユーロ債の発行額はドル換算で５，２２０

億ドルで、ドル債の発行額４，２００億ドルを上

回った。ユーロ債発行のうち２，３３０億ドルは

欧州の企業や銀行が発行したものである。こ

れは９８年には８１０億ドルであったので、一挙

に３倍近くに増えたことになる。しかし拡大

したユーロ圏市場がこれを問題なく吸収した。

これは安価な資金調達手段としてユーロ債券

市場が機能している証拠であるとされている。

企業発行債券の急増に関しては、ユーロ導入

国に課せられた「安定・成長協定」を順守す

るため、各国が政府起債を減らして国債の発

表１５ ユーロ圏内での債券発行額（額面価格）の伸び率（９９年）

（単位：％）

銀 行 企 業 ノンバンク エネルギー会社 合 計

第１四半期 ４９．１ ２３１．７ ２２．８ １１６．４ ６２．９

第２四半期 ４９．４ ２４８．２ ２４．５ ２，５４１．７ ７６．４

第３四半期 ５２．３ ４７６．５ １６８．２ ７．０ ９９．２

１月～９月 ５０．２ ２９４．４ ４７．１ １８７．６ ７７．２

〔注〕前年同期比
〔出所〕ＥＣＢ
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行を控えていることも一因として挙げられて

いる。債券発行の半分以上が銀行によって行

われているが、民間企業の発行額は９８年と比

べると３倍から４倍に増えている。新興企業

による資金調達のための信用度の低い高利回

りの起債も増えており、ムーディーズが

ＢＢＡと格付けしたユーロ社債の発行は、９９

年の１月から９月までで前年同期比１７０％の

増加を示した。しかしトリプルＡの社債も同

１２０％増えている。これらの債券の多くが数

件の大型企業合併のために発行されている。

当初はつなぎ資金として銀行の融資団が資金

供給するが、合併が成立すると高利回りの社

債を発行して融資の返済に当てるかたちと

なっている。

（３）ドイツ市場の役割

ドイツでは特に、国境を越えた証券投資が

伸びている。表１６はドイツの対外資本取引の

過去３年間の推移であるが、銀行金融取引を

中心とする与信が減少して直接投資や証券投

資が増えている状況がみられる。しかし９９年

のドイツの対外直接投資９２９億ユーロのうち、

９１．７％に相当する８５２億ユーロがユーロ圏外

への投資である。これはユーロ圏内から圏外

ヘ向けられた直接投資の４割に相当する。こ

れに対して外国からの対ドイツ投資４９２億

ユーロのうちユーロ圏内からの投資は６５．７％

であった。しかし証券投資ではドイツの対外

投資１，７６３億ユーロのうち、６８．４％の１，２０６億

ユーロがユーロ圏に向けられている。そして

ドイツの対外投資 諸外国の対ドイツ投資

直接投資

証券投資

与信

ユーロ圏外ユーロ圏内

１５０１００５００５０１００１５０ 億ユーロ

〔出所〕ドイツ連邦銀行

表１６．ドイツの対外資本取引

（単位：１０億ユーロ）
ドイツの対外投資 諸外国の対ドイツ投資

９７ ９８ ９９ ９７ ９８ ９９

直接投資 ３６．１１ ８２．０２ ９２．８８ ９．８４ １９．１３ ４９．２４

証券投資 ７９．８１ １２６．８９ １７６．３１ ８０．６４ １３０．２７ １６４．３９

デリバティブ ７．８６ ６．０４ △１．９２ － － －

与信 ７１．１５ ７２．２１ ６３．９３ １０６．４８ １５０．８２ ９８．２５

その他 ２．２３ ４．２１ １．２０ △０．３９ △０．０３ △０．０５

計 １９７．１７ ２９１．３７ ３３２．４０ １９６．５７ ３００．１９ ３１１．８４

〔出所〕ドイツ連邦銀行
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外国人投資家による対ドイツ証券投資（その

５１．４％が公社債）のほぼすべてがユーロ圏外

からのものである。対外証券投資全体では、

ドイツは９９年にユーロ圏外から１，２３０億ユー

ロの投資を受け入れ、１，３１０億ユーロの投資

をユーロ圏内で行っている。このようにドイ

ツは魅力的な社債などの発行によってユーロ

圏外の資本を国内に取り込む一方で自らは

ユーロ圏内でのポートフォリオ投資を広げて

おり、これによって圏外の資本を圏内に取り

込む中心的な役割を演じるようになった。

（４）証券取引所の合併

証券業界では他の業界に先駆けてユーロへ

の切り替えを完了しており、９９年１月からの

取り引きはすべてユーロで行っている。通貨

統合により従来の国別に分断された資本市場

は消滅した。保護された自国の市場に安住し

ていた各国の証券取引所も、統合された資本

市場の中で互いに競争せざるを得ない状態に

置かれた。フランクフルト証券取引所の競争

相手はいまやミュンヘンやベルリンなどの国

内の他の証券取引所ではなく、パリやロンド

ンの証券取引所、さらにはニューヨークやシ

カゴなど海外の証券取引所となっている。こ

れに加えて情報通信技術の急速な進歩も国際

競争に大きな影響を及ぼしている。特にイン

ターネットを利用することによって立地に無

関係に、より迅速、より経済的な取り引きが

可能となり、市場の透明性も高まるため、証

券取引所には大きな脅威となっている。先手

を打つためにフランクフルト証券取引所が９７

年１１月に始めたコンピュータによる電子取引

「クセトラ（Ｘｅｔｒａ）」では、欧州１７ヵ国の

４００の会員が毎日４０億ユーロ規模の取り引き

を行っている。ドイツの株式指標「ＤＡＸ」

に組み込まれている株式に関しては、Ｘｅｔｒａ

の取引シェアは８６％（９９年）となった。この

分、立会取引は減少し、今後この傾向はさら

に続くと予想されている。９９年９月末には欧

州８ヵ所（ロンドン、フランクフルト、パリ、

チューリヒ、ミラノ、アムステルダム、マド

リッド、ブリュッセル）の証券取引所が提携

して電子取引のプラットフォームを２０００年１１

月から相互接続する取り決めを行った。２０００

年３月にはアムステルダム、パリ、ブリュッ

セルの証券取引所の合併が正式に合意され、

ユーロネクスト（Ｅｕｒｏｎｅｘｔ）という名称で

同年９月から１，３００の上場企業を抱える初の

欧州証券取引所が活動を開始することになっ

た。ルクセンブルクの証券取引所もこれに加

わるとみられている。ユーロネクストに対抗

して、ドイツ取引所は２０００年５月、欧州最大

のロンドン証券取引所と合併することを正式

に発表した。フランクフルトとロンドンの証

券取引所は９９年から提携関係にあった。既に

フランクフルトではロンドン証券取引所との

交渉に先立ち国際化を進めており、９９年６月

にルクセンブルクのクリアリングハウス（決

済所）の吸収合併を決定していた。さらに組

織を株式会社化して取引所自身の上場や外国

資本の取り入れも図っている。
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巨大単一市場誕生への企業戦略と
資金調達の変化（フランス）

９９年１月１日のユーロ導入は、これまでのところ欧州の一般世帯と企業による支払手段

にはそれほど大きな影響を与えていない。２０００年１月初旬のル・モンド紙によれば、ユー

ロを決済手段として用いたことのあるフランス国民は１％にすぎず、また９９年にユーロで

納税した者は全体の８％にとどまった。

このようにユーロは、現段階ではバーチャル・マネーにすぎないように見受けられるが、

一方でフランスおよび欧州企業の資金調達の基軸通貨となり、産業界に大きな影響を与え

た。また、ユーロ導入を契機として、欧州の大企業はＭ＆Ａなどの戦略を定めるようにな

り、これによって、米国から既に９８年に欧州に波及してきていた企業再編（規模の拡大

化）の傾向が加速している。欧州、特にフランスの大企業は、①Ｍ＆Ａによる業界の再編、

②事業拠点分散化の積極的推進、③サプライチェーン・マネージメントの導入による取引

業者および顧客を含めた生産工程の合理化、④欧州市場での資金調達（ユーロの使用、特

にユーロ建て起債が増加）といった戦略を推し進めている。

経済通貨統合の実現により、ＥＵ加盟１５ヵ

国のうち１１ヵ国は各国の国内市場の並列状態

から、１１ヵ国を統合した巨大単一市場となっ

た。欧州企業は、通貨統合を目前に控えた９８

年からすでに単一市場におけるポジション強

化に力を注ぎ、結果としてＭ＆Ａによる大き

な業界再編のうねりを作り出した。

こうした動きの背景には国際金融システム

の変化（資産運用のグローバル化、金利の低下、

企業の負債圧縮、ユーロの誕生など）がある。

この変化は世界の資金の流れを株式市場へと

１．Ｍ＆Ａによる業界再編
向かわせた。そして株式市場への大量の資金

流入は、折からの好景気とあいまって、企業

の株価上昇に貢献した。フランス企業の株式

時価総額も著しく増大し、株式交換による

キャッシュレスでのＭ＆Ａを可能にしている。

また、フランス型資本主義の株式持ち合い、

政府による大企業の資本保有、機関投資家の

存在の大きさといった特徴がなくなりつつあ

ることも背景にある。企業の経営者は自社株

の相場の動向を逐一気にかけ、株主の利益を

優先するようになっている。パリ証券取引所

の主要株式指標ＣＡＣ４０を構成するフランス

のブルーチップ企業の資本に、アングロ・サ

パリ・センター
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クソン系年金基金が参加するケースが増えて

いることも、その圧力を一層強めている。こ

のような状況下において、フランス企業が収

益性を改善し市場の期待に応えるためにも、

Ｍ＆Ａは重要になってきた。

具体的には、国際市場におけるポジション

強化、シナジー効果（経営の相乗効果）の創

出、戦略的な資産（企業・事業部門）の獲得、

欧州における事業部門の規模拡大がその主た

る目的になっている。そして、企業の事業拡

大、急速な技術革新、サービスコストの低下

があいまって、企業の統合化現象と規模の経

済をもたらした。企業にとって国際舞台での

ポジション強化のためには、企業規模の拡大

が不可欠である。一方、成長に限界が見えて

いる業界でも、合併により規模の経済が実現

し、余剰人員の削減、生産拠点の絞り込み、

仕入れコスト削減が可能となる。また市場の

国際化に伴う競争激化の中で、大企業グルー

プが、事業展開規模や市場シェアに関する現

実離れした野心を捨て、本業への事業集約と

いう路線を打ち出し、副次的事業部門を譲渡

することも多い。

９８年に行われたフランス国際投資代表部

（ＤｅｌｅｇａｔｉｏｎａｕｘＩｎｖｅｓｔｉｓｓｅｍｅｎｔｓＩｎｔｅｒ‐

ｎａｔｉｏｎａｕｘ）の調査によると、国外進出の主

な動機を強い順に並べると以下の通りである。

①より大きな市場へのアクセス

②国際舞台での企業のポジション強化

③戦略的な資産（企業・事業部門）の獲得

④世界規模での企業組織再編

⑤生産コストの削減

⑥生産国からの輸出

同様に、国外進出先を決定するにあたって

の基準を、重要なものから順に並べると以下

のようになる。

①活発で規模が大きく、収益が望める市場へ

のアクセス

②政治・経済・社会的情勢、すなわち直接投

資の保護、政治・社会的リスク、経済環境、

受け入れ国の直接投資への開放的姿勢、法

制、税制、インフラ。

③官僚主義の不在、他の市場にも近いこと、

質の高い労働力、産業環境、戦略的資産

（企業・事業部門）の存在。

また、国外進出の手段に関して、９５年から

９７年の期間について重要なものから順に並べ

ると以下の通りである。

①企業の合併・買収

②１００％管理化におく生産拠点の創設あるい

は拡張

③ジョイント・ベンチャー

④戦略的提携

尚、９３年および９４年は②の手段が最も重要

視されていた。

上記調査結果からも企業のＭ＆Ａに対する

積極的な姿勢が窺がわれる。

以下はフランス企業による買収事例である。

○ＰＰＲ（ピノー・プランタン・ルドゥート、

流通）

ＰＰＲは２つの主要子会社（レクセルと

レッドカット）を通して、レクセルは特に

オーストラリアで、レッドカットはユーロ圏

において買収を行った。これは、所有ブラン

ド数を増やし、国際舞台における自社のポジ

ションを強化することが狙いである。特にイ

ヴ・サンローランなどのブランドを傘下にも

つグッチの買収は、高級品部門での新たな事

業展開を目指したものである。

またＰＰＲは、レッドカットを介して米通

販ブライレーン社にＴＯＢ（株式公開買付）

を仕掛け、１００％子会社とするなど戦略的な

資産（企業・事業部門）の獲得にも力を入れ

ている。

○ＢＮＰ－パリバ（金融）

ＢＮＰ（パリ国立銀行）とパリバの合併も

また世界でのポジション強化という目的に即

したものであり、ＢＮＰ－パリバは合併によ
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り仏銀行業界で１位、またユーロ圏において

も５大銀行の一つとなった。ＢＮＰはパリバ

買収にあたり、パリバの個人向けサービス業

務（セテレム、ダイレクトバンク、その他の

子会社で展開）での画期性にも目をつけた。

またパリバは投資銀行部門でノウハウを持ち、

一方でＢＮＰは強力な店舗網を有している。

ＢＮＰ頭取でありＢＮＰ－パリバの代表取締

役となったペブロー氏は「ＢＮＰ－パリバは

欧州銀行業界の強大化に積極的に貢献してゆ

きたい。同行の意志決定機関はフランスにあ

るが、目標は欧州銀行業界のリーダー的ポジ

ションにつくことである」としている。また

合併により、「新たな協力分野についても検

討の余地が出てきた」という。合併によるシ

ナジー効果は２００２年には８億５，０００万ユーロ

に上ると予想され、投資・融資銀行部門がこ

のうち４８％を占めるとみられる。

○トタールフィナ・エルフ（石油）

エルフとトタールフィナの合併は、石油業

界での世界第４位の企業誕生のみならず、化

学産業でも世界第５位のメジャー誕生につな

がった。この合併のシナジー効果の算定額は

両社でそれぞれ異なり、エルフによれば年間

２５億ユーロ（税引前）である。また、トタール

フィナは「開発・生産部門におけるシナジー

効果は１０億５，０００万ユーロに達する見込みで

あり、精製・流通部門ではこれが９億５，０００

万ユーロ、化学部門では３億ユーロとなる。

さらに本拠地でのコスト削減規模は２億ユー

ロが見込まれている」という。これらの削減

をどう実現するかについては詳細が明らかに

されていないが、エルフ側は①組織の改良、

②焦点を絞った事業開発、③企業運営プロセ

スの効率化といったポイントを挙げている。

○ラファルジュ（セメント・建設資材）

ラファルジュも展開地域の多様化、製造部

門の強化、世界市場でのシェア拡大を目標に、

９９年には月ほぼ１件のペースでユーロ圏およ

びアジアで買収を進めた。同社は「世界にお

ける事業展開体制の強化」を目標としている。

ユーロ導入は欧州規模で展開している流通

業者に対し、欧州規模での一括仕入れ（大手

スーパーのカルフールやオーシャンは９８年か

ら実施している）を容易にした。これにより

大規模流通業者は規模の経済を実現し、購買

条件を自らに有利に設定することができるよ

うになっている。そしてこの傾向はますます

強くなっている。

流通業界の再編は９８年と９９年に顕著にみら

れた。代表例は以下のようなものである。

①カジノとコラの合併

②ルクレールとシステムＵの提携（９９年１

月）

③カルフールの、ＴＯＢによるコントワール

・モデルヌ買収（９９年８月）

④カルフールとプロモデスの株式交換による

合併（９９年８月）

９９年にはあらゆる流通部門の企業が、企業

規模の拡大に加え、外国企業との競争に対処

するため国際化へと進んだ。肉専門のルイ・

ドレフュス、建築資材のトゥ・フェール、電

子部品のテケレック（同社は独プトロニック

社と提携した）がその例である。国際的な企

業集中は９８年に多くなり、その傾向は９９年も

持続した。以下に例を挙げる。

①仏アンテルマルシェが独シュパールの経営

権を掌握

②仏プロモデスによるベルギーのＧＢ社の経

営権掌握

③仏オーシャンが伊企業買収を加速

④蘭アホールドがスペイン市場に進出

⑤英キングフィッシャーが仏カストラマと合

併し、世界最大の日曜大工用品流通業者が

誕生

⑥独メトロが同国のアルカウフとクリークバ

２．流通部門の変革
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ウムを買収

⑦仏カジノがブラジルに進出し、ＣＢＤを買

収

⑧仏カジノがタイのＢＩＧを買収。ＢＩＧはタイ

でハイパー２０店舗を展開。

⑨仏カルフールが幕張に店舗面積１万２，０００

平方メートルのハイパーを開店予定

⑩仏カルフールがブラジルのミネイロ（スー

パー３３店舗）を買収

一部の産業部門では事業拠点を分散化する

動きも見られた。特に繊維部門においては９０

年代初めから（本格化したのは９８年から）、

自社製品のみを生産する企業が、高コストを

理由に、商品のデザインから店舗での販売に

至るすべての工程への直接関与を控える傾向

がある。フランスのファッション・ブランド

は、自社での製造をやめて、デザイン、マー

ケティング、流通部門の強化に傾注し始めて

いる。マルセル・グリフォン、ヴェイユ、

キャシャレルなどがこの例である。

ヴェイユの場合、生産は国外の下請け業者

あるいはハンガリーやチュニジアの自社工場

へと移転した。子供服メーカーのアルベール

は、製造部門と大衆向け自社ブランドを完全

に手放し、付加価値の高いライセンスの展開

に力を入れている。

一方、仕立て業者のジェテックスは、人件

費の低い国に下請けに出すのではなく、チュ

ニジアのモナスティールに自社アトリエを設

立した。

欧州企業ではユーロ導入による競争激化に

対応するため、コスト削減に取り組んでいる。

ここではその一例として、ＳＣＭによる取引

業者、および顧客を含めた生産工程、製品供

給プロセスの合理化例について紹介する。

３．事業拠点の分散化

４．サプライチェーン・マネージメン

ト（ＳＣＭ）による合理化

大手スーパー、カルフールの国内ロジス

ティクス部長であるジャン＝マリー・ピカー

ル氏によると、「ＳＣＭとは、製品の生産現場

から最終消費者までを結ぶ、供給プロセス全

体のマネージメントをさす。つまり消費者、

生産者、流通業者のみならずロジスティクス

と情報処理サービス業者も含むグローバルな

体系」である。

フランスではトムソン・マルチメディア

（ＴＭＭ、電子）とルノー（自動車）という

２つの大企業でＳＣＭが導入され成果をあげ

ている。ＴＭＭはテレビの生産において

ＳＣＭを採用し、これは同社の業績立て直し

に少なからず貢献した。また、ルノーは、自

動車のオンライン販売への対応と関係して、

ＳＣＭを導入した。両社の試みは、企業トッ

プがＳＣＭ導入に対して「全面的かつ目に見

える」支援をしているという共通点がある。

ＴＭＭのチューブ・部品部門の欧州市場担当

責任者であるディディエ・トリュット氏は、

「（同社のトップである）ティエリー・ブル

トンがＳＣＭ導入プロジェクトに最初の段階

から自ら立ちあった」と回想している。また

ルノーの「新流通」プロジェクトを率いるア

ンドレ・ボディ氏は、「我々にＳＣＭを導入す

るよう指示したのは、（同社の会長）ルイ・

シュバイツァーであった。この導入は会社の

組織に与えるインパクトがあまりに大きいの

で、成功を保証するために会長の支援が必要

だ」と述べている。

○トムソン・マルチメディア（ＴＭＭ）

ＴＭＭではコスト削減のために積極的な戦

略を打ち出しているが、その一環として同社

のロジスティクス部門は９９年７月に一括して

ジェオディス・ロジスティクス社に年額６億

フラン（９，０００万ユーロ）で委託された。同

社のロジスティクス部門はこれまでにも外部

委託されていたが、数多くの契約を結び多数

の業者に分散していた。ジェオディス・ロジ
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スティクス社はＴＭＭとの契約の数ヵ月前に、

ＩＢＭとも同種の契約を年額１０億フランで結

んでいる。

ＴＭＭは今後、ＳＣＭを同社の製造部門す

べてに導入する意向である。目標は製品の９５

％を４８時間以内に消費者に届けることである。

この案は、直販と即時生産で圧倒的な強さを

誇っている米国のデルを参考にしたものであ

る。デルは、製品生産にかかる時間の短縮を

図るため、取引業者の数を大幅に減らす改革

を実施した。デル・ヨーロッパの南欧マーケ

ティング部長ジョン・パーキンス氏は、「成

功のカギは情報伝達の速さにある」と述べて

いる。

○ルノー

ルノーは９９年４月に「新流通」プロジェク

トを設置した。これはオンライン販売を視野

に入れ今後２００１年までに、自動車の納期を従

来の約７週間から２週間へと短縮することを

目標としている。これが実現すると、在庫台

数は半減し、年間で約１０億フランの流通コス

トが削減できる。

自動車メーカーは常に大量の在庫を抱えて

いるものであるが、全体の７０％近くが受注方

式でなく、販売代理店網による需要予測に応

じて生産されたものである。しかし代理店の

経験や勘をもってしても顧客ニーズを予想す

ることは難しく、また、「リスクの少ない」

車を優先しがちで、あらゆる顧客のニーズに

は応えにくい。

ルノーの新プロジェクトの現場では、新し

いコンピュータ類の導入に加え、２万８，０００

人を対象に１６ヵ国語で研修を行うという壮大

なプランが立てられている。ＳＣＭの導入は、

今後取引相手にとっても避けて通れないもの

である。

ルノーとＴＭＭを除いては、ＳＣＭを導入

している企業は少ない。調査会社ピエール・

オドゥワン・コンセイユの最近のアンケート

によると、フランス市場は現在、ＳＣＭの導

入において米国に２年から３年の遅れをとっ

ている。９８年のフランスのＳＣＭ市場は約１

億７，０００万フランであったと推定されるが、

今後は年間８０％以上の成長が期待されている。

ＳＣＭ導入に向けた動きは現在広がりつつあ

り、欧州の大企業の６０％が導入プロジェクト

を立てている。前出のＴＭＭのパーキンス氏

は、「製品の旧式化が早く、細心の在庫管理

が必要な場合、ＳＣＭの機能は一層重要とな

る」としている。いずれにせよ、ＳＣＭの導

入にあたり大きな障害の１つとなるのが、

ＳＣＭが企業の構造に対してときに「革命的

な」インパクトを与えるという点である。調

査会社ベンチマーキング・パートナーズは、

「ＳＣＭが、情報伝達と情報へのアクセスと

いう、企業内で最も重要な権力の象徴の１つ

を奪うことになる」と指摘している。

（１）パリ金融市場の動き

９９年のパリ金融市場において、取引額の増

大、国際化、金融商品の多様化、といったよ

うな動向がみられた。この背景には以下の２

つの要因がある。

・ユーロの導入によるユーロ圏金融市場の統

合の加速。

・欧州、特にフランスにおける景気の回復。

後者は金融市場活性化の根本的な要因であ

る。

① 取引額の増大

９９年のインターバンク市場での取引額（１

日当たり）は、前年比で２０％程度の伸びを示

した。

オープン市場ではＣＤ（譲渡性預金）市場

が非常に活発で、９９年の発行残高は、９８年末

と比較して３６％増加した。これは、起債の短

期化や９９年初めのスライド制導入などで便宜

が図られたことに起因する。ＣＰ（コマー

５．フランスおよび欧州の企業の資金調達
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シャル・ペーパー）市場の伸びはさらに大き

く、規制の自由化、新起債技術の活用、さら

に単一通貨の導入により、前年比５０％の伸び

を示した。

ユーロ導入で欧州債券市場は急激に活況を

呈し、ユーロ建て起債総額（ネット）は９９年

に米ドル建て起債総額を超えた。フランスで

も民間企業の起債が増え、国内の機関および

個人投資家による投資が特に拡大した。フラ

ンスの国内投資家が購入したユーロ建て債券

の総額は９９年に１，０８６億ユーロに上り、９８年

の８６０億ユーロと比較して２６％増加した。国

内投資家に対する発行総額のうち、償還分を

除いた純発行額も大幅に増加し、９８年の２４９

億ユーロから９９年には５４１億ユーロに達した。

株式市場でも、取引総額が増加し、歴史的

な高レベルに達した。この動きは他の欧州の

株式市場でもみられた。

② 起債者と資金の国際化

これらの国際化は取引総額の増大と並行し

ている。インターバンク市場における取引の

増加は主に国境を越えた資金の動きによるも

のである。またＣＰ発行残高の増加は、この

市場に対する外国起債者の関心の高さを示し

ている。債券市場では１回の起債額の増加が

みられたが、これは定期的に起債を行う企業

の、今やユーロ圏にまで広がった市場での知

名度と存在感をアップさせたいといった意図

が込められている。また株式市場の活況は、

欧州および世界の産業界で進む大規模な企業

再編を、フランス大手企業も積極的に進めて

いることが評価されたものである。

③ 金融商品の多様化

国債に関してみると、フランスはユーロ圏

においてインフレ率に連動した国債（３０年物

ＯＡＴＩ、１０年物ＯＡＴＩ）を投資家に提供して

いる唯一の国であり、このような国債の発行

額は９９年１月以来、国債発行額の１２％以上を

占めている。

金融部門以外の企業による起債は９９年上半

期の起債額の５６％以上を占め、総額１６２億

ユーロに達している（前年同期比の３倍に相

当）。中でも転換社債が著しい伸びをみせた。

９９年には金融部門以外の企業の転換社債発行

総額は１００億ユーロとなった。

ＣＰ市場では、資産の流動化商品である短

期債券（ＴＣＡＡ）の発行が成功を収め、投

資家の需要の多様化と商品構成の高度化（複

雑化）が明らかになった。

（２）資金調達方法の変化

９９年４月～１０月の間に金融部門以外の企業

に対する貸付は約４．４％増加した。これと並

行して、１０月には国内市場を介しての資金調

達は、前年同月比で１０．８％増を記録した。そ

の前３カ月間は前年同月比で８．６％増に落ち

着いていた。

９８年までは増資が直接金融の８０％を占めて

いたが、９９年の第１四半期から第３四半期ま

での期間にこの比率は半減して４１．４％にまで

下がった。９９年の１月～１０月の株式発行総額

は２４７億ユーロにとどまった（前年同期は４３７

億ユーロ）。この株式発行による資金調達の

減少は他の先進国でも見られており、特に米

国では９７年以来、株式純発行額はマイナスと

なっている。これに対して、９８年末から９９年

８月までの間に、社債およびＣＰによる資金調

達が、それぞれ３．６９倍と２．２９倍と急増した。

このような資金調達方法の変化は、フラン

ス銀行（中銀）によれば、以下の５つのファ

クターに起因する。

① 社債発行が有利となる副次的現象

９５年以来の長期金利引き下げにより、増資

と借入のコストを比較した場合、借入の方が

有利となった。社債発行はまた増資と違って

一株当たり利益の希薄効果がないという利点

を持つ。またユーロ導入により民間社債市場
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の流動性が増したことも、社債発行による資

金調達の魅力を増した。

一方、ＣＰの利用が増加した理由は、平常

の運転資金以外に企業買収などの短期的なつ

なぎ手段として用いられたりしたことによる。

② 増資の減少

９９年以前は、大手上場企業の増資（例えば

９８年のローヌ・プーラン、ヴァレオ）や、現

在国有となっている企業への資金注入（例え

ば９８年のトムソン・マルチメディア）、外国

多国籍企業によるフランス子会社の自己資本

増強（例えば９８年の紙・パルプ部門）など

数々のタイプの増資が盛んだった。

③ 転換社債人気の高まり

パリでの転換社債発行残高は９９年初めから

７５％増加した。転換社債の利回りは一般に社

債より低いが、投資家は現在、転換社債を資

金運用の多様化と株式相場下落に対する防衛

手段と考えている。発行者にとっては発行コ

ストが低いことのほかに、転換社債が株主層

の拡大の可能性をもたらすなどの利点がある。

④ ９９年の株式交換（ＯＰＥ）の人気再燃

株式公開買付（ＴＯＢ）と異なり、株式交

換では企業買収のための資金が必要なく、そ

れでいて一挙に株主の層を広げ、場合によっ

ては資本に参加する機関投資家を増やすこと

を可能とする。８０年代にはＴＯＢがよく利用

されていた。

⑤ 自社株買いの増加

企業による自社株買いは、株式「純」発行

額に影響を及ぼす。多くの場合、買い戻しが

計画されるのは、企業が投資の新たな好機を

見い出せず余剰部分を株主に再分配すること

を選択するか、あるいは相場を安定させるよ

うな持ち株構成を望むためである。これらは、

資本収益率の低下や、投機的な動きなどによ

る株価の急変動を防ぐという意図に基づくも

のである。ただしフランスでは、一般に自社

株買いは資本の１０％が上限とされている。

こうした資金調達手段の選択における変化

は、まず起債市場に影響を及ぼすが、流通市

場、特に株式市場にもインパクトを与える。

実際、借入の増加は、たとえ成長予測に基づ

き安全な水準で行われたとしても、景気の変

わり目には企業の財政基盤を脆弱化させ、間

接的に企業の株価に大きな変動を招きかねな

いことがある。

（３）フランス企業の姿勢

ピノー・プランタン・ルドゥート

（ＰＰＲ）は社債発行（全資金調達の２０～４０

％）のすべてを９８年まではフランス・フラン

建てで、９９年からユーロ建てで行っている。

同社の銀行からの融資も同様の推移をたどっ

ており、資金調達に占める銀行融資の２０～４０

％という割合もほとんど変わっていない。し

かし、９８年と９９年にかけてのフラン建てから

ユーロ建てへの移行で、株式発行による資金

調達は非常に少なかった。

カルフールは９９年３月に、期間１０年の１０億

ユーロの社債発行（４．５％のクーポン付き）

を行った。

ラファルジュではここ２年間、資金調達の

半分を社債で行っており、９８年から８０％を

ユーロ建て、２０％を米ドル建てで発行してい

る。銀行融資は資金調達全体の２０～４０％を占

め、主にユーロ圏とアジア地域で融資を受け

ている。また、株式発行は９８年には資金調達の

１０％を占めていたが、９９年には行っていない。

トムソン・マルチメディアは資金調達の半

分を株式発行で、また残りの半分を銀行融資

で行っており、債券市場での資金調達はして

いない。

アヴェンティス（仏ローヌ・プーランと独

ヘキストの合併により誕生、化学）でもユー
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ロ導入で資金調達に変化が起こった。９８年に

すでに資金調達全体の２０％以下となっていた

株式発行は９９年には行われなかった。一方で

社債発行（資金調達全体の２０％以下）と銀行

融資（同２０～４０％）は９８年と９９年に行われた。

このように、いくつかの企業はユーロ導入

に備えて、すでに９８年からユーロ建てで資金

調達を行っていた。ＰＰＲは銀行融資と社債

発行を９８年にはフランス・フランで、９９年に

はユーロで行い、ラファルジュはユーロと他

の通貨（米ドルとアジア通貨）で資金調達を

行っている。

一方、他の企業は資金調達に際してユーロ

を優先していないが、これは、資金調達が国

外のさまざまな地域でのＭ＆Ａに絡むもので

あったり（トムソン・マルチメディア）、あ

るいはこれまではユーロを使わなかったがま

もなく使用する（アヴェンティス）などの事

情による。
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ユーロ導入を企業戦略
見直しの契機に（イタリア）

ユーロ導入後半年を経た９９年６月に民間調

査機関ＤＯＸＡ社が行った調査（製造業、

サービス業、公共企業体の計２００社に対する

ヒアリング調査）によると、９４％がユーロの

導入を前向きに支持し、６２％が「新たな輸出

の好機」、５５％が「競争力を強化するための

刺激」と積極的に評価する姿勢が目立った。

一方で、ユーロによる経理システムや決済方

法の切り替え時期については、既に導入した

企業はわずか２％で、１８％が２０００年中とした

ものの、５１％は２００１年末をめどに行うとして

いる。また、ユーロによるプライスリストを

整備済みのサービス業は３０％を切っている。

このことからも、イタリアではユーロに対す

る評価が高く、これを歓迎する雰囲気がある

割には、多くの企業で実際の導入はギリギリ

１．イタリア企業の動向
まで待って行う傾向が強いことがわかる。

調査結果に対し、国庫省傘下に設置されて

いるユーロ委員会は、イタリアは家族経営の

中小企業が大多数を占めているため、短時間

で柔軟に対応できる点をあげて、それほど憂

慮する必要はないとの見解を示している。し

かし、同委員会自身が９９年９月に発表した報

告書では、２００１年末に慌てて導入を図る場合、

十分な検討時間を持てないことから、不要な

コスト増を招きかねないとして警鐘を鳴らし

ている。

一方、イタリア産業連盟（ＣＯＮＦＩＮＤ‐

ＵＳＴＲＩＡ）とイタリア商工会議所連盟

（ＵＮＩＯＮＣＡＭＡＲＡ）が共同で行ったサン

プル調査（傘下企業１，５００社に対して実施）

でも、比率は徐々に改善されているものの、

９９年末現在でユーロの導入を行っているのは

各産業分野とも半数程度にとどまっている。

イタリアでは、企業会計や支払いにユーロを導入している企業はまだ半数に満たない。

他方、既にユーロを導入した企業の多くが、導入そのものは技術的な問題であるため、企

業戦略に大きな影響を与えることはないとしている。むしろ、現在直面している最大の課

題は、市場のグローバル化にいかに対応していくかという点であり、ユーロの導入は、そ

の企業戦略を振り返る好機と捉えているようだ。

ミラノ・センター
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また、ユーロの導入状況については、大企

業と中小企業の間で格差が広がってる。フィ

アットやピレッリといった大手の多国籍企業

は、既に９９年１月からユーロによるインボイ

スの発行や決済システムを導入し、給与につ

いてもリラとユーロの二重価格表示になって

いる。両者ともリラを残している理由は、む

しろ下請企業の多くがユーロに対応できてい

ないためとしている。

ジェトロ・ミラノセンターでは、このほど

ユーロ導入に先進的な企業数社に対しインタ

ビュー調査を行った。各社の詳細な調査結果

については、次項以降に述べるが、おおむね

各社ともユーロの導入は技術的に解決すべき

課題ではあるが、それ自体が「経営方針に直

接的な影響を与えるものではない」との認識

が定着しつつある。ユーロの導入は既に決定

している制度であることから、むしろ、市場

のグローバル化が急速に深まっている現在、

これにいかに対処していくかが最重要課題に

なっているとの意見が大勢を占めている。

（１）バリッラ社（ＢＡＲＩＬＬＡ）

１８７７年創業の同社は本社をパルマに置き、

現在、国内に２０工場、海外に５工場を有する

ほか、ブラジル、ギリシャ、メキシコ、ポー

ランド、南アフリカ共和国、トルコ、日本で

合弁によるパスタ工場を展開する食品業界の

老舗である。パスタ生産では世界のトップ

メーカーとしての地位を占め、パスタの総生

産量のうち３０％程度、金額にして約８，２００億

リラを世界１００ヵ国以上に輸出している。従

業員数は７，５００人（国内６，６００人、海外９００人）、

総売上高は３．７兆リラ（９８年度）にのぼる。

同社はユーロ導入に先立ち、コンサルティ

ング会社と共同でユーロの導入がグループ内

の各部門にどのような影響を与え、どのよう

な対応が必要であるかを研究した。グループ

傘下のいくつかの企業では、９９年１月から

ユーロを導入しており、２００１年からはグルー

プ全体で導入する予定である。現在は、ユー

ロによりもたらされるビジネス上のメリット

について社員教育を充実させる時期と捉え、

経理や財務部門の全社員を対象に基本的知識

の吸収、今後可能性のあるビジネス展開につ

いての研修を実施している。

財務部門の責任者によれば、これまでのと

ころ、ユーロの導入そのものが基本的な経営

コンセプトに与える影響は現れていないとい

う。少なくともパスタに関しては、イタリア

製品（イタリア産）であることが高い競争力

をもたらすため、ユーロ導入により生産コス

トの低い地域への工場の再配置などを検討す

る必要性は乏しいとみている。同社では、本

社のあるパルマの工場がイタリア以北の欧州

各国への輸出を、南部のフォッジャにある工

場がイタリア以南を担っているが、品質の維

持や効率性の追求は、ユーロの導入とは関係

なく以前から進めている。また、原材料の調

達や資金調達方法の変更といった問題も、こ

れまでのところ生じていない。生産、流通、

販売拠点の見直し、海外企業との合弁、提携

についても、ユーロとは関係なく必要な措置

を講じているという。

他方、価格については、ユーロの導入で各

国の価格比較が容易になるため、価格の透明

性に対するニーズが高まるとみている。ただ、

食品の場合は、消費者が海外での販売価格に

高い関心をもち、それにより消費が大きく左

右されるといったことは現実には考えにくい。

現実的な問題としては、同社製品の小売り価

格は数千リラ（１００～３００円程度）であるため、

〈ユーロの導入状況〉

９８年末 ９９年末
農 業 ３９．８％ ５７．７％
商 業 ３６．８％ ５６．８％
鉱工業 ３６．６％ ４４．８％
手工業 ３７．４％ ４４．８％
観光業 － ３７．７％
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ユーロ表示に切り替えた際に端数処理の問題

をどうするかという点をあげている。価格に

高い関心を寄せているのは流通業界で、多国

籍の流通企業の場合は、ユーロ域内全体を統

括する購買セクションを設置する方向にある

ため、これに対応する形でメーカー側も価格

差を徐々に収れんさせていくことが必要と考

えている。

（２）インフィル社（ＩＮＦＩＬ）

１９２０年創業の同社は、下着メーカーとして

国内第２位の売上高を誇る。年間６００万着を

超える下着を販売し、国内市場向けが７０％、

欧州向け輸出が１５％、残りが米国や日本など

のアジア諸国である。同社は、新製品の企画

・デザイン、原料の選定、加工（製糸から仕

上げまでの全工程）、販売までを一貫して手

がけている。

同社の役員は、ユーロの導入で為替変動リ

スクが減少することを除けば、この１年特段

の変化はなかったと述べている。業界内での

競争がますます激しくなっているが、これは

ユーロ導入の影響というよりも、市場がグ

ローバル化したことによるものと捉えており、

これに対応するため、２０００年に入って低価格

製品の一部をチュニジアのメーカーによる下

請け生産へと切り替えた。ただし、高級素材

を使った製品は、従来どおりイタリア国内で

の生産を維持している。

同社も流通業界の動きには注意を払ってい

る。欧州では流通業界の合併や再編が活発化

し集中化が進んでいるが、メーカーとしても

製品レベルに応じて流通体制を整備する必要

性が高まっているとみている。

価格政策に関しては、欧州域内で使用する

ユーロベースのプライスリストを既に整備し

ているが、価格の統一に当たり、欧州内の南

北格差や国ごとの物価水準の格差は考慮して

いないため、例えば南欧の国では、ドイツな

どに比べると同社製品の価格が消費者にとっ

て割高に感じられることもあり、これが売り

上げに影響を与えることから今後見直しが必

要な点と考えている。

また、同社では、グローバル市場の基準が

米国になっていることを考えれば、ユーロラ

ンドの傘の下で物事を決定するのに時間的ロ

スが生じるなど、ユーロランドのコンセプト

自体が既に古いものになりつつあるのではと

の危惧を感じ始めている。

（３）ウイルプール・ヨーロッパ社

（ＷＨＩＲＬＰＯＯＬＥＵＲＯＰＥ）

ウイルプール社は世界でもトップクラスの

白物家電のメーカーであり販売会社であるが、

その欧州地域を管轄する同社は、北イタリア

のバレーゼに欧州オペレーションセンターを

置く。イタリア国内に５工場を有するほか、

フランス、ドイツ、スウェーデン、スロバキ

ア、南アフリカに工場をもち、総従業員数は

１万２，０００人、総売上高は２５億ドルにのぼる。

同社のユーロ・プロジェクト・リーダーに

よると、ユーロの導入如何にかかわらず、市

場のグローバル化が同社の経営方針に大きな

影響を与えているという。ユーロに完全に切

り替わる期限が２００２年３月末に早められたこ

とで、欧州全体が通貨統合のスピードアップ

を目指しているが、すべての企業がこのス

ピードについていくことは困難とみている。

特に中小企業では、２００１年末をもってユーロ

への切り替えを行うケースが圧倒的に多いた

め、経理ソフトの変更や会計システムの修正

などに必要な絶対的なプログラマーの数が不

足する可能性が高いと指摘している。

ユーロの影響としてあげているのが、各国

間の価格差が鮮明になる点である。インター

ネットの普及で、情報が瞬時に手に入る現在、

その傾向が顕著になっているという。また、

まだユーロ決済への切り替えを望まない企業

が多い移行期間に収支決算や税務申告などを

どのように行うかという点もある。同社は、
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欧州で普及度が高いといわれるドイツの

ＳＡＰ社が開発したソフトを導入することに

決定し、ユーロランド内の全支社のシステム

を均一化させるために、２０００年にドイツ、フ

ランス、ベルギー、オランダ、２００１年にイタ

リアなど他の諸国で順次導入する予定である。

既にインボイスをユーロで提出してくる企業

に対しては、９９年度からユーロによる支払い

を行っているが、ユーロと現地通貨が混在す

るこの暫定期間の経理処理は予想以上に煩雑

で、注意を要するとの実感があるようだ。取

引銀行との決済もユーロに切り替える必要が

あるが、現時点では、まだフランスの銀行と

話を始めた段階という。会計システムの変更

は、多国籍企業にとっては複雑な問題であり、

同社の場合、欧州内でのＳＡＰシステム、各

国７０ヵ所で使用しているＬｅｇａｃｙシステム、

顧客や納品業者が使うローカル・システムの

３種類が混在しているが、これらすべてを

ユーロに一本化していくためには多大な労力

が必要としている。

原材料や部品の調達に関しては、同社は既

に欧州全体を管轄する購買部が適地調達を進

めているため、ユーロの導入による影響は少

ないとしている。また、各国間の賃金格差が

是正されていくとの見方もあるが、これに対

しては、各国ごとに労働条件や法律、社会的

背景が異なるため、賃金の均一化は数十年か

かっても困難ではないかとみている。

（４）グルッポ・インドゥストゥリア－レ・

マッカフェッリ（ＧＲＵＰＰＯＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬＥ

ＭＡＣＣＡＦＥＲＲＩ）

同グループは、ボローニャに本拠を置く加

工用機械および関連資材メーカーで、傘下に

エンジニアリングやエネルギー、砂糖製造な

ど５つの部門に分かれた企業群を有する。従

業員数４，０００人、総売上高は１４．５億ドル（９８

年度）にのぼる。

同グループは、各部門によってユーロへの

対応状況が大きく異なる。例えば、傘下の機

械メーカーは、市場のほとんどが米国で決済

もドルで行われるためユーロの導入は直接関

係しない。逆に欧州市場を対象としているリ

フトメーカーでは、販売会社がフランス、ド

イツ、デンマークなどに点在していることも

あり、精緻なユーロによるプライスリストを

作成し、現在までにすべてユーロへの切り替

えが完了している。他方、採掘部門ではユー

ロ圏以外のローカル市場が中心であるため、

ユーロに関する問題が生じていないこともあ

り、採掘企業も顧客もユーロそのものを重要

視していない状況にある。ただし、グループ

全体としては、２０００年１月１日からユーロを

基本とした体制を組んでいる。

同社の取締役は、イタリアでは、ユーロが

導入されてからユーロ安による輸出メリット

が生じ貿易・投資面に影響が出始めているほ

か、リラで負債を負っている企業にとっては

利下げによる恩恵が出ていると述べている。

また、ユーロ導入が直接の原因ではないが、

市場のグローバル化が進んでいることを踏ま

え、イタリアではインフレ率の低下などから

全般的に同社の製品である部品価格が低下傾

向にあるため、単純なリストラだけでなく生

産工程全体にわたる効率性の追求が必要に

なっていると指摘している。

例えば生産工程の後半で使用した部品に不

良品が見つかった場合、交換や改良にかかる

コストが高くなるため、発注メーカーは確か

な品質を求めているが、同時にコスト削減の

問題がある。このため、ユーロの導入により、

域内すべてとはいえないまでも、近隣諸国か

らの部品調達が容易になることで、メーカー

による品質とコストに関する要求がこれまで

以上に高まっており、ますます競争が激しく

なっているという。

経営面でのユーロによる影響はそれほど感

じていない。現在は、グループ傘下の企業が

毎月１回、経営者会議を開いてユーロに関す
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る情報交換を行っている。現在行っている生

産拠点の見直しについても、ユーロ導入以前

から取り組んできた経営方針に基づくもので

あり価格政策についても欧州市場以外は影響

がない。むしろ最大の問題として、イタリア

国内にユーロに対する関心が乏しい顧客や下

請け企業の経営者が少なくないため、他の欧

州諸国と比較するとユーロ・カルチャーの浸

透度が低い点をあげている。

なお、域内の賃金格差については、業種・

職種のカテゴリー別の設定が基本になってい

るため、ユーロの導入で国による格差が急速

に均一化に向かうことはないが、中長期的に

徐々に変化していくとみている。

（５）ダミアーニ社（ＣＡＳＡＤＡＭＩＡＮＩ）

同社は９９年に日本において直接経営による

他店舗展開を打ち出したが、高級宝飾品メー

カーとして業界でもトップクラスの売り上げ

を誇っている。

ユーロの導入について同社取締役は、まだ

消費者が実際の通貨を手にしていないため、

具体的な影響が生じるのは２００２年以降になる

と述べている。混乱を避けるためには、ユー

ロと各国通貨が併存する期間は極力短くする

べきと考えている。

同氏は、ユーロは導入そのものが与える影

響よりも、それを契機として、基本的な経理

システムや組織整備を行い、経営コンセプト

を転換することにこそ意義があるという。将

来的にドル、円、ユーロの３つの経済圏に分

類されるとともに、急速に市場のグローバル

化が進む中で、流通や販売拠点拡充の戦略を

どう図っていくかを考える時期にあると捉え

ている。また、ユーロがもたらすもうひとつ

の側面として、人材確保の問題に関心を寄せ

ている。市場統合で人材の流動性が高まる時

代が訪れ、国を越えた人材の移動が今後増加

していくのは必至とみている。

同社が扱う高級宝飾品は、熟練した技術と

経験が必要であるため、生産拠点を賃金の安

い海外に移すというわけにはいかない。一方

で、海外における販売は輸入代理店に全面的

に依存するのでは、適切で迅速な販売戦略が

とれないため、同社の場合、直営方式での店

舗展開が重要な戦略になる。このため、統一

通貨で拡大成長する欧州市場で、いかに効率

よく市場シェアを広げていくかが課題になっ

ている。

価格設定に関しても、市場競争が激しい製

品では値下げが生じ、独占市場では値上げが

行われるとみて、その結果が各国経済に与え

る影響に関心を持っている。また、資金調達

については、銀行業界の再編が今後も進むと

し、現在イタリア国内でのみ調達している資

金を海外の銀行も含めてよりよい条件のとこ

ろから調達することができる可能性が広がっ

たと考えている。

（１）ＴＭＩヨーロッパ社（ＴＭＩＥＵＲＯＰＥ）

同社は、日伊合弁の合成繊維メーカーで欧

州市場向け生産を目的として９６年から操業し

ている。販売額の９０％をイタリア、ドイツ、

フランス、スペイン、英国で占め、決済は

ユーロ／円、ユーロ／ドルの２種類で行って

いる。

同社の経理・財務担当部長によれば、ここ

数年、市場における競争が非常に激しくなっ

ているが、これはユーロの影響というよりも

市場のグローバル化が進展していることによ

るものとみている。ユーロ導入の直接的な影

響としては、第一に金利が収れんした点をあ

げている。経営方針や生産体制などには特段

の変更は生じていないが、染料や化学薬品な

どの原料の調達先については、日本から欧州

域内のメーカーへとすべて切り替えた。その

理由は、日本からの輸入は円高のため割高に

なるのと地理的にもリードタイムが長くなり

在庫を多めに持つ必要性が生じるためである。

２．日系進出企業の動向
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域内各国の価格差については、今後３年ほど

の間により低い価格へと徐々に収れんしてい

くとみている。

なお、同社は政府への要望として、ユーロ

の導入で市場統合が完成されていくのであれ

ば、例えば外資系銀行からの借り入れの場合、

利払いの際に１０％程度を源泉税として利払い

に含めて納税しているが、これをＥＵ域内の

銀行であれば免税にするといった措置を検討

してほしいと述べている。

（２）ＹＫＫイタリア社（ＹＫＫＩＴＡＬＩＡ）

同社は、イタリアへの進出日系企業の最古

参である。現在イタリアのほか、英国、ドイ

ツ、フランス、スペイン、オランダなどに生

産拠点をもち、また欧州のほとんどの国に販

売会社を置いている。製品の９０％弱がイタリ

ア国内向けで、残りを欧州域内に輸出してい

る。

同社社長によれば、欧州市場統合の動きの

なかで同社グループ間の横の連携が強化され、

例えば、イタリアの同社工場における生産能

力がフル稼働している場合は、他国の関係工

場で不足分を生産するといった協力体制がで

きたという。同社も、ユーロの導入とは直接

関係はないが市場競争が激しくなっているた

め、その対応策が必要になっていると感じて

いる。顧客となるアパレル業界では、中国か

らの輸入が急増しているが、価格競争では対

抗できない。また、アパレル・メーカー自身

もよりコストの低い国・地域へと生産拠点を

移している。競争に打ち勝つためには、付加

価値の高い製品の供給、納期の短縮、適切な

価格設定とサービスの提供が必要になると述

べている。

同社は、ユーロの導入が為替リスクの解消

をもたらした点を評価している。同社の場合、

もともとユーロ導入とは関係なく、為替対策

として、支払いのネッティング方式（個々の

請求書に対し支払うのではなく、Ａ社から

１００輸入して、Ａ社に１５０輸出したら、Ａ社に

５０のみを支払う）を導入し為替リスクのヘッ

ジを行ってきた。ユーロ導入後は、これまで

ドイツマルクで決済していたものをユーロへ

と切り替えた結果、域内の価格差が明確に

なってきたという。

経営面でも、欧州域内の関係企業間の連携

強化、集約生産や適地生産体制の確立を促す

という点を評価している。ただし、同社の場

合は、部品を日本と英国から輸入しているた

め、この点ではユーロ導入の影響は受けてい

ない。

域内の関係企業間で製品の価格差があるが、

現在のところはまだ調整を図っていない。今

後、プライスリストをユーロで統一する際に

数パーセントの範囲内に調整する必要が生じ

るとみている。ただし、各国の物価や税制度

の成り立ちは多少なりとも異なるのが普通で

あり、通貨統合だから価格を統一する必要が

あるとは必ずしも言えず、同様に賃金にして

もユーロ域内に複数の生産拠点を持つ企業と

はいえ、同一賃金の導入は困難と考えている。

イタリア政府に対しては、依然、ユーロに

関する対応や政策に不透明な部分があるため、

十分な説明が必要としている。例えば、イタ

リア国内にある南北の大きな経済格差を抱え

たままユーロの導入を迎え、今後どのような

経済運営をしていくのかといった明確なビ

ジョンを打ち出すことを求めている。

（小林浩人）
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ユーロへの対応を急ぐ中小企業
（オランダ）

２０００年初頭のＶＮＯ－ＮＣＷ（オランダ産業・雇用者連合）の調査によると、大企業は

ユーロ導入が決定されて以来着々と準備を進めてきており，約９０％の企業で何らかの準備

を行っている。ＫＬＭやフィリップスなどの大企業は取引先に対してユーロ建ての請求書

を発行するよう依頼しているが，ほとんどの企業がいまだにギルダー建ての請求書を発行

しているのが現状である。中小企業は導入準備が遅れており，２００２年の完全導入までに時

間をかけて準備していくとみられ，ユーロ対応を加速する必要がある。ユーロ導入後のオ

ランダ企業および進出日本企業の現状と問題点を以下に報告する。

アムステルダム事務所

（１）団体の概要

ＶＮＯ－ＮＣＷは、オランダにおける雇用者

を代表する最大の経営者団体であり、日本に

おける経団連と同様の機能を持つ。また、

「オランダ・ビジネスの声」とも言われ、政

府、メディア、世界に対し、オランダ・ビジ

ネスの要望と意見を効果的に反映させるため

の強力な圧力団体でもある。同団体は、国内、

海外に大企業や中小企業など非常に大きくか

つ多種多様なメンバー会社を有している。雇

用者自身により、また支部、地域の協力団体

のスタッフや専門家によって、その活動が支

えられている。

（２）オランダ企業のユーロの対応のレベル

一般的に輸出指向の非常に高いオランダ・

１．ＶＮＯ－ＮＣＷ（オランダ産業・雇用者連合）
ビジネスは、通貨統合とユーロ導入を常に支

持している。オランダ企業にとって最大の利

益は、通貨統合が、安定的な財政政策により

ＥＵ域内市場をより強固なものにしていると

いう点である。オランダの全ての大手商社、

銀行、金融市場における関係者によって、

ユーロは９９年の最初の週末に非常に円滑に導

入された。もっとも、エレクトロニック・バ

ンキング・システムに多少の問題があったな

どいくつかの技術的問題はあったが、この導

入は金融市場の関係者にとっては技術的勝利

であった。一般的に非金融企業は、通貨統合

のメリットおよびユーロ導入による利益に非

常に楽観的であり、特に大企業は、ユーロに

よる請求業務と支払いを直ちに実施するもの

とみられている。これら大企業は、９９年１月

１日に、管理体制を調整したが、この動きは、

現在および将来の価格契約、注文、契約など
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の金融関連契約を含む、支払い、請求業務に

関して、中小企業のユーロ対応を加速するも

のと期待された。

ＶＮＯ－ＮＣＷの９９年初頭のユーロの使用に

関する調査によると、オランダ中小企業の経

営者の８７％が、ユーロ導入について十分な情

報を得ていると答えており、その８４％が情報

の質について満足していると答えていた。し

かし５７％の経営者は、ユーロ導入がもたらす

影響についてはっきりしたアイディアを持っ

ていない。さらに、企業の規模が小さくなれ

ばなるほど、ユーロ導入が彼らのビジネスに

与える影響についての知識が少ないことが判

明した。このため、ユーロに関する情報提供

キャンペーンは、さらに継続されなければな

らない。２０００年初頭の調査によれば、３社に

１社は、そのシステムのユーロへの移行につ

いて何ら準備を行っていないという結果が出

ている。これは従業員２０人以下の小企業でご

く一部の準備しか行われていないことが理由

となっている。従業員２１～１００人の中企業で

は、およそ１５％の企業は何ら準備を行ってい

ない。大企業になると、この割合は７％とな

る。大企業５社について１社が、中企業６社に

ついて１社が、小企業７社について１社が準

備を完了したか、ほとんど完了している。しか

しながら、オランダ税務当局のＶＡＴ（付加価

値税）に関する報告書の数字によれば、これ

らの数字は当該企業が社内管理体制をユーロ

に切り替えたことを意味していない。もし社

内の管理体制をユーロに切り替えたとすれば、

ＶＡＴの報告もまた当然ユーロによって行わ

れるはずである。大企業は毎月報告を行って

いるが、９９年上半期では内部体制をユーロに

切り替えた企業数は１％以下であるとの結果

が出ている。さらに、同時期の関税支払いの

５％がユーロで行なわれたが、これらの数字

は、期待されたものより低くなっている。

大企業、中小企業間では、請求業務、発注

業務の実施能力に大きな相違がある。従業員

１００人以上の大企業の４２％が、９９年１月から

請求書をユーロとギルダーで併記して送付し

始めた。中企業については、この割合は２５％、

小企業では９％となっている。

しかし、ユーロで支払や請求を行える能力

は、業者や顧客が実際にユーロで請求書を送

り、あるいは請求書を要求していることを意

味しない。フィリップス社は、９９年５月末に、

全ての取引先に同年からユーロで請求書を送

付するように依頼したにもかかわらず、取引

先のうちわずか２０％しかユーロで請求を行う

ところがなかったと発表した。また、同社に

ユーロ建てインボイスを請求した顧客は１社

しかない。ＫＬＭも、同社の取引先の１％以

下しかユーロで請求書を送ってくるところが

ないとしている。ユーロでの請求書を要求す

る顧客もまた、１％以下である。このミクロ

のデータは、マクロのデータにより裏付けら

れている。オランダ銀行協会の数字によれば、

９９年第１四半期では、ユーロでのビジネス間

の支払いは、１％以下であった。

（３）低いユーロ意識の理由

ビジネス上のプロジェクトの優先順位から

言えば、Ｙ２Ｋ問題、情報技術インフラの高

度化などの問題と比べるとユーロ対応プロ

ジェクトは優先度が低い。しかも、他企業が

ユーロに切り替えていないこともあって、企

業の経営者は現時点でユーロについてビジネ

ス機会を感じていない。要するに経営者は

ユーロの利点を直接的に感じていない。彼ら

は、ユーロへの対応にはコストがかかり、将

来的に問題を生じさせるものであり、また

ユーロはほかの通貨の１つであるとみなして

いる。しかし、ユーロは間違いなく大きなビ

ジネス上の問題であり、価格政策、価格の透

明化、二重価格表示制、顧客とのコミュニ

ケーション、取引先とのコミュニケーション、

ビジネス関連のトレーニングなど多くの問題

と関連している。さらに情報技術の問題とも
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深くかかわっており、トップ経営者はこれに

対応するための意思決定を迫られている。

全体的にみると、ユーロ導入による状況変

化に対する認識が十分でなく、特に中企業で

は直ちに経営方針の変更を行う必要がある。

情報技術専門家に対する需要が急激に増加し、

ここ数年のうちにその人手不足が深刻となる。

（４）二重価格表示制について

小売業の３社に１社は、９９年中に何らかの

かたちで二重価格表示制を開始した。この割

合は、ユーロを導入したほかの諸国と比べる

と低いものとなっている。この理由としては、

オランダの消費者はほかのユーロ導入国と違

い、２００２年以前に、デビッド・カード、チッ

プ・カード、小切手でユーロを支払えないこ

とがあげられる。クレジット・カードでの

ユーロの支払いは、２０００年１月１日から可能

となっているが、オランダのユーロ導入を推

進している「国民フォーラム」は、ユーロ導

入に関し、全ての現金によらない支払いは

ユーロの紙幣とコインが流通する２００２年の１

月に切り替えることを９７年に決定した。この

ため、オランダでは二重価格表示制を早期に

導入することは意味がないといえる。しかし

ながら、９９年９月に小売業者と消費者は２００１

年１月～２００２年１月末まで、全ての商品に二

重価格表示を行うことで合意した。 国民を

新通貨に慣れさせるためには、二重価格表示

制を長く続けることよりも各自で計算機を用

いてギルダーからユーロへ変換させた方が効

果的である。

（５）移行期間など

２００２年のユーロへの移行期間（ギルダーと

ユーロの両紙幣、コインが同時に流通する期

間）の長さについては、長期間にわたって白

熱した議論が繰り返されてきた。最終的に、

４週間の移行期間を設けることがベストであ

るということで合意を得た。

その他、ユーロ導入により機関投資家は中

小企業に対する投資を控えているように思わ

れる。欧州、ユーロ圏において投資家のため

に多くの金融商品が開発されてきたが、これ

らの商品は投資家を呼び込むためによく知ら

れた大企業などの株式をベースとしている。

流動性の高い大企業の株式が好まれることと

ユーロの導入は、９８年の株式市場の危機以来、

中小企業の株価の回復を減速させている。欧

州の資産再評価は現在進行中である。例えば、

９９年のオランダ年金基金による外国企業への

投資は、９８年の同期に比べ４３％も増加してい

るが、同期間におけるオランダ企業への投資

は１２％も減少している。中小企業に対する低

い評価により、彼らが安価な資金調達を行う

ことをさらに難しくさせている。このことは、

フィリップスやユニリーバのような多国籍企

業よりもさらに収益の高い中小企業の間に合

併・買収の波を起こさせている。買収は日常

茶飯事になり、いくつかの中小企業は資金調

達の可能性が小さい証券取引所からの撤退を

考えている。

（１）会社概要

ＫＬＭ（ロイヤル・オランダ航空）は、

１９１９年１０月に設立された、世界でも最も古い

航空会社である。９７年会計年度（９４年４月～

９８年３月）には、１４７億３，３００万の利用者と６２

万１千トンの貨物と郵便物を扱っており、９７

年４月現在の従業員数は、２万６，８００人で、

そのうち、４，５００人が海外で働いている。

（２）これまでの対応

ＫＬＭのユーロ・マネージャーであるファ

ン・デン・ポルダー氏が、最初に指摘したこと

は、ユーロは、同社が航空産業内で対応しなけ

ればならない多くの問題のほんの一つにすぎ

ないという点である。他社との競争が激化す

ること、顧客の趣向が変化すること、インター

２．ＫＬＭ（ロイヤル・オランダ航空）
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ネットによる新しい流通機構出現など重要課

題が山積みされており、これらと切り離して

ユーロの影響を考えることは非常に難しい。

ＫＬＭは、９７年からユーロに対する特別

チームを結成したが、ユーロへの対応・準備

について重要な節目は３つある。１つ目は、

９９年１月のユーロの導入開始であり、この時

から発券、支払い、請求書発行にユーロが導

入され、株式市場もユーロ建てとなった。年

次報告書および給与の支払いはギルダー建て

であったが、ユーロ建ての情報を追加をしな

ければならなくなった。２つ目として２００１年

の４月１日から、同社はユーロでの思考に切

り替える。即ち、内部および外部の報告は全

てユーロ建てで行われる。最後の節目は、

２００２年からの全面的なユーロの導入である。

この時から、同社の全ての業務はユーロによ

り遂行され、全ての取り引きおよびシステム

はユーロ化される。今日まで同社はその対応

の過程に何ら支障を経験していない。財務省

からは必要な情報が提供されており、同社は

ＶＮＯ－ＮＣＷの特別グループに参加し、ユー

ロに対するアイディアの交換を行っている。

（３）ユーロ導入の利点と欠点

為替取引上のリスクがなくなること、ユー

ロ圏内他国との価格比較が容易になる（価格

の透明化）ことなどの新通貨としての明らか

な利点は別にして、同社はユーロ圏の経済発

展に伴う効果に期待している。同社にとって

のいくつかの大手の競争相手は、ユーロ圏外

にあり、これらの競争相手に対して競争力を

高めることになる。

ＫＬＭにとって、価格の透明化は脅威には

ならない。なぜなら、旅行代理店は既に国際

的な価格の比較を行なっており、どの航空券

が有利なのかわかっているからである。一方

同社は、航空券の価格は購入場所に非常に大

きく左右されるため、価格が収れんすること

を期待してはいない。スキポール空港は、欧

州の中央部に位置していることもあり、最大

の乗り継ぎ客数を記録している。

資金調達の面から言えば、ユーロ導入によ

り、同社はこれまでよりもさらに大きく拡大

した市場から資金を調達できることを重視し

ている。

ユーロ導入のネガティブな側面はユーロ導

入に伴うコスト面であり、これが最大の問題

点となる。導入による経費は３千万ギルダー

に及ぶと推定され、このうち情報技術（ＩＴ）

関係のコストが多くの比重を占めている。

航空業界にとって、買収・合併は、航空協

定が国営航空会社をベースとして行われるた

め難しい。ＥＵはいまだに域外の諸国とは航

空協定を締結していないが、最近の航空業界

の発展に伴い、航空会社同士の協力（アライ

アンス）は容易かつ必要なものとなっている。

ユーロ導入は、マーストリヒト条約で謳わ

れているユーロ圏における労働力の自由な移

動については、あまり効果をもたらしていな

い。通貨は一つになったとしても、言葉と文

化の違いは、労働力の移動を阻害しているの

が現状である。

（４）ユーロ対応の問題意識

ＫＬＭはユーロ導入について、明確な目的

意識を持っている。これまで社内的対応に重

点を置き、従業員はユーロの思考を要求され

ている。このことは同社内では、ユーロ導入

の過程は単なる技術的問題を超えるものと考

えられていることを意味している。同社はこ

れまで、顧客からはユーロ建てのインボイス

の発行を要求されたことがほとんどないが、

これに万全の準備を行っている。

（１）会社概要

フィリップス・エレクトロニクス社は、世

界で最大のエレクトロニクス・メーカーの１

つであり、その売上高は９９年に３１５億ユーロ

３．フィリップス社
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を数えている。

特に、カラーテレビ、照明器具、電気剃刀で

は世界のリーダー企業である。世界６０ヵ国の

２２万６，９００人の従業員は、照明、家庭用電気・

電子機器、電気部品、半導体、医療システム、

ＩＴサービスの分野で、活発に活動している。

（２）これまでの対応

フィリップス社は、９４年にユーロ導入の準

備を開始した。同社の役員会は、生産部門、

各国の担当部門、経営部門により構成される

ユーロ・プロジェクト運営委員会を結成した。

９７年初頭には、常任のユーロ担当役員が設置

され、同役員は直接財務担当主席役員に報告

を行うこととなった。ユーロ担当役員は、

ユーロ運営委員会を開催し、社内のユーロ導

入のための準備を行う３５分野のワーキング・

グループを統括した。同社は、ユーロが欧州

の競争力を改善すると確信している。この巨

大な市場において為替変動が消滅することは、

ＥＵ域内への投資を誘致する意味において非

常に大きなインパクトを与えることになる。

市場の透明性が大きく増す結果、個別の競争

が激化するにもかかわらず、同社は、ユーロ

導入による長期的な利益を目指している。

（３）ユーロ導入の利点と欠点

ユーロの導入は、同社のビジネス戦略に大

きなインパクトを与えている。価格の透明化

が増すことによって、企業はさらに広範囲な

市場競争にさらされ、また、インターネット

や電子商取引の出現によりビジネス環境は激

変してきている。さらに労働に関係した数々

の分野で大きく収れんが起こっている。同社

の全ての管理職は、ユーロ導入が顧客に、製

品に、各国に、そして通貨そのものに与える

ビジネス上の影響を評価し、計測するための

ビジネスへの影響の分析を完了している。９９

年１月の通貨統合開始時には、同社はユーロ

を報告のための通貨として導入した。通貨統

合に参加するＥＵ諸国が明らかとなり、そし

て域内の各国通貨間の交換レートが決定され

た９８年５月には、為替ヘッジのために契約を

中止することを決定した。９９年の四半期ごと

の連結報告や年次報告書はユーロで行うこと

となり、株価も９９年１月４日、欧州のほとん

どの証券取引所がユーロに移行した時に、

ユーロ建てに変更された。同社の定款変更の

ための株主総会に提出される提案書によれば、

新株の額面価格は、１ユーロである。

ユーロに対する技術的対応については、同

社は最低必要項目を設定し、これらに対応す

るために、数千台というコンピュータとその

アプリケーションについて切り替えを行って

いる。この対応はほかの情報技術関連のプロ

ジェクトと密接に関連しているため、ユーロ

対応に費やすコストだけを算出することは非

常に困難である。ユーロ対応は、同社の情報

技術関連プロジェクトの多くのウエートを占

めているが、最大ではない。

９８年の夏、同社は、顧客と取引先にユーロ対

応計画を周知した。しかし、移行期間中、こ

れまでの通貨に代わってユーロの使用は強制

できないが、顧客に対してはユーロ建て請求

行為を進めており、取引先に対しては、９９年１

月１日よりユーロによる請求を要請している。

（４）ユーロ対応の問題意識

同社はユーロ対応に関する限り、その効果

を先取りする積極的姿勢を示している。ユー

ロ導入による効果に大きな期待をかけており、

その対応に多大な投資を行っている。しかし、

現在のところ、ユーロによる請求を要請され

た取引先でこれに対応できているところは、

ほんのわずかしかない。

（１）会社概要

フリコ社は、世界の５大酪農品製造企業の

４．フリコ社（Ｆｒｉｃｏ－Ｆｒｉｅｓｌａｎｄ

ＣｏｂｅｒｃｏＤａｉｒｙＦｏｏｄｓ）
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うちの１つである。同社は、非常に幅広い酪

農品および酪農関連品を製造、販売しており、

９８年には売り上げ８６億ギルダー、純利益１億

３，０００万ギルダーを記録している。この利益

の約７０％が、ＥＵ域内で生まれており、残り

３０％がそのほか諸国からである。同社は１万

２，０００人の従業員を擁し、そのうち、６，５００人

以上がオランダ国外で働いている。また、世

界中の７０ヵ所以上で営業を行い、西欧、東南

アジアでは、特に活発である。

（２）これまでの対応

同社のユーロ導入への対応は、９９年１月１

日に始まった。為替レートが固定化されたた

めに、ユーロに対応せざるをえなくなったた

めである。ユーロ対応には、現在でも確固た

る計画があるわけではない。テン・ケート氏

は、９９年１２月にユーロ・マネージャーに就任

した。これまで、ユーロでの請求は実施され

ておらず、顧客の需要はほとんどない。この

ことは、同社が消費財を扱っているため、何

ら驚くべきことではない。ほかの諸国では、

価格は高い割合でユーロと現地通貨が併記さ

れているが、オランダでは、同社の最大のア

ウトレットであるスーパー・マーケットでも

二重価格を採用していない。このことは、オ

ランダにおけるユーロに対する認識を比較的

低くしている。同社の会計システムや財務報

告は、現在ギルダーで行われている。２０００年

末には、新会計システム（ＳＡＰ）を導入す

ることを決定しているので、この時点から変

化が起こることになる。ＳＡＰでは、注文と

請求が統合され、ユーロ建てで行われる。同

社ではユーロの意義を認識し始めているが、

現在オランダ政府から入手している情報以外

には必要ないとしている。

（３）ユーロ導入の利点と欠点

価格の透明化が１つの利点としてあげられ

ているが、同社の期待は価格が収れんするこ

とにある。ほかの通貨への変換に要するコス

トは限定的なものであり、ほかの要因と比べ、

単一通貨になったからといって、直接営業コ

ストが減少するとは言えない。なぜなら輸出

先の大部分がユーロ圏外であり、為替リスク

は無くなっていないからである。相対的に弱

いユーロは、同社の対外輸出に好影響を及ぼ

しているが、価格だけが競争力のための唯一

の要因とは言えない。今やチーズは、価格が

一番重要な要因となる商品ではなく、ブラン

ド商品となっている。「スランキー」、「マー

スランダー」、「コルマー」といった同社のブ

ランドは、既に多くの市場でその地位を確立

している。同社は、このようなブランド主導

により一層の付加価値をつける販売政策を導

入しようとしている。その競争力にとってよ

り実質的な脅威は、生産方法に関する情報が

広まることにある。価格の透明化によるマイ

ナス効果を避けるため、同社は多くの市場で、

その商品に異なるブランドをつけて販売して

いる。

（４）ユーロ対応の問題意識

ユーロの導入は、フリコ社のビジネスに影

響を与えると考えられる。しかし、それは脅

威という程ではなく、ビジネスの新たな機会

への挑戦と捉えられている。同社は、農家を

会員とする協同組合のかたちを取っており、

牛乳はほかの仕入先から入手できないため、

欧州の牛乳市場における価格の透明化は、同

社にとっては必ずしも有利なものではない。

同社はそのブランド政策により、過度な価格

競争を避けるよう務めている。同社のビジネ

スにとって重要な部分は、ユーロ圏外にある

ためユーロは基本的にはほかの通貨と同じで

あるという考え方を強めている。

（１）会社概要

バーツ社は、３１ヵ国を対象として切り花の

５．バーツ社（ＢａａｒｄｓｅＢ．Ｖ．）
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貿易を行う企業である。同社は米国のＵＳＡ

・フローラル社の国際部門であるフロリメッ

クス社（Ｆｌｏｒｉｍｅｘ）のオランダ支店である。

フロリメックス社と合併したあとも、マーケ

ティング上の理由で、バーツ・ブランドの名

前を使用している。バーツ社は、現在約４０人

の従業員を抱え、９４年の営業所得は５８０万ギ

ルダーとなった。９８年のＵＳＡ・フローラル

社の売り上げは、９億８，０００万ドルであり、

ユーロ圏内での売り上げは全体の約５０％を占

め、残りは北米（主に東部）、アジア（日本、

台湾、中国）向けとなっている。オランダの

切り花対日輸出におけるバーツ社の割合は３３

％である。なお、フロリメックス社は日本に

も支店がある。

（２）これまでの対応

同社は、２００１年１月からユーロによる会計

システムへ移行することにしている。２０００年

中にシーメンス社の広域統括型のコンピュー

タ・システムを導入し、ユーロに対応させる。

ほとんどの顧客からは要請はないが、ユーロ

による支払いも既に可能である。同社は、顧

客重視の姿勢を取っており、これまで全ての

顧客にレターを送り、ユーロに関する顧客の

意見や要望を聴取している。この結果、顧客

は二重価格表示による請求書の送付を望んで

いることが明らかとなり、同社はこれに対応

することにしている。現在、ユーロでの請求

書の送付を望むものはほとんどいない。何故

ならほとんどの小売業者は、２００２年にユーロ

が本格的に導入されるまで、ユーロによる管

理を行わないからである。

（３）ユーロ導入の利点と欠点

ユーロは、同社の顧客（買取り手）に少な

からず問題を投げかけている。顧客は切り花

の取り引きを依然としてギルダーでの感覚で

行っているからである。切り花のせり市場で

は、意思決定をすばやく行わなければならず、

それでも利益は小さい。例えば、もし花１本

を３０セントで購入した場合、直ちに、米国市

場ではＣＩＦ価格で３０米セントで販売するとい

うシナリオを思い浮かべるが、ユーロの場合、

この感覚が失われてしまう。同社では、顧客

に対しこれらに慣れてもらうためのトレーニ

ングを計画しているが、顧客としても１ユー

ロ＝２．２０３７１ギルダーという交換レートに違

和感を持ち続けており、彼らは、レートは

２．００と２．１０との間で決定されるべきだったと

考えている。

さらに、重要なポイントは、変動する交換

レートを活用することができなくなった点に

ある。これまでは、交換レートによる差益も

あり、これが総利益の３％にも達していた。

銀行との取り決めにより、銀行コストは全体

のコストに比べれば限定的であったし、これ

からは銀行コストが無くなるとは言え、そこ

からは何らの利益も期待できない。

モレーナー氏は、ユーロは長期的な視点か

らみればある程度の利点はあるとしながらも、

現時点ではユーロ導入が切り花ビジネスにど

のような影響を及ぼすかはっきりしていない

ことを指摘した。消費者が花束を買うときに

はほとんど合理的な選択をしておらず、従っ

て商売には価格の透明化はほとんど関係ない。

そのほか、営業活動にも変化は予想されてい

ない。同社は、運送業務を完全にアウトソー

シングしており、ユーロが導入されて、他国

の運送会社が出てきても、この関係は将来も

維持して行くことにしている。トラック会社

の運転手もバーツ社の一員として行動し、顧

客の倉庫からの搬入、搬出にあたっており、

この点はうまく機能していると考えている。

（４）ユーロ対応の問題意識

競争は、これまでも非常に激しく、主な競

争相手は、いまだにオランダ企業やケニア、

コロンビア、ジンバブエなどの第三国である

が、季節的な要因もあり、アフリカや中南米
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諸国からの切り花の供給は、補完的なもので

あり、真の脅威とはいえない。最近では、フ

ランス、イタリアとの競争が始まっている。

ユーロ導入後もこの状況は変わっていない。

同社は９９年にフロリメックス社により買収

されたばかりである。そのため、買収・合併

に関する将来的計画はないが、中国のような

エマージング・マーケットに投資を計画して

おり、事務所の設置を考えている。ユーロに

関する情報も、政府情報以外に必要はないが、

これまで提供された情報で十分であるかどう

かははっきりしない。これまでも複数通貨で

営業してきており問題はないが、一番の関心

事は、今後ユーロ導入がどのような影響をも

たらすかという点にある。

（１）会社概要

ロイヤル・ネドロイド社は、ロッテルダム

に本社を置く、国際的ロジスティクス・

サービス提供会社である。同社の中心的業務

は、Ｐ＆Ｏネドロイド社の世界的な海運ネッ

トワークを通じての、コンテナによるロジス

ティクスにある。Ｐ＆Ｏネドロイド社は、世

界の最大海運企業の一つであり、英国のフ

レート・フォワダーＰ＆Ｏとオランダのネド

ロイド・ラインの合弁により誕生し、９８年の

売り上げはおよそ４０億ドルとなり、ロイヤル

・ネドロイド社はその株の５０％を所有してい

る。ほかの業務は、その子会社であるマムッ

ト社（Ｍａｍｍｏｅｔ）（９８年の売り上げは約１

億６，０００万ユーロ）により世界的に行われて

いるプロジェクトごとの重量運送である。ロ

イヤル・ネドロイド社はまた、欧州内に地域

チャーター便を飛ばすマーティンエアー社

（Ｍａｒｔｉｎａｉｒ）の株の５０％を所有し、同社の

株式はアムステルダム、フランクフルトの証

券取引所に上場され、ロンドン市場でも取り

引きされている。

６．ロイヤル・ネドロイド社

（ＲｏｙａｌＮｅｄｌｌｏｙｄＮ．Ｖ．）

（２）これまでの対応

同社はユーロを９９年半ばから導入し、それ

以降、ユーロによる会計業務、請求業務など

が開始され、社内的な報告もユーロ建てでな

されるようになった。ユーロの導入は特に欧

州地区での事業に当てられた。もともとＰ＆

Ｏネドロイド社による海運業務は米ドル建て

となっており、ユーロが導入されてもこれに

変化は無く、ユーロはドル以外の通貨の１つ

とみなされている。

（３）ユーロ導入の利点および欠点

ネドロイド社では、ユーロを会計業務や銀

行取引におけるコスト削減の点から評価して

いる。例えば為替レートによるリスクを回避

できることは、非常に大きい。また、欧州に

おける競争相手との関係では、価格の統一も

しくは相手と比較して価格設定ができるよう

になることもメリットと考える。一方、欠点

としては、基本的に避けられない導入のため

の多額なコストがあげられる。さらに、価格

が透明となることによって、欧州市場での競

争が一層激化するのではないかと考えている。

（４）ユーロ対応への問題意識

ユーロ導入によっても、ネドロイド社の中

心業務の経営には何ら変化はなく、また、販

売、管理業務についても見直しは行われてい

ない。資金供給に関しても、銀行を通して複

数通貨で行われており、ユーロが導入されて

もこれに変更はない。ユーロ導入以前と比較

しても、為替レートによるリスクは多かれ少

なかれ同様に存在している。同社のようなロ

ジスティクス関係の業務を行う業界では、

「規模」が非常に重要になっている。欧州の

ロジスティクス業界やコンテナ輸送業界では、

現在買収および合併による統合の波が押し寄

せている。Ｐ＆Ｏネドロイド社も、自社単独

の成長ではなく、統合による成長を志向して

いる。
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労働力の移動については、長期的には増加

するものと判断しているが、現時点では大き

な問題とはなっていない。ネドロイド社のよ

うに国際的志向が強い企業では、労働力の調

達・確保に対する継続的な人事政策が確立し

ている。

同社では、ユーロ問題について、オランダ

政府、ＥＵからの援助は受けていないし、求

めてもいない。

（１）会社概要

キャノンの主力商品は、複写機、プリン

ター、カメラおよびその機材である。キャノ

ン・ヨーロッパにおける９９年の連結売り上げ

は、６５億ドルとなっており、製造、研究開発、

マーケティング、セールスおよびサービスの

分野で、合わせて１万２，０００人を超える従業

員を有している。アムステルダムを本拠地と

する同社は、欧州、アフリカ、中東のセール

スとマーケティングの統括機能を果たしてお

り、当該各国では、同社の代理店がキャノン

製品の供給とサービスを行っている。同社が

販売する商品の約３０％が欧州内で生産され、

残りは日本およびＡＳＥＡＮ諸国から輸入され

ている。オランダへ輸入される取扱商品のほ

とんどが、ほかのＥＵ諸国などへ再輸出され

る。

（２）これまでの対応

９８年の春、同社は、英国を除くグループ内

の取り引きをユーロ建てに切り替えるととも

に、ユーロ導入の準備を開始し、ユーロ・

チームを結成した。９９年１月１日から、同社

は日本本社への報告をユーロに切り替えた。

同じく、ユーロに参加したＥＵ諸国にある同

社の販売子会社は、オランダの統括本社へ

ユーロによる報告を行うこととなった。それ

ぞれの国については、それぞれがユーロ切り

替えに責任を持つこととしたが、ユーロの導

７．キャノン（ＣａｎｏｎＥｕｒｏｐａＮ．Ｖ．）

入の度合いについては国によって若干の相違

がみられた。例えば、オランダに比べ、ドイ

ツにおいてはユーロ導入の遅れがみられた。

このことはユーロによる請求書の発行に対す

る需要に大きな差を与えている。各国におけ

る実際の販売は、いまだそれぞれの通貨によ

り行われており、そのため、ユーロ導入によ

るインパクトは限定されている。同社の会計

部門では、これまで既に複数の通貨を取り

扱っており、ユーロ導入についてのシステム

対応は非常にスムーズであった。ユーロ導入

コストも限定的なものであり、本件に関して

は外部のコンサルタントやＩＴ専門家の助け

は全く得ていない。

（３）ユーロ導入の利点と欠点

ユーロ導入による利点としては、①同社は

全欧州の連結決算が非常に容易になったこと、

従って②ビジネス戦略をたてやすくなったこ

と、③資金調達が容易になったこととをあげ

ている。また、欠点としては、ユーロ導入後、

米ドル、ポンド、円に対するユーロの価値が

大きく落ち込んでいることをあげ、これが現

在同社の最も関心のあるところとしている。

何故なら、同社は英国にも製造拠点を持って

おり、その商品は英国から輸入されるため、

英国がユーロを導入してない現在、このポン

ド高により非常に大きな打撃を受けているか

らである。ユーロは紙面上の通貨であり、

２００２年にユーロが一般取引に導入されるまで、

大きな変化は起こり得ないとみられている。

また、ユーロに関連して、人事政策にも変

化はないとしており、現在の人手不足はユー

ロとは関係がなく、同社は人事を全欧州を対

象として考えており、必要であればどの国か

らでも調達できるとしている。さらに今後も

政府からの援助は必要なく、情報提供につい

ては、十分であるとしている。

（白松忠道）
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ユーロへの本格的対応は
これから（スペイン）

ユーロ導入は、欧州全体としては、域内為替リスクの解消、資金調達コストの軽減、市

場の拡大により企業間競争を誘発し、競争力を増強すべく国境を越えた提携、合併、買収

による企業の再編を増加させている。一方、ユーロ安による物価上昇や同域内の経済的信

頼性の低下などの懸念材料はあるものの、半面、域外輸出が堅調な拡大を続けており、そ

れに伴い内需も好転するなど、ユーロ圏経済はその活力を取り戻しつつある。中でもスペ

イン経済は際立った好調振りをみせている。

こうした状況を踏まえ、スペインの欧米外資系企業２１社が、ユーロ導入に対しどのよう

に対応したかについて、２０００年２月にアンケートおよびインタビューを中心に調査した。

全体としては、①ユーロ導入への対応は遅れがちであること、②ユーロ対応のための準備

期間がＹ２Ｋ問題への対応期間と重複し企業の負担が大きかったこと、③今後２００２年前後

にユーロ硬貨・紙幣導入に際して組織再編などの対応を考えている企業が多いこと、が明

らかになった。

調査対象とする企業の業種や取扱商品など

を考慮した結果、電子、電気、機械、通信、

運輸、石油化学、自動車、食品の８業種より、

合計２１社の在スペイン外資系企業を対象に

２０００年２月、調査を実施した。内訳は以下の

とおりである。

１．調査対象企業

マドリード・センター

企業規模 会社数
５０００名超 ２
３０００名超 ４
２０００名超 ５
１０００名超 ７
４００名超 ３
合 計 ２１

業 種 会社数

コンピュータ製造販売 ２

家電製品製造販売 ３

機械製造販売 ２

通信サービス ３

運輸サービス ２

石油化学 ２

自動車製造販売 ３

金融機関 ２

食品製造販売 ２

合 計 ２１

５
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（１）ユーロ導入１年後の評価と影響

市場の拡大などを評価

工業製品の場合、ビデオやコンピュータの

ＯＳソフトが良い例であるように、一旦規格

が統一されると市場が爆発的に拡大するとい

われる。通貨も「流通規格」の一つと考えれ

ば、これまで各国がそれぞれに用いていた

“規格”が統一化され、その市場が一挙に拡

大したとみている企業が多い。

調査対象企業は一様に、市場が広がったこ

と、ユーロ圏内の為替管理業務が減少し業務

が簡素化されたことなどのメリットをあげ、

加えてユーロ安を受けて輸出が好調と評価し

ている。組織管理面からは、ユーロが導入さ

れたことにより、財務・会計を中心に様々な

管理業務を欧州地域統括会社へ集約化したた

め、大幅にコストが軽減されたとする企業も

あった。

反対にデメリットとしては、ユーロ導入過

程での会計システムの変更など事務的コスト

の負担を一様に指摘しているほか、ユーロ安

に伴う原材料などの輸入価格の上昇を懸念し

ている。ただし、ユーロ安の問題については、

いずれの企業もユーロは基軸通貨の一つとし

て中長期的には強く安定的な地位を築くと予

想しており、それほど深刻には受けとめてい

ない。一方、輸出企業の場合には、現在の商

機（ユーロ安）を逃さぬよう果敢に販売拡大

を図っているのが目立つ。特に、家電や電子

通信分野については、中南米諸国への輸出が

活発化している。

また、域内為替リスクの消失によるメリッ

トは、域内企業のみならず域外企業にも、同

一為替レートでの取引市場拡大というユーロ

市場参入へのインセンティブを与えるもので

あり、域外企業の動向に神経を尖らせている

企業も少なくない。

米国の場合、欧州進出を支援する米国企業

２．調査結果
団体のオフィスもブリュッセルに設置される

などその対応の速さが注目される。米国企業

は、進出方法も直接投資からインターネット

を介したもの（バーチャル欧州現地法人、欧

州事務所など）まで形態も様々で、その先進

的な企業行動に注目するスペイン企業は多い。

一般にスペイン企業は、企業と商品の独自

性や特性を生かしながら販売価格の維持に重

点を置く経営方針であるのに対し、米国企業

は低価格による市場攻勢を即座に適用する経

営方針であるため、こうした米国企業の進出

により伝統的な商取引上の慣習を破壊される

のではないかと、懸念を示すスペイン企業も

あるようだ。

（２）ユーロ導入への対応

① 目立つ準備の遅れ

取扱商品が直接的な「通貨」である金融分

野の場合には、早くから対応を図ってきてい

るのに対し、そのほかの業界においては一部

を除き、経理、資材、労務などの内部管理シ

ステムに対する対応が遅れ気味であるようだ。

この状況は、米国系監査法人の欧州の企業全

体を対象にした調査でも裏付けられており、

同調査によれば従業員数５，０００人を超える欧

州企業のうち、財務会計システムを総合的に

ユーロに合わせて変更しているのは１５％にも

満たないうえ（スペイン企業の場合２～３％

以下）、ユーロ圏内での取り引きでユーロ決

済を採用しているのは全体の１０％以下（スペ

イン企業の場合７％以下）となっている。そ

の主たる理由としては以下のようなものがあ

げられる。

・ユーロ導入期間と重複したコンピュータ

２０００年問題（Ｙ２Ｋ）

・負担の大きい導入費用

９９年中は世界中でコンピュータ２０００年問題、

いわゆるＹ２Ｋが過剰なまでにクローズアッ

プされたが、スペインの場合ほとんどの企業

のエネルギーがこれに注がれたといっても過
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言ではない。その結果、ユーロ導入に着手す

る時間的な余裕があまり各社にはなかったと

いえる。

また、紙幣・硬貨の流通が開始（２００２年１

月１日）され、ペセタとの併用期間を経て実

際にユーロのみが流通するのは２００２年３月１

日以降であるが、それまでは商品価格表示を

はじめ伝票類、帳簿類などは業務上、二重管

理（ユーロおよびペセタ）を強いられる。こ

れが業務の煩雑化と管理費を押し上げ、結果

としては早期の導入を避ける傾向を後押しし

た。この背景には、欧州企業が、株主に主眼

をおいた短期利益主義の経営を採用したこと

により、嵩む膨大な費用を極力後回しにした、

という事情がある。

企業の対応が遅々として進まない理由は、

こうしたマイナス要因が直接的な原因となっ

ている。その意味では、域内の国境を越えた

取り引きが多く、ユーロ決済が多いために対

応を余儀なくさせられている大企業を除き、

中小各社の対応が遅れ気味になっているのは

必然ともいえる。

② 既存の組織を生かした再編を志向

一方、ユーロ時代に対応した内部統制や改

革、組織の再編について企業はどう考えてい

るか。

これまでＥＵ諸国内のグループの各現地法

人が個々に行なっていた財務会計、販売、製

造、在庫、購買、物流などの管理業務につい

て、集約と分散による組織の再構築と再編に

ついての予定や構想があると答えた企業が、

今回の調査では数多くみられた。ただし、い

ずれの企業においても、全く新しい組織を構

築するような膨大な費用を要する組織替えに

ついての構想はない。比較的費用を抑えられ

る方策として、既存の組織をそのまま生かし

てユーロ市場に合わせる再編を行おうとして

いる企業が殆どである。これはコストを意識

しており、株主の支持も得やすいからである

と思われる。

組織の再編を実施済みもしくは予定してい

る企業の場合、特に財務管理、資金と原材料

調達などの面で欧州地域統括会社（もしくは

欧州本部）に業務を集約させ、業務処理の効

率化と内部管理費用の大幅な圧縮を狙うケー

スが多い。また、製造や在庫の管理面でも統

括会社で総合的に管理し、量的メリットを生

かすことを意図している。

販売拠点については、戦略に応じて集約と

分散の双方を併用する場合が多い。マーケ

ティングや販売管理については統括本部へ集

約するが、域内各地の販売拠点網は、現地法

人、支店、駐在員事務所、代理店、販売店な

どのいずれかを、各市場の特性に合わせなが

ら設定している。各社の販売拠点の再構築に

ついては、同業種の同程度の規模の企業で

あってもその設定の仕方に大きな違いが生じ

ている。

組織再編に関して米国系の監査法人は、

「注意すべき点は、単一通貨による欧州市場

の統一化の意味は、流通規格である「通貨」

が統一されるだけにとどまるという点である。

ユーロ圏１１カ国にはそれぞれ独自の個別な歴

史、文化、風習、習慣、考え方などがあり、

単一通貨となった後にも、これら各国の国民

性と特性が失われるものでは決してない。

従って事業の集約、分散、再編などは、ユー

ロ圏各国の国民性や特性を十分に把握し考慮

した上で拠点化することが、企業戦略上重大

な要素であると思われる」と指摘している。

③ 企業提携は今後の重要課題

スペイン企業をはじめ欧州企業は、企業の

独自性、いわゆるカンパニー・アイデンティ

ティーもしくはプロダクツ・アイデンティ

ティーを大切にする慣習がある。新単一通貨

の流通を目前に、これらのアイデンティ

ティーを今まで以上に前面に押し出した広報

活動を行なっている企業が数多くあり、近い
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将来の競争激化に備えた対策と思われる。特

に消費財分野では、個々の商品の広告よりも

企業イメージ、企業アイデンティティーを強

調したものが目立っている。このような欧州

企業の戦略は単なる販売拡大を目指した広報

活動にはとどまらず、企業の「強いイメー

ジ」を広くアピールすることで間接的に株価

の上昇を誘っているとみられる。近い将来に

あり得るであろう提携、合併、買収などに備

え、自社が有利な立場で交渉できるようにす

るための、巧妙な戦略とみられる。

ゼロから新たに組織を構築するのは、大変

な費用と時間を要するために敬遠されている

が、その一方で提携、合併、買収などの動き

は活発化している。現在までのところ金融業

界、通信業界、コンピュータ業界でかなり顕

著な動きがみられ、そのほかの業界へも次第

に波及して行くものと思われる。

ただし、今回の調査では、実際に他企業と

提携、合併、買収を既に行っている企業は少

なかった。今後検討すると回答した企業は、

調査対象企業の約半数を占めたが、いずれの

企業も、企業同士の交渉の難しさを強調して

いる。一方、自社の独自性を生かしながら今

まで通り単独でユーロ市場に挑もうとする企

業も少なくない。

大型Ｍ＆Ａによる劇的な再編は、一企業に

とって一種の賭けである。これまでの例をみ

ると、スペイン企業の場合、買収決断もさり

ながら売却決断も素早く、収益性の悪い事業

部門を早く切り離すことでダメージが最小限

に抑えられるばかりか、むしろ株価を上昇さ

せるケースが多い。欧州市場への新たな進出、

もしくは既にある現地法人の業務拡大を狙う

日本の企業にとって、これから求められるの

は、この“経営判断の迅速さ”と言えるかも

しれない。

④ 価格は様子見

ユーロ導入後１年以上経ても、欧州域内市

場では際立った価格の収れんが依然として起

きていない。しかし、中長期的に価格差は、

ある程度の幅の中に収れんして行くであろう

と各企業関係者は予測している。同一国内に

あっても、地方により所得や物価の水準が多

少異なることからも、ある程度の価格差は理

解できよう。一般には、同一商品のユーロ圏

内での最終価格差は平均１５％前後になるので

はないかとみる向きが多い。

各企業は、域内自由市場における企業間競

争の激化に備えた価格戦略を強く意識しては

いるものの、他企業に先立って自ら低価格を

提示するような競争意識はなく、様子見の姿

勢をとるところが多い。業界や市場によって

も異なるが、欧州企業全体としては、一般に

低価格競争を強く敬遠する傾向にある。

あくまで自社のアイデンティティーとブラ

ンド・イメージを常に強調しながら、競合他

社の製品あるいはサービスとの差別化を図る

ことに最大の努力を払い、売価は変更せず付

加価値を追加するなどにより、他社の価格戦

略に対抗するコンセプトは、今後もあまり大

きく変更しないのではないかと思われる。

⑤ 原材料調達への影響は２００２年以降

調達方法や調達先の再検討については、全

般に大きな動きはみられない。２００２年以降に

動きが出てくるのではないかと思われる。

⑥ 容易化した資金調達

資金調達の方法についても大きな動きはみ

られない。ただし、前述のように金融や通信

などの分野などでは提携、合併、買収が活発

化している。それに伴う企業イメージの向上

は株価上昇を誘い、株式市場での資金調達を

容易にしているようだ。

そのほかの業種においてはあまり動きはな

いが、間接金融においても従来グループ内の

企業が個々に行なっていた金融機関との交渉

を、欧州地域統括会社が一括して交渉するこ
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とにより、従来に比べ有利な融資条件を引き

出すだけでなく、グループ内全体の管理費用

を圧縮することに成功している企業もある。

このような方法を採用する企業は徐々に増加

していくものと思われる。

ユーロ圏外との取り引きにおける為替リス

クについては、具体的な対応を実施している

企業はいまだ少ない。実際に対応を行なった

企業の場合、欧州地域統括会社へ為替業務を

集約化することにより、域内諸国の各現地法

人での業務を廃止している。その結果、グ

ループ企業内全体では同業務の管理費用が圧

縮されている。

⑦ 時間を要する人事政策の見直し

ユーロの導入により、今まで以上に欧州グ

ループ企業内の賃金格差が鮮明になること、

また、グループ企業内での従業員の行き来と

情報交換が今まで以上に頻繁になることなど

から、今後これまで同様に雇用条件の格差を

放置しておくことは難しいものと考えられる。

賃金の上昇は企業のコストを直接的に押し

上げることから、各社ともこれについてはか

なりの関心を示している。そしていずれの企

業も、域内における給与やそのほかの処遇に

ついて将来的に調整を要するであろうと予想

している。しかし、商品価格における格差の

縮小と同様、全くの同一水準となるとみてい

るところは少ない。

まだ少数ではあるが、このような状況を前

向きに受けとめ、広く欧州全体で国籍にこだ

わらない良質な労働力確保を目的に、既に人

事管理機能を欧州地域統括会社へ集約した企

業もある。しかし同時に、大半の企業がこの

ような方策の採用に慎重な姿勢を示している。

その理由は、スペイン人の場合、故郷への執

着心がかなり強くあり、自から他国へ移動し

定住するケースが少ないからと思われる。一

般の労働者の場合（経営に携わる者は除く）、

出生地または居住地がそのまま勤務地となる

ことが通常であり、スペイン人が母国語の通

用しない他国へ居住地を移すことが一般化す

るには、相当の時間を要することは間違いな

い。

なお、ユーロ圏内の賃金格差の縮小は、相

対的に低賃金のスペインにとっては賃金の上

昇を意味し、個人消費を喚起することになる。

しかし、最近のインフレ傾向をさらに加速す

ることになりかねない。賃金の上昇が単純に

国民経済の向上に貢献する、といった図式は

描けないと思われる。

本格始動はこれから

通貨という流通規格の統一による爆発的な

市場拡大の恩恵を直接的に受けられるのは、

現状ではやはり域内国間取引を行なっている

大企業のみである。中小企業や一般市民レベ

ルでは、「まだ我々でさえ考えたこともない

ユーロについて、遠い国の日本が、どうして

そんなに関心を持つのか」と問いかけてくる

ほど、その導入を冷ややかに見ているのが現

状である。そのような状況下、Ｙ２Ｋ問題、

導入に伴う事務的コストの増大などの様々な

理由から、ユーロに適合した企業の管理シス

テムを本格導入した企業は現時点では非常に

少ない。

反面、製造、販売、在庫、資金・原材料調

達、経営管理、人事など幅広い範囲で経営の

見直しを検討している企業が多く存在するこ

とも確かだ。ただし、その動きが本格的にみ

られるのは、２００２年を挟んだ今後２～３年先

になるとみられる。

３．今後の動き
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２０００年２月
インタビューおよびアンケート調査結果表

ユーロ導入後の在スペイン外資系企業（日系を除く）の対応

１．ユーロ導入後１年の総評（影響と評価） （複数回答可）

（１）全般的評価
〈メリット〉
・可能性に満ちた広大な市場の創造 ２１
・通貨統一による為替管理業務の削減と会社データ管理の簡素化 ９
・ユーロ安（短期的展望）を受け域外輸出が好調 １４
・域内グループ会社間および従業員間の結束とモラルの向上 １
・特になし １

〈デメリット〉
・導入過程での管理コスト（二重価格表示による内部コスト）の増大 ２１
・為替差益のメリットが減少 １
・ユーロ安（短期的）に伴う輸入コストの増大 １４
・特になし ２

（２）具体的影響と評価
・欧州地域統括会社での集中した財務、販売、製造、在庫などの管理が行なわれ、域内
諸国各現法の管理費用が軽減 ９

・域内為替リスクは消滅したが、域外取引では依然として為替リスクは問題。 ４
・従来に比べ安定的な通貨の誕生により、域外企業にとっても為替リスクが減少したた
め、ＥＵ市場への参加が容易となった。特に米国企業の市場参入が顕著となりつつある。 ８

・販売価格の収れんはいまだ表面化していないが、中長期的にはある程度の幅に収れん
するものと思われる。 １９

２．ユーロ導入による最近までの対応 （複数回答可）

（１）経営上の基本コンセプトの変化 （会社組織再編、競争激化への対応など）
・欧州地域統括会社による統合管理システム（財務会計、販売、在庫、製造、購買、物
流など）の導入。 １

・組織再編による欧州域内グループ会社全体の効率化。 １
・特にユーロ導入による変化はなく、常に競争力、効率化の向上を意識。 １７
・再編などを検討中。 １８
・特に変化なし ３

（２）生産・流通・販売拠点の見直し予定（集約、分散、再編など）
・財務会計と製造を集中化、流通在庫管理と販売は集中分散の両方。 ９
・販売拠点は、各市場に合わせ現地法人、支店、駐在事務所、代理店、販売店などを採用。 １５
・販売拠点を、北欧・中欧・南欧の３拠点に分割統合。 １
・今までどおり変更なし。 ３

（３）他企業との提携、Ｍ＆Ａによる事業の拡大・整理・集約化
・既に実施した。 ２
・予定があり現在検討中。 １４
・特に予定なし。 ３
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２．ユーロ導入による最近までの対応（続き） （複数回答可）

（４）価格政策・戦略の見直し
・販売価格は市場が決めるものであり、市場に応じて対応。 １３
・競合各社の価格設定に応じて見直し。 ２１
・ＥＵ諸国間での自社価格差の縮小を検討中。 ４
・今後も大幅な変更予定はない。 ２

（５）原材料・部品などの調達方法および調達先の変更状況
・欧州地域統括会社による集中購買を採用したため、各現地法人の仕入管理業務が消失。 １
・域内外を問わず、品質とコストを考慮しながら調達。 ２
・特殊性のある調達品の為、調達先とその方法の変更に慎重。 １
・今後も大幅な変更なし。 １

（６）資金調達方法の変更状況
・Ｍ＆Ａまたは提携のメリットを最大限に生かして株価上昇。 ２
・欧州市場におけるＩＲ（株主への広報）活動の強化と新株の発行。 ２
・金融機関からの調達コスト低減を目的に財務管理を欧州地域統括会社へ集中化。 ２
・自己資金運営が基本。 １
・今までと特に変化なし。 ３

（７）域外企業との取り引きにおける為替リスクの対応状況
・欧州地域統括会社での財務管理集中化で各現地法人のリスク回避とコスト低減。 ２
・個別対応であるため、依然リスクが存在。 ５

（８）人事政策への変化
・欧州地域統括会社での人事の集中管理化。 １
・ユーロ圏内における給与、その他処遇につき、将来的に調整を検討。 １７
・労働市場の状況に応じて対応。 １９
・今までと特に変化なし。 １

３．今後の具体的対応 （複数回答可）

（１）今後の対策予定および必要と思われる対応
・資金および資材の調達方法の統合による効率化。 １３
・欧州域内グループ企業の再編・集中・分散化。 ８
・ユーロ圏内格差を生かした価格戦略。 ４
・ユーロ圏内における市場の開拓と開発。 １１
・賃金水準の低い東欧を視野に入れた生産拠点の開発。 ７
・欧州域内を広く考慮した人材活用（適材適所） １
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国内企業のユーロ対応は道半ば
（オーストリア）

オーストリア経済は、過去１０年間に東欧諸国の体制転換と市場開放（８９年）、ＥＵ加盟

（９５年）と大きな変革を経験してきた。９９年のユーロ導入はこれにさらなるインパクトを

与えた。ただし、注意が必要なのは、①経済全体にユーロ導入が単独で影響を及ぼしてい

るわけではないこと、②ユーロ導入のインパクトは即効性ではないこと、である。ＥＵ加

盟は国内経済に競争激化、小売・銀行、保険業界などでの合併・買収の増加という影響を

与えたが、ユーロはＥＵ加盟以降生じているこのような流れをさらに加速させることにな

ろう。

（１）貿易・直接投資では顕在化しない

「ユーロ効果」

９９年の貿易、直接投資をみると、ユーロ圏

内との貿易、圏内への直接投資・圏内からの

直接投資は大幅に増えたとはいえない結果と

なっている。

９９年の貿易は、輸出が前年比５．８％増、輸

入が同５．５％増を記録したが、ユーロ圏向け

の輸出入はいずれも全体の伸びを下回った

（輸出５．３％、輸入３．９％）。対北米は輸出

１８．２％増、輸入１５．４％増、対アジアは輸出

２２．１％増、輸入１１．７％増となっており、９９年

単年では貿易面へのユーロ効果は、対ドル・

対円レートの下落による欧州域外との貿易の

拡大として顕在化している。

直接投資をみると、オーストリアの９９年対

１．ユーロが貿易・投資に与えた影響
外直接投資は過去最高となった９８年の水準に

近い投資額を記録している（９８年：２６億

５，２００万ユーロ→９９年：２５億３，４００万ユーロ）

が、そのうち４０％は中・東欧諸国向けとなっ

ている（９８年：１０億１，５００万ユーロ→９９年：

１０億１，４００万ユーロ）。ユーロ圏向けは主要投

資先のドイツ向けについて引き上げ額が投資

額を上回ったこともあり、９８年の水準から急

激に減少した（９８年：４億９，５００万ユーロ→

９９年：３，４００万ユーロ）。海外からのオースト

リア向け直接投資もテレコム・イタリアのテ

レコム・オーストリアへの投資という大型案

件があった９８年の水準（４４億１，１００万ユー

ロ）には及ばないものの、２７億６，７００万ユー

ロと９８年、９６年（３４億５００万ユーロ）に次ぐ

史上３番目の水準となっている。ただし、

ユーロ圏からの直接投資は過去３年間（９６～

９８年）の水準には達していない。

ウィーン・センター
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（２）証券投資は活発化

９９年の国内から外国への証券投資は前年の

約２．５倍に急増している（２５８億ユーロ）。

オーストリア国立銀行（中銀）によると、新

規海外投資額の約８０％はユーロ建ての債権が

投資先となっている。９９年の外国から国内へ

の証券投資も前年比５０％以上の増加を示して

おり（２４６億ユーロ）、国債が主たる投資先と

なっている。

ユーロ導入のインパクトは、貿易・直接投

資より先に、証券投資でまず顕在化している

といえよう。

（１）企業のユーロ移行は道半ば

国内企業のユーロへの移行は先行後発が混

在しており、全体としては道半ばの観がある。

連邦産業院が国内１，０００社の企業を対象に

行った調査によると、ユーロ移行を終えた企

業は全体の１５％、移行作業を大部分終えたと

ころは１５％、一部を終えたところが２０％、移

行作業に入ったばかりのところは１３％、まだ

移行作業を始めていないところは３６％ある。

全体の３分の１がユーロへ移行している（ま

たは移行した）一方で、全体の３分の１以上

がまだユーロへの移行に手をつけていないこ

とになる。中小企業ほど移行が遅れており、

従業員数１００名以上の企業では過半数が移行

作業を終えるか大部分終えているとする一方

で、従業員１０名以下の企業では３割以下で、

逆にまだ手をつけていないとするところが４

割近くに達している。

また、「企業会計のユーロ移行をいつにす

るか」という質問には、「２０００年末まで」と

する回答が１５％にとどまっているのに対し、

「２００２年から」という回答は３５％に達してい

る（ただし、２３％は明確な時期を回答してい

ない）。２００２年１月１日以降はユーロによる

企業会計が義務付けられているにもかかわら

ず、回答企業の７％は「２００２年２月以降」に

２．国内企業のユーロ対応状況

移行するとしており、連邦産業院では、企業

のユーロについての知識が十分でないため、

さらなるＰＲの必要がある、としている。

連邦産業院では、ユーロ導入前の９８年、

ユーロ関連の広報資料を乗せた「ユーロバ

ス」を国内津々浦々に走らせて、一般向けの

情報提供を行った。また９９年上半期には、ダ

ン・アンド・ブラッドストリート社との協力

により、「ユーロモービル」なるミニバスを

仕立てて、約５０社の企業を個別に訪問し、コ

ンサルティングを行った。「ユーロモービ

ル」による企業訪問・コンサルティングの

キャンペーンは２０００年も行われ、２０００年は価

格設定のコンサルティングに重点を置く予定

である。

一方、ユーロによる価格表示、ユーロでの

支払いは企業会計のユーロ移行よりは進んで

いる。国内企業の４２％は商品・サービスの価

格をユーロとオーストリア・シリング（以下、

ＡＳ）で二重表示にしている。請求書をユー

ロ表示している企業は全体の３０％で、国内企

業の２５％は国外向けの支払いの際、ユーロで

決済をしている。しかし、国内向けの支払い

では、ユーロで決済されているのは１．８％に

過ぎない。外国企業との取り引きの多寡も、

企業のユーロ移行のペースに影響を与えてい

る。

（２）いまだ見えないユーロでの価格設定

ユーロ対応を完了した企業は、会計システ

ムの簡素化など、管理系システムの合理化に

つなげているところが多い。しかしいまだ

ユーロによる価格設定を行う段階には至って

いない場合が多い。フルーツジュースメー

カーのパーゴ（Ｐａｇｏ）やオートバイメー

カーのＫＴＭはユーロのプライスリストを用

意しているが、価格を二重表示している企業

は、ＡＳ価格をユーロ換算して表示している

のがほとんどである。

高級装飾品メーカーのミヒャエラ・フライ
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は欧州１５ヵ所で店舗展開しており、ユーロ紙

幣・硬貨が流通する２００２年初頭には、ユーロ

による小売価格設定を行う予定である。同社

では、「ユーロによるプライシングでどうす

れば『お値打ち感』が出るかがまだ見えてこ

ない」としており、セント単位まで検討を重

ねている。

スポーツ用品量販店のエイブル（Ｅｙｂｌ）

は、各国の付加価値税の相違がユーロによる

価格設定の際に問題になる、としている。エ

コノミストも「工場出荷価格、卸売価格を

ユーロで統一するのはわかるが、ユーロ圏の

付加価値税の差（標準税率で１６％～２２％）が

そのまま残る中で小売価格を一本化するのは

逆におかしい」とする意見は少なくない。

オーストリア経済研究所（ＷＩＦＯ）は、「ベ

ルリンのような大都市では、市内ですら価格

格差がある」としてユーロ導入により、商品

の価格が完全に収れんすることには懐疑的な

見方を示している。

一方、１ユーロ＝１３．７６０３ＡＳという切れの

悪い固定レートは、特に小売業がユーロ建て

の価格設定を行う際の障害となっている。産

業経済研究所（ｉｗｉ）の調査によると、食料

品の価格設定で最も多い価格は９．９０ＡＳ、

７．９０ＡＳ、１９．９０ＡＳ、６．９０ＡＳ、１２．９０ＡＳとな

るが、これらをユーロ建てにすると０．７２ユー

ロ、０．５７ユーロ、１．４５ユーロ、０．５０ユーロ、

０．９４ユーロとなる。「小数点第２位を９」と

いう価格設定をするには３～４％程度の値下

げまたは値上げで調整せねばならない。この

ようなケースでの値上げを警戒してオースト

リアでは２００１年１０月以降、価格の二重表示を

することが法的に義務づけられている。企業

側も値下げの方向で価格設定をするのが主流

になっている。ｉｗｉの同じ調査では、ユーロ

建ての価格設定の際に値上げを考えていると

ころは１５％に止まっているのに対し、値下げ

を考えているところは４３％に上っている。こ

のため、ユーロ建ての価格設定で値下げする

か、企業はコスト削減に知恵を絞らねばなら

ない。

（３）銀行再編の進行に拍車か

銀行は、オーストリア産業の勝ち組・負け

組の中でも、負け組に数えられている。それ

は、為替手数料が廃止されるなどといった

ユーロ導入に伴う直接的要因だけによるもの

ではない。欧州中央銀行（ＥＣＢ）によると、

オーストリア国内の銀行数はドイツ、フラン

スに次いでＥＵ加盟１５ヵ国では３位、人口１０

万人当たりの支店数はスペイン、ルクセンブ

ルク、ベルギーに次いで４位、人口１０万人当

たりの銀行員数はルクセンブルクに次いで２

位となっており、オーストリアは国の規模の

割には銀行の数が多く、供給過剰気味となっ

ている。また銀行はあまり体力のない中小規

模のものが数多く集まっており、今後の競争

激化でかなりの数が淘汰されるのではないか

とみられている。９５年のＥＵ加盟後、オース

トリアの銀行が持つ中・東欧のネットワーク

やビジネスノウハウに目をつけた外資（主と

してドイツ）の進出が盛んであり、それに伴

い国内最大手のバンク・オーストリアと第２

位のクレディタンシュタルトが合併するなど、

銀行の再編が進行しているが、ユーロ導入は

この動きに拍車をかけることになろう。

国内企業も、ユーロ導入を機に銀行の選別、

あるいは外国銀行との取り引き拡大を検討し

ているところが多い。ｉｗｉが行ったアンケー

ト調査では、ユーロ導入が財務面でのメリッ

トになるとする企業は全体の３１％で、そのう

ち７９％が外国銀行との取り引きを拡大したい

としている。また、企業が資本調達を直接金

融に切り替えつつあることも銀行にとっては

マイナスに働くだろう。オーストリア国立銀

行によると、９９年末時点の銀行店舗数は９８年

末から２０店舗減少し９５１店舗となっている。

今後も統合・撤廃などで店舗数は減少すると

みられ、その動きが注目される。オーストリ
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ア国立銀行のリープシャー総裁も、「国内の

銀行はユーロ導入に伴い、変革の必要性にせ

まられている」と述べ、各銀行の対応を促し

ている。

ユーロ導入以降、ほとんどの大型小売店で

は値札にユーロ換算した価格を並記するよう

になった。また、公共料金の請求書（合計金

額）、銀行預金の残高もユーロで並記される

ようになった。が、価格設定はいずれもＡＳ

のままであり、ユーロ建て価格はそれを換算

しただけのものである。９９年前半は、航空会

社の割引運賃や、ホテルの割引料金がユーロ

建てで設定される例があったが、最近では影

を潜めている。

消費者の間では、２００２年まではユーロの紙

幣・硬貨が出回らないこともあり、ユーロに

対する期待も不安も議論されていない。連邦

労働院が消費者向けに作成したパンフレット

の中でも「ユーロが導入されても消費者に

とっては当面影響はない」と記してある。ま

た、銀行口座は一旦ＡＳ建てからユーロ建て

に切り替えたら元に戻せないため、個人口座

は、２００２年のユーロ現金導入まではＡＳ建て

３．消費者のユーロへの反応

のままにすることを勧める銀行が多い。国内

の個人名義の銀行口座で、ユーロ建てのもの

は全体の０．０７％、また、個人名義の銀行振込

のうちユーロ建ての割合は０．７８％に過ぎない。

９９年、オーストリアは、ユーロランド１１ヵ

国で唯一、価格二重表示を法制化した。これ

によって、２００１年１０月１日から２００２年に入り

ＡＳからユーロへの移行が完了するまでの間、

一部の小規模企業を除き、すべての企業が価

格をＡＳとユーロで二重表示する義務を負う

こととなった。この背景には、価格設定を

ＡＳ建てからユーロ建てに変更する際の便乗

値上げを警戒する消費者側の懸念があった。

価格二重表示の法制化の旗振り役となった連

邦労働院では、７１年に英国で通貨改革（ポン

ドの１２進法、２０進法を１０進法に切り替え）の

際に便乗値上げがみられたことから、ユーロ

移行の際の便乗値上げを防ぐ歯止めが必要と

考えたという。

一般消費者のレベルでユーロへの移行が現

実感を持って受け止められるのは、ユーロ紙

幣・硬貨の流通が始まってからになるとみら

れる。

（立川雅和）
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急速に進む金融業界再編
（スペイン）

９９年のユーロ導入を境に、スペイン産業界では再編が進んでいる。押し寄せる自由化の

流れに対抗するためだが、特に金融業界、中でも銀行業界の動きは激しい。従来スペイン

の銀行は相対的に高い金利と外資の数の少なさなどから、比較的恵まれた環境で有利な立

場で経営を維持してきた。しかしながら、欧州全体に押し寄せるメガ・コンペティション

の波に対しては、大手行でさえも危機感を抱いており、これが銀行同士の合併・統合など

を促進させている。

このような状況下、関係者へのインタビューを通した、スペインの銀行業界の現状、問

題点、今後の方向性などについて以下に報告する。

かつてスペインでは、ビルバオ銀行、ビス

カーヤ銀行、バネスト銀行、セントラル銀行、

イスパーノ銀行、サンタンデール銀行、アル

ヘンタリア銀行、ポプラール銀行の８行が大

手銀行として君臨していた。しかしこれらが、

９９年に相次いで合併、吸収を重ねたため同年

末には、大手行はわずかＢＳＣＨ銀行、ＢＢ‐

ＶＡ銀行、ポプラール銀行の３行に集約され

ている。

（注）ＢＳＣＨ銀行：サンタンデール銀行、バ

ネスト銀行、セントラル銀行、イス

パーノ銀行により結成

ＢＢＶＡ銀行：ビルバオ銀行、ビス

カーヤ銀行、アルヘンタリア銀行によ

り結成

１．大手行でも危機感
上記普通銀行上位３行の所有資産総額は約

８７兆ペセタで、スペイン全体の銀行資産の７

割を占める。また、この金額はスペインの名

目ＧＤＰ９０兆ペセタ（９９年）にも迫るほどで

ある。大手行といえども、いかにユーロ時代

への危機感をもって合併をすすめたか、その

規模をみてうかがい知ることができる。

外資系銀行の支店開設が認可され競争の波

に洗われ始めた８７年から、スペインの銀行業

界は、グループ間の業務提携、自己資本比率

の向上などを中心に合理化を進めてきた。ま

た同時に、金利や手数料の引き下げを前に業

務の多様化（保険、証券などへの参入）にも

取り組んできたが、ここにきてそれだけでは

不十分であり、規模の拡大による一層の合理

化を図らざるを得ないとの事情が大型合併に

結びついている。

マドリード・センター
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スペインには、貸し付け業務を行う金融機

関が約２５０社存在する。その大まかな内訳は

普通銀行１００社、貯蓄銀行５０社、外資系銀行

５０社、クレジット会社５０社となっているが、

店舗数は普通銀行大手３行合計だけでも

１５，０００店舗を超える。人口が約４，０００万人、

ＧＤＰ規模約５，９００億ドル（日本の約７分の

１）の国に対してこの数は、それだけで過当

競争の感が否めない。この辺も大型合併が推

進された背景となっている。

この点について日系銀行関係者は、「現在

はバブル景気のおかげで各銀行の収益は悪く

ない。しかし今後景気が一段落した時には、

淘汰される中小の銀行が出てくる」と今後の

見通しを述べている。

ただ、合併については、今後大きな動きは

ないとみる向きが多い。インドスエズ農業銀

行代表フアン・Ｊ・ガルニカ氏は、「今後は、

中小規模の地方銀行（サラゴサーノ銀行、ギ

プスコアーノ銀行、パストール銀行など）の

合併・統合が考えられるが、大型合併はもう

ありえない。可能性があるとしたら、普通銀

行と同程度の勢力をもつ貯蓄銀行同士の合併

か、外国銀行の支店網拡大を目的とした中堅

銀行の買収だろう」と語る。

ここで、貯蓄銀行の動きについて若干触れ

ておきたい。スペイン全土には５０の貯蓄銀行

があり、国内の貸し付け残高シェアでは、普

通銀行４５％に対し貯蓄銀行５０％と互角の勢力

を占めている。中でもラ・カイシャ（バルセ

ロナ）とカハ・デ・マドリード（マドリー

ド）の２行が傑出している。ただし、この２

行は例外に過ぎず、大部分の貯蓄銀行は資産

５，０００億ペセタにも満たない地方銀行である。

貯蓄銀行にとっても競争力強化のためには

合併が妥当な解決策といえるが、貯蓄銀行の

場合はその独自性、地域性を尊重するあまり、

現段階での合併は困難な状況にある。貯蓄銀

行の取締役会は、その性格上所在地の地方自

治体の管理下にあり、政治的判断が経営上の

判断に優先される。しかしながら、金融機関

同士の競争も激化していることから、遅かれ

早かれ再編は免れないとの見方が大半である。

金融機関関係者によると、貯蓄銀行間の合

併は、まず同一地方自治体内の貯蓄銀行の合

併があり、次にほかの地方自治体の貯蓄銀行

との合併となる。しかし、これらのステップ

の間には、第１段階でそれぞれの地域の権益

をめぐり激しい議論が行なわれ、第２段階で

地域間の様々な障壁の問題が持ち上がってく

る。これらの問題を解決するのは今しばらく

時間を要するものと思われる。

表１ スペインの主要銀行

銀 行 資産（億ペセタ） ９９年税引き後利益
（億ペセタ） 店舗数 社員数（人）

ＢＳＣＨ ４２６，７００ ２，９０４ ８，４７３（２，４６２） ９５，４４２（５０，２６７）

ＢＢＶＡ ３９６，３００ ２，６２０ ７，４９１（３，１５５） ８９，２３５（５１，６０２）

ラ・カイシャ
（ＬＡＣＡＩＸＡ）＊ １２３，５００ １，２０８ ４，３２９ ２０，４６５

カハ・デ・マドリード
（ＣＡＪＡＭＡＤＲＩＤ）＊ ８２，０００ ７２０ ２，００４ １１，５３９

ポプラール
（ＰＯＰＵＬＡＲ） ４３，８００ ６１０ １，５８５ １０，５２０

（注１）括弧内はスペイン国外
（注２）＊は貯蓄銀行
（注３）９９年末時点
［出所］主要日刊紙「ＡＢＣ紙」などより作成。以下同様。
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貯蓄銀行同士の合併による競争力強化の可

能性について、普通銀行最大手のＢＳＣＨ共同

社長エミリオ・イバーラ氏は、「金融業界全

体の取引額でみると、銀行と貯蓄銀行は各々

約５０％のシェアを占めることを見逃しがちで

ある。両業界は競い合っているのでありライ

バルである」と今後の貯蓄銀行の動きを牽制

する。一方、ラ・カイシャ専務理事イシドロ

・ファイネ氏は「社会にとって、従来の貯蓄

銀行がそうであった様に、地域にとって安定

した存在であり続けることが重要。合併によ

り、規模拡大によるコストの低下、サービス

の多様化、新たな顧客の開拓の可能性が生ま

れるが、成功するのは専門分野を生かせる金

融機関に限られる。絶対規模の問題ではな

い」と、大型合併には慎重な見方をしている。

ただし、今後の方向性としては、「貯蓄銀行

は９０年代初頭から近代化プラン、銀行業界と

の競争プランを実践している。現在、地方レ

ベルでの集約化が進んでおり、いずれその動

きが全国ベースに拡大していくことは間違い

ない」（インドスエズ農業銀行代表ガルニカ

氏）といったところが妥当な見方だろう。

大手行の合併は一定の合理化効果をもたら

すのだろうか。ある米国系の監査法人は、

「銀行の合併・吸収効果がでるまでは相当の

お金と時間がかかる。例えば、余剰人員の整

理。スペインの一時解雇金は法で定められて

おり、欧州一高額となっている。これらのコ

ストを吸収して、さらに業務を合理化するの

は至難の技」と、「合併・統合＝即競争力強

化」という図式には疑問を投げかける。これ

を裏付けるように、例えばＢＢＶＡは現在の

社員数約８９，０００人（全世界）を今後３年間で

５，０００人削減する予定としているが、その費

用として２，５６０億ペセタを見込んでいる。こ

の額は、９９年の税引き後利益に匹敵するほど

の費用である。またＢＳＣＨも今後２年間で

２．合理化だけではない合併の理由

９，０００人を解雇するとしているが台所事情は

同様である。いかに合理化への道が多難であ

るかを物語っていよう。

その一方で、「スペイン銀行業界は再編に

よって、極めて短期間に収益の向上および株

主への配当を増やすことが可能になる」（前

出インドスエズ農業銀行代表ガルニカ氏）と、

合併による合理化に即効性があるとする意見

もある。同氏の根拠には、ＢＳＣＨの９９年の税

引き後利益は２，９００億ペセタ、前年比２２．６％

増、また、ＢＢＶＡのそれは２，６２０億ペセタ、

同２６．０％増という、両行の好調な業績がある

が、両行の合併前の各構成行はもともと黒字

であるため、必ずしも合併効果によるものと

みる向きは少ない。

銀行の合併の意味は単に合理化だけではな

いとみる意見もある。スペイン銀行理事エ

ドゥワルド・ブエノ・カンポス氏は、「スペ

インの銀行は一般的に競争力のある金融機関

で構成されている」と前置きした後で、「金

融機関が直面する問題は、幅広い金融商品を

保有し、かつ様々な市場に手を広げることの

みならず、ユーロ時代に生き残るためにはテ

クノロジー関連投資に参画しなければならな

いことだ。これは銀行にとっては、瞬時に時

代遅れとなる技術への適当な投資規模を、常

に模索しなければならないことを意味する」

と指摘したうえで、金融機関の合併の意味に

ついては、「結局、将来の金融機関はテクノ

ロジー関連投資も含めてあらゆる投資ニーズ

に応えなければならない。金融機関合併の意

義は、この要求を満たすため、相互に補完で

きる専門分野を持つことにある」と、単なる

規模拡大による合理化のみに意味があるとす

る意見に異を唱える。

事実、大手２行ＢＳＣＨとＢＢＶＡは合併の

結果、各 １々５０社を超える国内主要企業を万

遍なく傘下に収めることとなったが、このこ

とは単に銀行の投資収益拡大に繋がるだけで

なく、従来各行がもっていた得意分野を共有
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することになったのは確かだ。

合併で規模の利益は得られたものの、業務

遂行上の課題は山積している。前出スペイン

銀行理事ブエノ氏は、「スペインにおける商

業銀行は自己資本比率も高く、貸借比率もバ

ランスがとれており、大変成熟している。唯

一の問題は再編コストがいまだ高いことであ

る」としながら、「収益向上のためには取引

額の拡大のみならず、金融商品の多様化が必

要である。同時に、手数料の引き下げなどの

合理化努力も手を抜けない」と、あらゆる努

３．競争力強化に向けて

力が必要と強調する。

スペインの銀行の各種手数料および仲介料

については従前から割高との意見が多い。企

業ベースのみならず個人ベースでも、口座開

設や融資契約などに付随してくる手数料や仲

介料の種類の多さと料率の高さには驚かされ

ることが多い。その分、この手数料、仲介料

は銀行の大きな収入源となっている。例えば、

ＢＢＶＡのケースでは、仲介料と手数料を合

わせると９９年収入全体の３５％以上にものぼっ

ている。もっとも、スペインの銀行の場合、

証券、債権、保険などあらゆる金融商品を販

売しているため、同収入が多くなる構造には

表２ 上位２行の主なグループ企業

ＢＳＣＨの主なグループ企業

産業分野 企 業 名 資本参加比率（％）

電気通信
エアテル（ＡＩＲＴＥＬ） ３０．５

カブレヨーロッパ（ＣＡＢＬＥＥＵＲＯＰＥ） ３２．４

エネルギー

セプサ（ＣＥＰＳＡ） １９．９

フェノサ（ＦＥＮＯＳＡ） １０．０

エンデサ（ＥＮＤＥＳＡ） ２．９

建設

ドラガドス（ＤＲＡＧＡＤＯＳ） ２０．２

バジェルモソ（ＶＡＬＬＥＨＥＲＭＯＳＯ） ２６．２

ウルビス（ＵＲＢＩＳ） ５５．９

その他 アンテナ３ＴＶ（ＡＮＴＥＮＡ３ＴＶ） １２．８

（注）９９年末時点

ＢＢＶＡの主なグループ企業

産業分野 企 業 名 資本参加比率（％）

電気通信

テレフォニカ（ＴＥＬＥＦＯＮＩＣＡ） ９．１７

ソヘカブレ（ＳＯＧＥＣＡＢＬＥ） １０．３９

テラ（ＴＥＲＲＡ） ３．００

エネルギー
レプソル（ＲＥＰＳＯＬ） ９．５４

イベルドローラ（ＩＢＥＲＤＯＬＡ） ９．０２

建設
メトロバセサ（ＭＥＴＲＯＶＡＣＥＳＡ） １７．３２

アセサ（ＡＣＥＳＡ） ５．３６

その他
イベリア（ＩＢＥＲＩＡ） ７．３０

アセリノクス（ＡＣＥＲＩＮＯＸ） １４．１８

（注）９９年末時点
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なっているが、それにしてもこのような手数

料商売はほかのＥＵ諸国にはみられない現象

である。

ちなみにスペインの銀行の個人向け宣伝の

中には、口座を開設すると抽選で自動車が当

たるなど派手なものが少なくないが、これも

手数料収入がいかに大きいかを物語っている。

しかし、今後の過当競争時代に打ち勝つため

には、手数料の引き下げが必須条件となって

こよう。この点について米国系監査法人は

「手数料や仲介料が高くても商売になるのは

それだけ余裕があるということである。外銀

が本格的に合理的な料金体系を導入した場合、

スペインの銀行は中小のみならず大手さえも

手数料商売を見直さざるを得ないはず」と語

る。また、日系銀行関係者は、手数料と利ざ

やの関係について、「従来スペインの銀行は、

利ざやで稼げるのは当たり前といった考え方

をとっていた。これはかつて貸付金利が預金

金利に比べかなり高めに設定され、銀行側に

余裕があったときのスペイン独自の事情で、

ユーロ時代に同じ考え方はできないと思う。

金利をめぐる競争が厳しくなり、かつ手数料

を低くせざるを得ない以上、今後は利ざやに

より敏感になるはず」、と銀行側の方針転換

を占う。

スペイン銀行総裁ルイス・アンヘル・ロホ

氏は、「銀行間での競争の中心となるのは、

各種手数料引き下げであろう。これは９０年代

前半からの傾向だが、近年競争はより激化し

つつある。銀行の手数料収入はここ１０年間で

下降傾向にあり、これからの銀行は手数料の

みをあてにすることはできない」といわゆる

手数料商売からの転換を促す。

一方、取引き形態の変化についても、アン

ヘル総裁は発想の転換を促す。「近年金融機

関の取引形態は大きく変わってきている。資

金の調達先は、預金から投資ファンド、年金

ファンドへと変りつつあり、かたや投資先は

国債から証券へと移行しつつある。そのため

証券市場が急激に拡大しつつある。次に、民

間企業が従来の銀行借入から、証券もしくは

債券発行へと資金調達方法を変えつつある。

またもうひとつの変化として、情報通信の技

術革新はインターネット・バンキングなどの

手段を通して、家計や中小企業が直接金融商

品にアクセスすることを可能にしている。こ

うした取り引き形態の変化を十分認識したう

えで、金融商品の開発に望むべきだ」と、意

識変革を呼びかけている。

さらに、事務の合理化については、「競争

の激化に対抗するために必要不可欠な対策の

ひとつは、オペレーションコストの削減であ

る。スペインの金融機関はここ２０年間コスト

削減のために多大な努力を傾注してきたにも

かかわらず、対総資産コストはＥＵ平均と比

べると２％程度高い。情報処理システムへの

莫大な投資のため、急激なコスト削減は期待

できないが、長期的には断固として進めて行

かなければならない」と指摘している。

ただ同総裁は「金融機関は、コスト削減に

よりリスク・コントロールまで犠牲にするこ

とがあってはならないことを常に念頭におい

ておく必要がある。そのうえで、金融商品の

多様化、海外営業活動の拡大、ポートフォリ

オ運営の多角化、クライアント発掘などに取

り組むべきだ」と安全性を犠牲にした合理化

のみに走らぬよう警鐘をならしている。

各種手数料の見直しと利ざやの重視、事務

コストの削減、情報技術（ＩＴ）の進展に対

応した取り引き形態および金融商品の多様化

などが、今後の競争力強化のポイントと言え

そうだ。

大型合併で国際競争への体制が整ったスペ

インの銀行が、新たなターゲットとする市場

としてはどこが考えられるのか。

この点について、スペイン銀行理事ブエノ

氏は、「欧州市場は成熟した市場で、ビジネ

４．中南米市場に集中投資
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スチャンスは限られており、かつ収益率も低

い」と前置きし、「スペインの銀行は、ほか

のＥＵ諸国の大銀行ほどの規模はないが、中

南米諸国での投資と営業活動に関しては、そ

の文化的および社会的背景から相対的に有利

な立場にある。中南米市場は少なくともここ

数年間は、スペイン本国より大きな収益率で

営業できるとみられる。唯一の問題はリスク

管理である。そのリスクの高さから格付け会

社はスペインの銀行に必ずしも高い評価を与

えてはいない。しかし、中南米市場は大きな

市場でかつ、スペインにとって他国の銀行の

市場参入を阻止することが可能な唯一の市場

だ」と中南米での優位性を強調する。

また、前出のインドスエズ農業銀行代表ガ

ルニカ氏も、「スペインの銀行に対する中期

的展望は、ラテンアメリカ諸国の成長に大き

くかかっている。なぜならば、それがスペイ

ンを支える２大銀行の収益を支えるからだ」

と、中南米市場の重要性を主張する。

確かに、近年のスペインから対中南米への

投資の伸びは大きい。９９年の確定統計は未発

表だが、中央銀行発表の国際収支統計による

同年のスペインの対外直接投資は５兆４，０００

億ペセタと前年比２倍の伸びを記録しており、

この伸びは投資全体の７割を占める対中南米

投資によってもたらされている。さらに中南

米向け投資の９割が金融部門で占められてお

り、スペインの銀行が同地域にいかに集中投

資を行ったかがわかる。特に、メキシコ、ア

ルゼンチン、チリなどでは、ここ数年スペイ

ンの銀行による現地トップ金融機関の買収が

続くなど、活発な動きが目立っている。この

結果、ＢＳＣＨとＢＢＶＡの２大銀行の中南米

地域における資産は、各 ８々５０億ドル、６８０億

ドル、と同地域の金融機関ランキングではそ

のほかの銀行を大きく引き離し１位と２位を

独占している（表３参照）。また、この金額

はＢＳＣＨおよびＢＢＶＡにとって、各々総資

産の３５％、２９％を占めており、この数値から

もいかに両行が中南米市場を重視しているか

がわかる。

さらにスペインの対中南米投資は、金融部

門以外にも通信（テレフォニカなど）、エネ

ルギー（レプソル、エンデサなど）、建設

（ドラガドスなど）の各分野に及んでいるが、

いずれの業種にしても背景には各社に資本参

加している２大銀行の支援が大きく影響して

いる。

現在のところ、２行とも中南米市場からは

投資に見合うだけの多大な利益をあげている。

例えば、ＢＢＶＡの９９年の税引き後利益２，６２０

億ペセタのうち、中南米子会社からの利益は

９００億ペセタと全体の３５％を占め、保有資産

の比率に応じた収益をあげているが、ＢＳＣＨ

も同様の状況にあるようだ。

表３ 中南米地域における主な銀行の位置づけ

順位 銀 行 資産（１０億ドル） 貸付残高によるシェア（％）

１ ＢＳＣＨ（スペイン） ８５．４ ９．４

２ ＢＢＶＡ（スペイン） ６８．１ ７．５

３ ＢＲＡＤＥＳＣＯ（ブラジル） ４４．６ ４．９

４ ＢＡＮＡＭＥＸ（メキシコ） ３０．６ ３．４

５ ボストン銀行（米国） ３０．０ ３．３

６ ＩＴＡＵ（ブラジル） ２８．２ ３．１

（注）９９年末時点
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スペインのマスコミは、現在の銀行を取り

巻く環境について、国内の好景気、ユーロ導

入による市場の拡大、合併による競争力の強

化、中南米投資による収益増大、と明るい面

だけを強調している。しかし、仔細にみてい

くと疑問点も少なくない。

第１に、合併による競争力強化といっても

あくまでも現在のところＢＳＣＨとＢＢＶＡ２

行だけに限られる点である。上位２行で、普

通銀行全体の資産の７割近く、利益の４分の

３を占めるということは、残り９０余りもある

中小の普通銀行の将来に不安が残る。

第２に、中南米市場での収益拡大といって

も、これも上位２行だけに限られる点である。

貯蓄銀行も含めてほかに中南米に直接投資を

行っている銀行はほとんどなく、ほかは国内

もしくはユーロ市場で勝負するほかないが、

国内では既にみたように過剰感があり、かと

５．将来的には解決すべき課題も
いってユーロ市場では規模からいっても中小

銀行が正面から勝負できないことは明白だ。

大手２行でさえも、資産規模では欧州の主要

銀行の中にあってはそれほど大きい部類に属

さない。例えば、スペインでトップのＢＳＣＨ

であっても欧州の上位１０行には入らない。大

手行はこうした状況を踏まえ、その点抜かり

なく欧州他行との資本提携などを行い将来に

備えているが、中小行の場合はそう簡単には

いかない。

第３に、国内産業（製造業およびサービ

ス）の競争力強化に先立って銀行のみが優位

に立っている感が強い点である。実際に銀行

の総資産額とＧＤＰ規模を比較しても銀行の

力が突出しているのがわかる（９９年：大手３

行の総資産８７兆ペセタ、名目ＧＤＰ９０兆ペセ

タ）。投資先である国内産業の振興なくして

銀行は成り立たない。対中南米直接投資の動

向にも銀行の突出が表れており、同地域への

投資は銀行もしくは電気通信やエネルギーな

表４ 中南米各国におけるスペイン２大行の位置付け

国 ＢＢＶＡ（貸付残高によるシェア、％） ＢＳＣＨ（同左）

メ キ シ コ ２６．５
１位（ＢＡＮＣＯＭＥＲ）

１１．５
２位（ＳＥＲＦＩＮ）

コロンビア ９．７
５位（ＧＡＮＡＤＥＲＯ）

５．７
６位（ＢＳＣＯＬＵＭＢＩＡ）

ペ ル ー １３．３
３位（ＣＯＮＴＩＮＥＮＮＴＡＬ）

９．８
６位（ＢＳＰＥＲＵ）

チ リ ５．３
７位（ＢＨＩＦ）

２８．４
１位（ＢＡＮＣＯＳＡＮＴＩＡＧＯ）、

２位（ＢＳＣＨＥＩＬＥ）

プエルトリコ ８．１
４位（ＢＢＶ）

１６．８
２位（ＢＳ）

ベネズエラ １５．０
１位（ＰＲＯＶＩＮＣＩＡＬ）

１０．５
３位（ＶＥＮＥＺＵＡＬＡ）

ブ ラ ジ ル ０．３
１３位（ＢＢＶ）

１．０
－（ＢＳ）

アルゼンチン ７．１
２位（ＦＲＡＮＣＥＳ）

６．８
１位（ＧＡＬＩＣＩＡ）、３位（ＰＬＡＴＡ）

１６位（ＴＲＯＮＱＵＩＳＴ）

（注１）貸付シェアは各行の投資先現地金融機関の各国内シェア
（注２）下段順位は現地での当該金融機関名および当該国での資産保有規模でみた順位
（注３）２０００年４月時点
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どの旧国営企業による相手国企業の買収が中

心で、製造業による技術移転型投資は見当た

らない。

第４に、外資系銀行のスペイン戦略が未だ

未知数である点である。現在スペインの外資

系銀行は数にして約５０、総資産約７兆ペセタ

と国内勢に比べればその規模は大きいもので

はないが、英、独、仏を中心とするＥＵ勢が

本格攻勢をかけてきた場合の対応はどうなる

のか。前述のように、国内独自の手数料制度

などに依存してきた点を考えると、中小を中

心とする国内銀行の先行きが懸念される。

第５に、インターネット・バンキングなど

電子商取引への対応の遅れである。現在、一

般向けインターネット・バンキングは、よう

やく２０００年に入り大手３行がプロジェクトを

立ち上げたばかりである。もっともスペイン

のインターネット普及率自体が人口比で約５

％と、フィンランド、ノルウェーなどの３０％

台はもちろんのこと、ＥＵ平均の９％台にも

遠く及ばないといったインフラ事情も背景に

はある。電子商取引も９９年には約８５億ペセタ

程度の実績しか上がっていない。一方で外資

系銀行は、９９年からスペインで既に本格導入

を開始しているなど、ＥＵ内の先行銀行との

格差が目立つ点も今後の課題だ。

現在スペインは好景気に沸いている。その

ため、銀行の貸し付け残高は平均で１０％近い

伸びをみせ、また、大手各行の税引き後利益

も２０％程度拡大するなど（ともに９９年）、す

べてが順調に推移しているかのようにみえる。

しかしながら、以上みてきたように、スペ

インの銀行の競争力は強化されたといっても、

実際にはＢＳＣＨとＢＢＶＡの２大銀行の体制

が整ったというだけで、全体としては先行き

不透明な点が少なくない。２大銀行のひとつ

ＢＢＶＡのペドロ・ルイス取締役は、９９年末

の合併による同行設立の際、「ＢＢＶＡは世界

で最も効率的で収益性の高い市中銀行になる

という目的をもって誕生した」と語っている

が、スペインの銀行業界全体がそこまでに至

る道はまだ遠いようだ。

（佐々木 光）

表５ 在欧州銀行の資産ランキング

順
位 銀 行 国 資産（百万

ユーロ）

１ ドイツ銀行 独 ７００，３０２

２ ＢＮＰパリバ 仏 ６５８，０７３

３ ＵＢＳ スイス ６５５，７０３

４ ヒッポフェラインス 独 ５１４，９２５

５ ＡＢＮアムロ 蘭 ４８１，９４０

６ ＨＳＢＣホールディング 英 ４６３，３３０

７ クレディ・スイス スイス ４５３，１２７

８ クレディ・アグリコル 仏 ４３９，３２８

９ ソシエテ・ジェネラル 仏 ４３１，７４１

１０ ドレスナー 独 ４１３，０８０

－ ＢＳＣＨ 西 ２５６，６７４

－ ＢＢＶＡ 西 ２２４，０９６

（注）９９年末時点

表６ 大手２行の欧州他行への資本参加状況

ＢＳＣＨによる欧州の銀行への資本参加

銀 行 資本参加比率（％）

ロイヤルバンク・オブ・スコットランド（英） ９．６５

ソシエテ・ジェネラル（仏） ５．０６

トッタ＆アコレス（葡） １００．０

クレディ・プレディアル・ポルトガル（葡） １００．０

コメルツ（独） ４．８

サンタンデール・ダイレクト（独） １００．０

サン・パオロＩＭＩ（伊） ６．９

フィンコンスモ（伊） ５０．０

（注）２０００年３月末時点

ＢＢＶＡによる欧州の銀行への資本参加

銀 行 資本参加比率（％）

ナショナル・デル・ラバーロ（伊） １０．００

クレディ・リヨネ（仏） ３．７５

（注）２０００年３月末時点
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充実した公的福祉制度
（フィンランド）

日本における北欧型福祉国家の一般的なイメージは、「福祉が進んでいる」、「老後の面

倒をみてくれる」、「税金が高い」などである。また７０年代から８０年代にかけて、北欧や英

国のように高福祉を実現すると国力が弱るといわれたことがある。しかし９０年代になって

高齢者介護が大きな社会問題となるにつれて、日本でも北欧型福祉が見直されるようにな

り、その制度についての関心が高まってくるようになった。北欧に学ぼうということで、

毎年、数多い福祉の視察団が日本から北欧の福祉を訪れている。高齢化のスピードが早い

という点で両国は共通点を持っており、フィンランドは北欧の中でも家族介護の割合と民

間の非営利団体（ＮＰＯ）が福祉を担っている割合が高い。これらの点から日本の福祉を

考える時に参考になるであろう。

以下にフィンランドの福祉事情について報告する。なお、ここで使用した資料と統計は、

主にフィンランド国立社会福祉保健研究開発センター（ＳＴＡＫＥＳ）と、フィンランド自治

体協会（ＳＵＯＭＥＮＫＵＮＴＡＬＩＩＴＴＯ）が発表しているものに基づいた。

今日、すべての先進国は福祉国家と言うこ

とができる。そして福祉国家とは、国民の福

祉に大きな責任をとる国を意味する。この場

合、国とは中央政府だけではなく、県、地方

自治体も含めた、行政全体を意味する。また

国民の福祉とは狭義の福祉だけではなく、保

健政策、所得保障、雇用政策、生活水準の維

持 な ど も 含 め た 「し あ わ せ （英 語 の

ＷＥＬＬ－ＢＥＩＮＧ）」を指す。

福祉国家は一般的にリベラル型、欧州大陸

型、北欧型の３つに分類される。

１．北欧型福祉国家
第１のタイプはリベラル型で、アングロア

メリカン型ともいわれる。このようなタイプ

の福祉国家は次の特徴を持つ。

・このタイプの国は米国、カナダ、オースト

ラリアで、サッチャー政権時代の英国もこ

のタイプであった。

・社会保障の主要な担い手は市場と民間保険

である。政府は間接的に民間保険会社を助

成し、市場を活性化する役割を果たす。

・家族も社会保障の重要な担い手である。

・国は貧困者のためだけに最低限度の給付を

行う。

第２のタイプは欧州大陸型である。

ヘルシンキ事務所
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・主な国はフランス、ドイツ、イタリア、

オーストリアなどの西欧諸国であり、日本

もこの中に入ると考えらる。

・社会保障は雇用と労働に基づく。社会給付

は職種、地位などによって異なる。

・家族が重要視され、福祉において大きな役

割を果たす。

・市民権に基づく普遍的な給付はあまりない。

最後は北欧型福祉国家である。

・北欧型福祉国家は、フィンランド、ス

ウェーデン、ノルウェー、デンマーク、ア

イスランドの北欧５ヵ国である。

・国が国民の福祉のために大きな責任を持ち、

その点が前２者と異なる。社会政策によっ

て人間の要求領域が満足している割合は、

他の民主主義国家より大きい。

・所得保障は、すべての市民に対する普遍的

かつ平等な給付と労働所得に基づく給付に

よって成り立っている。

・社会福祉と保健のサービスはほとんどすべ

てが公的に賄われ、公的に提供される。そ

のために公的セクターで働く労働者の割合

は他のどこの国よりも大きい。

・市民の平等が社会の重要な価値観である。

そしてそれがどの国よりも実現されている。

・家族ではなく、個人に対して社会給付と

サービスが供給される。市民であることが

社会保障を受ける権利となる。

・社会保障費のＧＤＰに占める割合はアイス

ランドを除き３０％程度と高い。これは社会

福祉や保健のサービスが主に公的に賄われ

ているためである。

・公的に賄われてている社会政策が大きいた

めに、社会保障費負担を含む租税のＧＤＰ

に占める割合も高くなる。

フィンランドには５つの県があるが、これ

らは国の出先機関で、知事は大統領が任命す

２．社会保障における国と自治体の

役割分担

る。県議会はない。この県の中に地方自治体

が位置し、現在４５２の自治体（市、町）があ

る。自治体の最高機関は４年毎に選挙がある

議会で、議会が任期を決めて任命する首長は、

いわばシティー・マネージャー的な役職であ

る。フィンランドでは９３年に財政的な分権が

行われ、地方自治が高度に発達している。

フィンランドの社会保障は①予防目的の社

会福祉保健政策、②社会福祉保健サービス、

③所得保障の３つの柱によって成り立ってい

る。社会保障の役割分担は明確で、所得保障

は国、サービスは自治体となっている。

国民年金などの所得保障は主に国の責任で、

社会保険院（ＫＥＬＡ）が取り扱う。社会保

険院が取り扱う給付や年金には、国民年金、

家族年金、労働能力喪失年金、疾病に関する

治療費、疾病手当、出産手当、児童看護手当、

障害給付、リハビリ補助、失業保険の日当基

礎分、児童給付、出産補助、住宅補助、年金

受給者介護補助、年金受給者住宅補助、学資

補助などがある。労働年金（厚生年金）は民

間の年金財団、自治体年金保険財団、国庫が

取り扱う。

一方、福祉や保健のサービスはすべて自治

体が供給している。それらのサービスは、住

民全体への基本サービスと、特別法に基づく

サービスの２つに分かれる。

基本サービスについては、自治体はその実

施方法と規模をそれぞれの自治体の財源に応

じて政治的に決定する。基本サービスには一

般の保健サービスと社会福祉サービスがある。

特別法に基づくサービスは自治体の義務とし

て定められており、自治体は財源にかかわら

ず実施しなければならない。このサービスに

は、全ての６歳以下の児童への保育、知的障

害者の教育、重度障害者への特別サービスな

どがある。自治体の住民であれば誰でもサー

ビスの受給資格があり、国籍は関係ない。

各自治体には社会福祉委員会と保健委員会

がありサービスを供給しているが、近年、こ

５９ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．８



の２つの委員会を基本保障委員会というかた

ちに統合する自治体が多くなっている。この

ように福祉と保健のサービスを統合して無駄

を省き、より効率的なサービスを行う努力が

各自治体で行われている。

自治体は福祉サービスの供給を単独で、ま

たは隣の自治体と協力して行っても良い。ま

たいくつかの自治体と自治体組合を結成して

も良く、民間のサービスを買っても良い。民

間のサービスを買うというのは、日本でいう

委託にあたり、自治体が民間の非営利団体

（ＮＰＯ）に措置費を支払い、サービスを委

託することである。その運営は自治体が監督

する。フィンランドでは、福祉における民間

のサービス供給団体が他の北欧諸国とくらべ

て発達している。しかしそれらは財団や当事

者協会などのＮＰＯで、営利目的の福祉サー

ビスは今のところ存在していない。

保健サービスについては、１次医療は保健

センターで行い、自治体は単独、または自治

体組合で保健センターを運営する。１次医療

の保健センターには外来診療と入院病棟があ

る。１次医療はこのほか民間のクリニックで

も行われている。現在のところ全国で２６５の

保健センターがあり、住民は普通、住居地に

基づいて所属する保険センターと主治医が決

められている。保健センターの場合は診療費

の自己負担額は少額だが、民間医療クリニッ

クを利用するとそれなりの診療費がかかる。

その一部は社会保険院から払い戻しを受ける

ことができる。フィンランドの医療の約８割

が公的に行われている。

医・薬は分離しており、医者は診断し処方

箋を書くのが役目で、患者はそれを持参して

薬局に行き、薬を自分で買う。医者が処方し

た薬代の一部も社会保険院が補償する。ヘル

シンキ市ではヘルシンキ大学薬局が２４時間営

業しているので、いつでも薬を買い求めるこ

とができる。ちなみにフィンランドに市民と

して住んでいるものは、社会保険院発行の社

会保険番号が付与されたカードを所有してい

るが、社会保険番号は保険センター、病院、

銀行、納税、警察関係のみならずそのほかの

身分証明として使用されている。

２次医療（専門医療）については、フィン

ランドは２０の専門医療地区に分かれており、

すべての自治体はそれに所属しなければなら

ない。２０の専門医療地区は大学病院と中央病

院を中心に病院のネットワークが体系づけら

れていて、自治体組合が運営している。それ

ぞれの自治体が自治体組合に負担分を支払う。

日本と違い、患者は救急の場合を除き病院に

直接行くことはできない。必ず保健センター

または民間のクリニックの診断を受け、医師

に専門的な治療が必要と認められると、保健

病院または専門病院に診断書が送られ、そこ

から呼び出しが来るというシステムである。

このように自治体が社会福祉と保健のサー

ビスを担っているので、当然、それらにかか

わる自治体職員の数が多くなる。９６年の自治

体の職員のうち保健サービス職員が２９．２％、

福祉サービス職員が２６．６％で、合計すると約

５６％に達する。土木関係職員は５．２％にすぎ

ない。福祉の職員の中で一番多いのが保育職

員で５２％、次いで高齢者の施設ケアの職員が

２０％、ホームヘルプ職員が１４％となっている。

自治体は財政４ヵ年計画をつくり、それを

ガイドラインとして毎年予算を作成する。

日本では２０００年４月から介護保険制度が発

足した。

前述のとおり、フィンランドの社会福祉や

保健のサービスについては、ほかの北欧諸国

と同様に、主に税金で公的に賄われている。

介護保険制度はなく、自己負担はあるが、必

要性に応じて誰でも社会福祉や保健の介護の

サービスを受けることができる。必要性を判

断するのは自治体の職員で、普通、医師、看

護婦、ホームヘルパー、ソーシャルワーカー

３．社会福祉保健サービスの財政
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など、その市民にかかわっている職員がチー

ムで決定する。もちろん本人や親族とも話し

合いをして決定し、強制するようなことは原

則としてない。

社会福祉と保健のサービス供給の責任は自

治体にある。そのために自治体の歳出のうち

社会福祉保健事業費が４２％（９６年）を占める。

次に大きいのが教育文化費の２３％で、公共投

資は７％である。

フィンランドの自治体は自由に地方所得税

を決めることができる。９８年の地方税は１５．０

～１９．７５％で、平均は１７．５４％であった。これ

らは自治体の歳入の約４０％に当たる。

このほか、自治体は国から補助金を受けて

いる。補助金は歳入の約２５％に当たる。国か

らの補助金は日本と異なり、使途限定の補助

金ではない。交付税のように住民１人当たり

の金額が計算されて、社会福祉保健の包括補

助金として交付される。自治体はその包括補

助金を自由に使うことができる。もちろん法

律の定める自治体サービスは行わなければな

らないが、社会福祉保健の包括補助金という

ことで全額を社会福祉と保健のサービスに使

わなければならないという規定はない。自治

体の議会で政治的に決定できる。

このほかに、自治体は国から社会福祉や保

健の建設・設備費用のための補助金を受け取

ることができる。大型の投資については国、

小型の投資については県が判断する。

９７年の社会保障費総額は１，８６９億マルカ

（１マルカ＝約１６円）で、一番ウェートの大

きいのが老齢年金で５４６億マルカ、次が保健

医療費で４０３億マルカであった。社会保障費

がＧＤＰに占める割合は９７年が３０％であった

（９６年：３２％、９５年：３３％）。９７年のほかの

西欧諸国の社会保障費がＧＤＰに占める割合

は、スウェーデン３６％、デンマーク３２％、ノ

ルウェー２７％、オランダ３２％、フランス３１％、

ドイツ２９％、英国２８％となっている。

９６年のフィンランドの保健医療費がＧＤＰ

に占める割合は７．８％で、日本とほぼ同じ、米

国は１３％を超えている。全保健医療費の約２０

％が自己負担で、公的な負担は約７５％である。

９６年の社会保障費の負担の割合は、国が

２８．４％、自治体が１６．１％、雇用者が３５．２％、

被保険者が１３％、その他７．２％となっている。

Ｋ氏は筋ジストロフィーの障害があり、呼

吸器を使っている。また日常生活は電動車椅

子を利用している。配偶者にも障害があるが、

２人とも第一線で働いている。Ｋ氏にはヘル

パーが２４時間ついている。１日３交代、８時

間ごとにヘルパーが入れ替わる。またＫ氏は

改造自動車を購入したが、自動車税の一部は

免除の特典を受けた。

Ｍ氏は大学生で、車椅子を使っている。ヘ

ルパーが１日８時間ついており、通学のため

には障害者専用タクシーを利用している。Ｍ

氏の車椅子などの日常生活に必要な福祉機器

は、自治体により支給されている。勉強のた

めに必要なコンピュータは社会保険院により

支給されている。大学にも障害のある学生た

ちのために専用のコンピュータが設置されて

いる。また障害アドバイザーと呼ばれる専任

の職員がおり、障害のある学生たちの相談に

応じたり、特別の配慮の手配をする。特別の配

慮とは、例えば試験の時などほかの学生は手

書きであるが、障害のある学生のために試験

場にコンピュータを配置することなどを指す。

Ｋ氏とＭ氏のヘルパーは彼等個人について

いる。個人につくということは、ヘルパーの

費用は自治体負担だが、雇用と解雇の責任は

障害者本人にあるということである。

Ｈ氏は中年の男性である。事故で脊椎を損

傷し、首から下が全く使えない。家族から離

れて自治体の運営する障害者・高齢者用の

サービス付き住宅の２ＤＫに入居した。広さ

４０㎡の部屋はバリアフリーに作られている。

ドアや窓の開閉、電話の応答、サービス付き

４．障害者福祉
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住宅の職員であるヘルパーへの連絡、照明や

テレビの開閉などを、口または手首を使って

コントロールすることのできる環境制御装置

が彼のベットと電動車椅子についている。こ

れは自治体から貸与されている。貸与といっ

ても必要な限り永久に個人的に利用できる。

Ｈ氏はこうしてヘルパーの助けを受けている

が、自立して暮らしている。Ｈ氏のリハビリ

は社会保険院が負担している。Ｈ氏は年金か

らサービス付きの住宅の家賃とヘルパーの

サービス料を支払う。食事も自分では作らな

くて良く、サービス付き住宅の中にあるサー

ビスセンターの食堂を利用する。もし彼の所

得でこれらの費用を賄えない場合は、自治体

が補助することになっている。

Ｒ氏は５２歳で知的障害がある。以前は母親

と暮らしていたが、母親も年をとったので、

民間の福祉団体のサービス付き住宅に移って

住んでいる。彼女の部屋は１ＤＫで約３０㎡あ

り、シャワー・トイレ、キッチンとバルコ

ニーがついている。そこには１０人の同じよう

な障害のある人たちが住んでおり、管理人と

保母夫妻も同じ建物に住んでいる。朝食は自

分で自宅で食べ、夕食は保母が作る。年金の

中から家賃とケア、食事代を支払う。手元に

は小遣い程度の金が残る。彼女はそこから同

じ福祉団体の運営するデイセンターに通い、

織物、絵画、コーラスの練習などをし、１日

をすごす。デイセンターでＲ氏が支払うのは

昼食代だけである。デイセンターは自治体の

措置費で賄われている。

このように障害のある人たちはフィンラン

ドでは特別法で守られている。彼らのケアは

自治体の責任である。自治体は重度障害のあ

る対象者達には、福祉機器の供給、サービス

付き住宅、移送サービス、通訳サービス（手

話）、自宅の住宅改造サービスを行うことが

義務付けられている。知的障害のある人達の

教育、デイアクティビィティー（日常の活動）、

授産活動なども自治体の責任である。ただし

重度障害者のリハビリと能力・就労開発に関

係するコンピュータのような機器の貸与は、

社会保険院（国）が行うことになっている。

保育も社会福祉の重要な部分である。保育

を含む家族政策には、フィンランドの福祉

サービスの中で、これまで国がもっとも力が

入れられてきた。

９６年に保育法の改正があり、すべての６歳

以下の児童は保育の権利を有することになっ

た。それまでは３歳以下の児童のみに権利が

あった。また２０００年からすべての６歳児には

義務教育準備のために就学前教育が行われる

ことになる。保育所に子供を託さず親が自分

で保育する場合は、家庭保育給付金が支給さ

れる。また公立の保育所ではなく民間の保育

所を利用する場合は、自治体から保育バウ

チャーが支給される。公立の保育には、保育

所のほかに家族保育がある。これは日本の

「保育ママ制度」に近く、保母は自分の子供

を含めて４人まで保育することができる。

保育費用の自己負担は、家族の収入と家族

構成によって、無料から最高１，１００マルカま

での間である。実際の保育費用はその約４倍

ぐらいかかり、その差額は自治体が負担する。

保育グループの規模は、日本で一般に行わ

れているような年齢別のグループ分けではな

く、０～３歳児まで、３～６歳児までと分か

れている。０～３歳児までが、保育児童１２人

に対して保育者３人（子供４人に大人１人の

割合）で、３～６歳児のグループは保育児童

２１人に対して保育者３人（子供７人に対して

大人１人の割合）である。保育者というのは

保育所教師、保母、助手または研修生を指す。

障害のある子供達と健常児の統合グループは、

一般に障害のある児童５人と健常児７人の１２

人で１グループとなり、特殊保育資格を所有

する教師を含む保育者４人、そのほかに言語

療法、理学療法などのセラピストがつく。

５．保育は未来への投資
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保育の時間は原則として最大１０時間である。

保育所は普通、家庭に近い場所が選ばれるが、

親は希望を出すことができる。不規則な勤務

時間の仕事をする親のためには２４時間保育や

夜間保育もある。

フィンランドの保育の長所は一つの保育グ

ループの子供数が少ないことである。グルー

プごとに保育が行われ、グループごとに保育

所の出入口が別になっているのが一般的であ

る。もう一つの長所は朝食を保育所で提供す

ることであろう。働く親にとっては、朝、子

供を起こして、服を着せて朝食を与えること

は大変である。フィンランドでは朝食、昼食、

おやつを保育所で取る。保育所は普通、午前

６時１５分～午後５時３０分まで開いている。

保育所や家庭保育のほかに補完的な保育の

制度として、プレーグラウンド制度がある。

これは自分で子育てをしている母親たちや、

家族保育をしている保母たちが、子供を連れ

て集まることができる場所である。専任の職

員がおり、諸々の相談にのる。ここは学童保

育の場所としても機能している。午後になる

と保母が近くの学校から低学年生を迎えに行

き、５時頃まで預かる。親はおやつ代だけを

支払う。プレーグラウンドは特に夏休みに人

気があり、子供は朝から夕方までそこで遊ん

でいる。ヘルシンキ市は夏の期間は無料で

スープなどの昼食を１６歳以下の子供達に配る

ので、親は安心して働ける。

ヘルシンキの保育を数字で例示すると、ヘ

ルシンキ市の人口は約５３万２，０００人、保育所

の数は９９年末で３４０ヵ所、プレイグラウンド

は６３ヵ所、保育児童は約２万５，０００人、家族

保育児童は２，５００人である。民間の保育所は

約５０ヵ所ある。

このようにフィンランドでは子育てを手厚

く支援している。出産育児休暇は約１１ヵ月で

所得保障がある。休暇後子供が３歳になるま

では無給だが、子育てのために休職すること

ができる。２０年程前から父親も子供が産まれ

た時に父親休暇を取れるようになった。今で

は６０％以上の父親がこの休暇制度を利用して

いるといわれる。フィンランドのリッポネン

現首相も２０００年にこの休暇を利用した。フィ

ンランドはプロテスタントのキリスト教の国

で、避妊、中絶は自由である。女性の約７０％

（９７年）が働いている。それでも出生率が

１．８２（９３年）と高率なのは、少子化対策、子

育て支援政策に力を入れ、それが実を結んで

いると考えることができるであろう。

高齢化と少子化は切り離して考えられない。

高齢化、少子化が進めば女性の労働市場進出

がより進むと考えらる。保育を充実させるこ

とによって働く女性を支援し、それが少子化

を防止することにもつながるとフィンランド

人は考えている。

フィンランドの高齢者人口は９８年に１４％、

２０００年に１５％、２０１０年には約２０％、２０３０年に

は約２５％になると予測されている。

フィンランドの高齢者政策は８２年の国連の

勧告に基づいている。この政策の目標は高齢

者の経済的自立、自己決定権、社会的な統合

と公平さにある。これらを達成するために、

年金政策、住宅政策、社会福祉、保健のサー

ビスが行われている。

年金については、基礎的な国民年金制度と

雇用による労働所得に基づく労働年金（厚生

年金）制度の２つがある。労働年金は一定の

受給資格を満たすと給与所得の６０～６６％を受

け取ることができる。一度も働いた経験が無

いものも国民年金を受け取る権利がある。高

齢者は国民年金を補うものとして住宅給付と

介護給付を受け取ることができる。そのほか

に健康保険制度があり、市民は誰でも病気や

障害、高齢になったときにケアを受けること

ができる。これらの社会保険は主に、税と社

会保険料で賄われている。社会保険料は主に

雇用者が支払うが、年々非雇用者の負担料も

６．高齢者ケア
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増加する傾向にある。

社会福祉と保健のサービスは、前述のとお

り、自治体によって行われ、市民であれば誰

でも受けることができる。その対象者の所得、

家族の有無は関係ない。障害者の場合などと

異なり、高齢者のためには特別の法律はない。

サービスは税で賄われ、利用者は料金を支払

う。料金も年々増加する傾向がある。

高齢者に対するケアは在宅ケアと施設ケア

に大別される。９７年には７５歳以上の７．１％が

老人ホームに入所していた。現在の高齢者政

策は、できるだけ在宅で暮らせるようにして、

老人ホームまたは保健病院などの施設入所を

遅らすようにする傾向がある。その理由とし

ては、住み慣れた地域で暮らすことが良いと

いうノーマライゼーションの考え方が一般化

したこと、高齢者もそれを望んでいること、

そして在宅ケアの方が施設ケアよりコストが

低いということがあげられる。

高齢者はホームヘルプサービス、配食、除

雪、掃除などの補助サービスを受けて自宅で

暮らすことができる。必要であれば住宅改造

の申請を自治体に行うことができる。もし自

宅で暮らすことが難しくなった場合は、サー

ビス付き住宅に移ることも可能である。サー

ビス付き住宅は高齢者向きに作られたバリア

フリーの住宅で、ホームヘルプのサービスを

必要に応じて契約する。多くの自治体がナイ

トパトロール、緊急ヘルプなどのサービスを

行っている。老人ホームなどの施設に移るの

は２４時間のケアが必要になった時で、本人の

申請に基づいて、ホームヘルプの責任者、保

健センターの医者、老人ホームの責任者、社

会福祉事務所の責任者などが本人と家族も含

めて協議して決める。痴呆症状のあるものに

はグループホーム的な住宅形式が一般に用い

られるようになっている。

サービス付き住宅に住む場合は、家賃と契

約したホームヘルプサービスの料金を支払う。

老人ホームに入所した場合は収入の８０％を自

治体に納める。この場合は、入所料、食費、

保健費、入れ歯から眼鏡などの費用すべてが

含まれる。所得があるなしにかかわらずサー

ビスを受けることができるため、不足分は自

治体が負担することになる。

高齢者を親族など（家族、親戚、友人な

ど）が介護する場合は、介護者が自治体と契

約を結び、親族介護給付を受けることができ

る。これは労働契約とはみなされないが、介

護者には休暇、社会保障が保障される。介護

者が親族介護給付を受けていても、高齢者は

ショートステイなどの社会福祉サービスを利

用することができる。

フィンランドでは、リハビリテーション

（以下リハビリ）は、保健行政、社会保険院、

教育行政、労働行政、社会福祉行政が行って

いる。９７年にリハビリに使われた総額は６３億

マルカであった。

医療リハビリは障害や疾病などがもたらす

身体的能力喪失に対して行われるリハビリで、

自治体の保健行政によって主に保健センター

または専門病院で行われる。重度の障害者の

リハビリと職業リハビリは社会保険院（国）

によって行われれる。社会福祉行政のリハビ

リは、当事者団体が所有し運営するリハビリ

センターで、障害や疾病とともに生きていく

社会的リハビリ、すなわち適応訓練を行う。

このほか戦傷者には国が手厚いリハビリを

行っている。

現在、政策的に国が非常に力を入れている

のが、職業機能が劣化した人たちのための職

業リハビリである。その理由は、年金生活開

始年齢が６５歳であるにもかかわらず、フィン

ランド人は平均約５８歳で早期退職して年金生

活を開始するという問題があるからである。

職業リハビリを充実することの目標は、職業

能力を高め、燃え尽き現象を防止し、年金財

政拡大を抑制することにある。

７．リハビリテーションと福祉用具
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フィンランドには民間の当事者団体などの

非営利団体（ＮＰＯ）によって運営されてい

るリハビリセンターが数多くあり、自治体や

社会保険院の委託でリハビリを行っている。

病院などでリハビリが成功しても、自宅の

環境が整っていなければその効果は現れない。

そのために自治体は住宅改造や福祉用具・機

器の支給を在宅サービスの一環として行って

いる。フィンランドでは保健行政支出の約６

分の１が福祉用具・機器に使われているとい

われている。

福祉用具・機器は主に自治体が支給するが、

そのコストにより３種類に分け、１次医療の

保健センターと保健病院の福祉用具センター、

２次医療の専門病院がそれぞれ支給する。た

とえば、高齢者や回復期にある病人のための

歩行器などの福祉用具は保健センターで、障

害者の手動車椅子は保健病院の福祉用具セン

ターで、電動車椅子や環境制御装置などは専

門病院でという分類になる。社会保険院もコ

ンピューターなどの教育、就労にかかわる福

祉機器を支給する。

そのほか自治体は、障害のある人たちや高

齢者が在宅で暮らしていけるようにと住宅改

造サービスも行っている。自宅にできるだけ

長く住むことがよいと考えられており、その

ようにして施設ケアに移る時期を先に延ばす

ことによって、ケアのコストを軽減すること

ができる。

これまでフィンランドの福祉が主に公的に

賄われていて、充実していることを述べた。

しかしこれだけの福祉を公的に行うというこ

とは、その負担である税率も高いということ

になる。フィンランド人はそのことをどのよ

うに考えているのか。

民主主義国家では、国民の意思に反して高

福祉・高負担を押しつけることは不可能であ

る。高福祉・高負担は政治的決定であり、現

８．国民の高福祉・高負担に対する考え

状は国民の大多数の意志の現れと考えられる。

これは社会保障の及ぼす範囲が広く、国民の

大多数が所得保障と社会福祉保健サービスを

受けているからである。つまり福祉政策は低

所得者などの一部の国民だけを対象としてい

るものではなく、全員を対象としている。

フィンランドの政治の重要な特徴の一つと

して、政党政治が常に連立内閣であったこと

があげられる。都市の労働者を代表する社会

民主党、地方や農民層を代表する中央党、都

市の企業家、経済界、保守系市民を代表する

国民連合党の３つの大型政党と、左派連合、

緑の党、スウェーデン党、キリスト教連盟な

どの中型、小型政党があり、それぞれの支持

基盤の国民の利益を代表している。政策は政

党間の交渉と妥協で決められる。

フィンランド国民の社会保障に対する考え

方も時代の変遷、経済状況によって変化して

いる。国立社会福祉保健研究開発センター

（ＳＴＡＫＥＳ）の調査報告によると、７０年代

の石油危機の頃は、国民は社会保障を改善す

る意欲を失い、８０年代の経済成長期には再び

社会保障の改善を望むようになった。９０年代

にバブルがはじけた後経済危機の折には再び

福祉の拡大に消極的な意見が多くなった。不

況の時期に国民はどのような節約をすべきと

考えたかという質問に対し、国民の５人のう

ち４人が、支出は抑制すべきと回答した。し

かしほとんどの回答者は基本的な福祉、すな

わち社会福祉保健サービス、所得移転、教育、

生活補助を削減してはならないという意見を

持っていた。国民が削減してもよいと考えた

のは、文化、レジャー、国防費、産業界への

補助、運輸費であった。

不況の時代にこのように社会保障に対する

強い支持があったので、再び成長期に入った

２０００年代に国民の意見が大きく変わるとは考

えられない。

現在の問題点としてはサービスの財源の捻

出、高齢者ケアの質の改善、社会で疎外され
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ている人たちのケア、中高年失業者の再就職、

持てる者と持たざる者の格差の拡大などがあ

げられている。

なお、北欧の高い税負担について考える時、

高福祉だけではなく教育費の問題を考える必

要がある。ほかの北欧諸国と同様に、フィン

ランドの税金は高いが、小学校から大学院ま

で教育費が無料であることや小学校から高校

まで給食も無料で支給されていることを見逃

してはならない。

６６ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．８
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ＩＴ産業と経済
（フィンランド）

フィンランドは９０年代初頭に深刻な経済不振に陥ったが、官民あげて産業構造の再構築

に着手した。その後インターネットブームに乗り情報技術（ＩＴ）産業が輸出を促進、こ

れを起爆剤に経済は成長軌道に戻ったといえる。このフィンランドの経験は、成熟化して

いる先進国経済が再度成長を遂げることができるモデルを示しているといえよう。以下、

フィンランドのＩＴ産業について報告する。

（１）フィンランドの産業、輸出構造の変

遷：紙・パルプからＩＴへの変貌 i

フィンランド経済は、唯一の資源といって

も過言ではない森林資源を利用した紙、パル

プ産業、および、それに付随する抄紙機生産

など機械工業も含めた林産関連産業に頼って

きたが、９０年代にＩＴ産業がぼっ興し、同国

の産業構造は急激に変化した。

工業生産高をみると９０年代初頭の不況期以

降、林産業は工業生産全体の伸びと同レベル

の成長を示す一方、金属工業が大きく伸びて

いる（図１）。また、金属工業の生産高の増

加は、エレクトロニクス産業の貢献に負うと

ころが大きいことがわかる（図２）。

輸出のシェア推移をみても８８年に、林産業

と金属工業の輸出全体に占める割合が逆転し、

それ以降その差がますます拡大している（図

３）。

１．フィンランドのＩＴ産業

ヘルシンキ事務所

図１ 工業生産高指数の変化（１９８５年＝１００）
出所：ＥＴＬＡ

図２ 金属業生産量の変化（前年同月比）
出所：ＥＴＬＡ
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今日、フィンランド最大の輸出産業である

エレクトロニクス・電子技術産業の輸出額は、

製品の輸出総額の３０％を占めるまで成長した

が、９０年代に３倍拡大している。紙・パルプ

の輸出は、９０年には輸出総額の約３０％を占め

たが、現在は２５％以下に低下している。この

ようにシェアだけでみると、一見、紙・パル

プにＩＴ産業が取って代わったようにみえる

が、ＩＴ産業が今までの製紙業にのみ頼って

いたフィンランド経済の裾野を広げたと言っ

た方が良いであろう。

フィンランドのハイテク製品輸出の輸出全

体に占める割合は約２０％で工業国のなかでも

高率を示している。またハイテク製品の輸出

と輸入の比率は１．４で、ＥＵ諸国のなかでも

最高である（図４）。９０～９７年の７年間にこ

の比率が大きく伸びたことが、フィンランド

がいかにハイテク製品輸入国からハイテク製

品輸出国に変貌したかを明瞭に物語っている。

また、フィンランドの研究開発費総額の

ＧＤＰに対する比率は３％でＯＥＣＤ諸国で第

２位となっている。

フィンランドのＩＴ産業の歴史は、１８８２年

にさかのぼる。米国で電話が発明された６年

後に早くもフィンランドで最初の電話会社が

設立され、１９２２年にヘルシンキに欧州諸国の

首都の中で初めて全自動電話交換局が開設さ

れた。この間に地方で民間の独立事業者が

次々と設立され、その数は１９３０年代には８００

社にも及んだ。ネットワークの国有化も発案

されたが、激しい反対にあい、結局、国会で

否決された。９０年代には事業者数が５０社程度

に減少したが、依然として事業者の分散構造

は存続している。膨大な数の地方の事業者が、

内外の機器メーカーをあらゆる意味で競合さ

せることになった。国内の機器メーカーは、

他国と異なり保護もなく、早くから国際的競

争でもまれた。つまり、フィンランドの通信

産業市場は早くから自由化されていたといえ

る。事業者間の本当の意味での競争は、８０年

代半ばに市外通話事業の自由化により始まり、

９４年までには市内外通話、国際通信のすべて

が、事実上、完全に自由化された。一方、携

帯電話サービスは７１年に始まり、８１年には完

全自動化ＮＭＴ（アナログ携帯）ネットワー

クが確立された。世界初のＧＳＭ（デジタル

携帯）ネットワークサービスが採用された９１

年には、携帯電話市場は既にかなり成熟して

いた。携帯電話普及の要因として、山のない

フィンランドの地勢や、人々が実際に携帯電

話を必要とする人口密度の低い生活環境など

があったことも見逃せない。

また、フィンランドは欧州最初の日本車の

輸入国、つまりテスト市場であったこと、生

活水準がほとんど変わらない隣国スウェーデ

ンに比べて、電子レンジの普及率が明らかに

高いこと、相当以前からパソコンの普及率が

図３ 産業別の輸出シェア
出所：ＥＴＬＡ

図４ ＥＵ諸国のハイテク製品の輸出／輸入比率
出所：ＥＴＬＡ・ＯＥＣＤ
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高かったことなどは、フィンランド人が新し

い技術を好む国民であることを物語っている。

世界経済が減速段階に入った９０年、フィン

ランドでもバブル経済がはじけた。それに加

え、旧ソ連の崩壊によりフィンランド・旧ソ

連間のクリアリング（精算）貿易が９１年に終

局を迎え、対ソ輸出は８０年代の５分の１に減

少、フィンランド経済に手痛い打撃を与えた。

失業率は２０％に及ぶほど上昇した。この時、

政府はあらゆる方策を講じて、この状況を乗

り切る努力をする必要に迫られた。そして、

経済政策の一つとして、ハイテク、特にＩＴ

産業の振興を図った。それは当然、１００年以

上のフィンランドの通信産業の歴史、世界の

動向、当時の状況分析などあらゆる要素を総

合的に判断した結果であった。また、森林資

源に依存するのみの産業構造から、低賃金の

開発途上国や旧ソ連諸国にはすぐ追いつくこ

とのできない知的資源に依存する産業発展を

目指す選択でもあった。今日のＩＴ産業の発

展は、政策だけの結果生まれたものではなく、

官民両サイドの正しい判断、対策、実行能力

が、前述の歴史、国民性、そして時流も含め

た総合的な条件とうまくかみ合い生まれたも

のといえよう。

（２）ノキア ii

① 事業分野

ノキアは、世界最大の携帯電話メーカーで

ある。またデータ、ビデオ、ボイスネット

ワーク、ブロードバンド、ＩＰネットワーク、

固定電話通信網、関連カスタマーサービス、

固定・無線データ通信、マルチメディア端末

など、広範な製品やサービスを提供している。

ノキアは、ノキア・ネットワーク社、ノキ

ア・モバイル・フォンズ社、ノキア・コミュ

ニケーションズ・プロダクツ社の３つの事業

グループで構成されている。このほかにノキ

ア・ベンチャーズ・オーガニゼーションおよび

ノキア・リサーチセンターが設置されている。

９９年のグループ全体の純売上高は１９７億

２，２００万ユーロを超え、前年比４８％の増加を

示した。現在、本部はフィンランドにあるが、

生産拠点は世界１０ヵ国に、研究開発部門は

１４ヵ国にある。販売網は世界中に張り巡らさ

れ、その製品は世界１３０ヵ国以上で販売され

ている。世界５０ヵ国で働く従業員数は５万

５，０００人を超え、そのうちの４２％（約２万

３，０００人）がフィンランド国内で雇用されて

いる。しかし、国内の売上高は全体の２．５％

に満たない。株式は、ヘルシンキ、ニュー

ヨーク、ストックホルム、ロンドン、フラン

クフルト、パリに上場されている。株価で評

価したノキアの規模は、２，０９３億ユーロを超

え（９９年末）、欧州最大、世界のトップ１０社

に入る企業である。世界のブランドの価値を

評価する米国のインターバンド・ランクによ

ると、ノキアはノン・アメリカン企業として

初めて１１位にランキングされた。ちなみに、

上位にはコカコーラ、マイクロソフト、

ＩＢＭなどの企業が名を連ねている。

② 沿 革

ノキアの歴史は、南西フィンランドに製紙

会社として創立された１８６５年にさかのぼる。

ノキアという社名は、ノキア川沿いにパルプ

用の砕木工場があったことから由来する。そ

の後、１８９８年にゴム加工会社、１９１２年には

ケーブルの生産会社を設立するなど、複合事

業の道を歩んできた。電気通信事業の土壌作

りは６０年代に始まり、７０年代後半に携帯電話

と通信インフラ用製品を開発した。

８０年代、ノキアは次々と、国内外のエレク

トロニクス企業を買収し国際化を目指した。

８４年、当時の社長カリ・カイラモ氏は、ハイ

テク企業への移行を目指すことを宣言してい

た。この一環として、一時は１１種もあった事

業部門の整理を開始した。

エレクトロニクス企業の買収などで大規模

投資をしてきたノキアは、９０年代初頭の同国
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経済不振で打撃を受け、危機に陥った。しか

し、９２年に最高経営責任者（ＣＥＯ）に就任

したヨルマ・オリラ氏のリーダーシップのも

とで、末端事業を次々に整理し、深刻な危機

を乗り越えた。こうして電気通信事業に焦点

をしぼり、９５～９６年には、最後まで残ってい

たケーブル工業部門とテレビ生産部門を売却

した（図５）。その後、９５～９９年までの５年

間、ノキアは毎年平均３０％の勢いで成長して

きた。

（３）フィンランド経済におけるＩＴ産業と

ノキア iii

「ＩＴ産業」とは多少包括分野が異なる

「ＩＴクラスター」という言葉がある。ＩＴ産

業のような知的資源ベースの産業では、企業

は他企業の知識源に頼らざるをえず、企業間

ネットワークでの知識や情報の交換、共有が

重要な意味を持っている。この一連のネット

ワークで結ばれたグループを「ＩＴクラス

ター」と呼び、ノキアは成長とともにその周

辺に大きなクラスターを形成してきた。フィ

ンランドの場合、クラスターの主幹産業はノ

キアに代表される情報通信機器産業と情報

ネットワークオペレーション産業（ソネラ社、

ＨＰＹ社〈現エリサ・コミュニケーション

社〉など）である。この周辺にある部品製造

業や下請け業者はもちろん、大学の研究所、

コンサルタント企業、メディア関連産業がク

ラスターを形成している。ノキアが直接に

パートナー関係を持つ第１段階の企業は約

３００社と推定されるが、クラスター全体には

３，０００社もの中小企業が存在する。

各国のある産業部門の実績を計る基準の一

つ に、 ＲＳＣＡ （Ｒｅｖｅａｌｅｄ Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ

ＣｏｍｐａｒａｔｉｖｅＡｄｖａｎｔａｇｅ）インデックスが

ある。図６は、各国の全輸出における情報通

信機器の輸出のシェアを、ＯＥＣＤ諸国の同

上のシェアの平均を０として、比較した

ＲＳＣＡインデックスで示したものである。

これにより、情報通信に専門化したクラス

ター全体の実績が国際比較で浮き彫りにされ

る。フィンランドの情報通信機器に専門化し

たＩＴクラスターは、国際的にみても評価さ

れることは明らかである。

フィンランドのＩＴクラスターは、実際、

国際的である。それは同国通信業界が初期の

段階から国際化されていたことと、クラス

ターの多くの中小企業がノキアを手本に国際

市場に投資してきたことに起因する。これは

大切な顧客であるノキアをフォローするとい

う意味だけではなく、専門化された間口の狭

い分野の企業にとって国際化が生き残りの手

段であることを十分意識してのことであると

いえる。

図５ ノキア・グループ部門別の売り上げシェア（％）
出所：ＥＴＬＡ

図６ 情報通信機器の輸出における専門化
出所ＥＴＬＡ・ＯＥＣＤ
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① 生産高、売上高 iv

９８年の工業総生産高における電気技術製品

のシェアは、第１位の１８．４％であった。エレ

クトロニクス、ＩＴ製品のシェアはデータが

ないが９７年に９．３％であったことから推測す

ると少なくとも１０％前後であったはずである。

なお、９８年の第２位は紙・パルプ１４．８％、第

３位は機械１０．５％であった。

売上高でみると、９７年のＩＴクラスターの

総売上高は約８００億フィンランド・マルカ

（１フィンランド・マルカ＝約１７円、以下

ＦＩＭ）で、ノキアのフィンランド国内の売

上高３５０億ＦＩＭはその４０％強を占める。しか

し、公の統計値とノキアの発表する数値の定

義に一貫性がなく、信頼できる比較は不可能

であるため、これはあくまで目安である。

② 輸 出

９８年のフィンランド輸出総額に占めるＩＴ

製品の割合は２０％、通信製品は１４％であった。

エレクトロニクスおよびＩＴ製品の輸出額は

９１～９８年の間に、１５倍に増えた。ノキアの

シェアは、フィンランドの輸出総額の約２０％

である（図７）。ＩＴ産業全体のシェアと同じ

割合であるのは、ノキアの輸出総額には製品

とサービスが含まれているためである。その

比率はおよそ３：１であるといわれる。

③ ＧＤＰ iv

９０年代後半フィンランド経済は急成長を示

した。ＩＴ産業が、９０年代初期の深刻な景気

後退からの回復の原動力となった。ＩＴクラ

スターの主幹企業としてノキアが景気回復に

多いに寄与したことは明らかである。ノキア

のＧＤＰに占める割合は、９９年では３％を超

えている（図７）。

９０年代後半、ノキアの生産高も輸出も毎年

平均３３％の成長を遂げてきた。これにより、

フィンランドのエレクトロニクス業界は年間

平均２７％の成長を保つことができたといえる。

また、９９年の約４％のＧＤＰ成長率のうち、

１％以上がノキアの伸びによるものである

（図８）。

④ 研究開発費

フィンランドの研究開発費の総額は、

ＯＥＣＤ諸国中、絶対額は小さいものの、

ＧＤＰ比は２．９％（９８年）で、日本、韓国、米

国と肩を並べ、高比率３．９％（９７年）を示す

スウェーデンに次ぎ第２位である。フィンラ

ンドの研究開発費総額のうち３分の２が企業

による研究開発で、そのうちの半分以上が電

気技術工業の分野となっている。つまり、

フィンランドの研究開発総額のうち、３分の

■ノキア／輸出（左軸）□ノキア／ＧＤＰ（右軸）
図７ ＧＤＰと輸出におけるノキアの割合

出所：ＥＴＬＡ

図８ ＧＤＰにおける寄与度
出所：ＥＴＬＡ
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１が電気技術工業分野の研究開発費である。

９８年の電気技術工業分野の研究開発費は前年

比２３％の伸びを示している。

ノキアはフィンランド国内での研究開発費

の額を発表していないが、従業員数などの

データに基づき計算すると、ノキアの研究開

発費総額１７億５，５００万ユーロ（９９年）のうち

６０％がフィンランド国内の研究開発費と推定

される。この額は、フィンランドの私企業の

投資している研究開発費総額の３分の１であ

り、公共研究開発費を含めた総額の２０％以上

を占める（図９）。ノキアの研究開発費は、

ノキアが直接投入した経費であり、ノキアの

ネットワーク企業が自社で研究開発費を投入

して開発した製品をノキアに販売した場合は

含まれていない。

⑤ 雇 用

ノキアのフィンランド国内の従業員数は９８

年で約２万１，０００人（９９年、２万３，５００人）で、

フィンランドの全雇用人口の１．１％、工業雇

用人口の５％にあたる。またエレクトロニク

ス業界の雇用人口は、全雇用人口の３％であ

るから、直接雇用におけるノキアの果たす役

割は小さい。

しかし、９７年には７万人を雇用していた

ＩＴクラスターの意味を考慮するとノキアの

間接的な貢献度は高い。ノキアに最も近い協

力企業の雇用者数だけで、約１万４，０００人で

ある。このほか、部品、サービスを提供する

下請け業者の雇用人口を含めると雇用におけ

る寄与度は顕著であるといえる。

⑥ 生産性

９０年代初頭の経済不振によりリストラを迫

られたフィンランド産業は、労働生産性を毎

年平均７％程度向上させてきた。この点にお

いても、ノキアと電気産業の役割は大きく、

電気通信機器の生産性は、数年連続で年平均

２５％、電気産業全体での生産性は年平均１５％

の伸びを示している。この数値は逆に、紙・パ

ルプ産業などほかの産業では生産性の伸びが

わずかであったことを意味しているといえる。

（４）一企業に依存するフィンランドのＩＴ

産業と経済

ノキアはフィンランドのＧＤＰの約４％、

輸出の２０％、企業研究開発費の３分の１の

シェアを占め、株式評価で欧州最大企業であ

る。同社がフィンランド経済の再構築に最も

貢献した企業であることと、同国ＩＴ産業が

ノキアに依存していることは明白である。一

企業に依存する経済のリスクについてのさま

ざまな論議もなされている。しかし、このノ

キアに牽引されるＩＴ部門ブームは、原材料

をベースとする産業の牽引による成長と単純

に比較できない。技術に基づく成長はより継

続的である。ＩＴ分野は、まさに応用分野を

開発することによって、より成長する産業で

ある。しかし、特定の分野に長期間集約する

ことが経済成長の可能性を弱化させることは、

経済史をみれば明らかである。現在、このよ

うな兆候はまだフィンランドでは察知できな

い。しかし、このようなリスクがあることは

十分承知しておくべきであろう。また当面の

問題は人材不足であり、この問題にどのよう

に対処するかが課題であろう。

図９ フィンランド企業の研究開発経費９０～９９年
出所：ＥＴＬＡ
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（１）情報化インフラ

① 携帯電話の普及率

フィンランドの携帯電話加入契約は、９９年

４月１日現在、人口１００人につき５９（２０００年

初頭で６５）で世界一の普及率である。加入数

の多いほか北欧諸国ではスウェーデン５４、ノ

ルウェー５２、そのほかの欧州諸国は４０以下で

ある。フィンランドの全世帯のうち、通常の

固定電話に加入している世帯は７９％、これに

対し携帯電話加入世帯が７６％と、普及率には

ほとんど差がなく、両方の加入契約をしてい

る世帯が５７％ある。

② パソコンの普及率

パソコンの普及率をみると、９９年３月現在、

フィンランド全世帯のうち４２％がパソコンを

所有している。また９７年の人口１００人に対す

るパソコン台数は３５台で世界で６番目に多い。

１５～７４歳のフィンランド人のうち、自宅、

職場、学校などでパソコンを利用できる可能

性のある人は、９８年９月現在で６３％いた。

③ インターネットの普及率

インターネット加入契約（ホスト）数は、

９９年１月現在、人口１，０００人につき１０７で世界

最高を示している。

自宅のパソコンがインターネットに接続さ

れている世帯は、９９年には全世帯の約２２％で

ある。日本の家庭におけるインターネットの

普及率は、９８年に７％〓であった。

９８年９月の調査で、自宅や職場あるいは図

書館、学校で、インターネットを利用できる

人たちが、１５～７４歳のフィンランド人のうち、

４２％いる。ただし、自宅、職場、学校などで

各種のインターネットサービス（ｅ－メール、

情報収集、バンキングサービス、商品取引な

ど）を実際に利用している人は３５％である。

バンキングサービスの利用者は約１２％である。

２．フィンランドの情報インフラ v

しかし、自宅のパソコンから各種のイン

ターネットサービスを利用している人は１３％

にすぎない。自宅で最も利用されているのは

バンキングサービスで８％が利用している。

電子商取引の利用者は、まだ少なく、２～３

％にすぎない。

インターネットが普及するにつれ、在宅勤

務をする人も増えてきている。雇用主と、パ

ソコンを使い仕事の一部を自宅で行う契約を

している被雇用者が、９７年の時点で９％ほど

いる。９０年にはまだ２％であった。

④ 情報通信料金

フィンランドの情報通信料金は、ＯＥＣＤ

諸国の平均と比較すると安価である。携帯電

話通話料金は、ＯＥＣＤ諸国の平均の８割以

図１０ インターネットホスト数／１０００人 ９９．１
（出所：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｔｉｅｋｅ．ｆｉ，ＮｅｔｗｏｒｋＷｉｚａｒｄｓ）

図１１ フィンランドの通信料金のＯＥＣＤ諸国平均との対比
９８年８月ＯＥＣＤ諸国平均＝１００、携帯電話料金はアナログネットワーク
出所：ＯＥＣＤ，ＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓＯｕｔｌｏｏｋ１９９９
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下、データ通信価格は４割、インターネット

の利用価格は３割となっている。家庭電話通

話料は、平均より若干低い程度であるが、市

内通話料はＥＵ諸国中では一番低い。

（２）ネットサービス vii

９０年代初頭の経済不振以降、金融機関の再

編成に伴い、大掛かりなリストラが行われた

ことが、フィンランドの銀行のＩＴ導入に拍

車をかけた。９７年のキャッシュカードなどに

よる現金以外の支払い回数は、国民１人当た

り１４９回、ＥＵ諸国の平均は１１７回であった。

また、９８年には銀行と利用客間の資金取引の

８２％が書類なしの端末、または自宅のパソコ

ン利用によるものであった。現在、自宅のパ

ソコンから直接、送金指示を出せる家庭端末

契約が急速に広がっている。フィンランドの

ネットサービスのうちで最も普及しているの

は、バンキングサービスであるが、そのほか

のインターネットで受けることができるサー

ビス、携帯電話を利用したサービスの例を次

に示す。

① ネットバンキングサービス viii

口座の残高などの確認、支払い、株式取引、

投資信託や債券の売り買い、ローンの計画や

見積もり依頼、電子商取引などがこのサービ

スを通して行うことができる。また、一部の

電力会社、電話局、携帯電話事業者は、請求

書をネットで送付するサービスも始めている。

ここではレオニア銀行の例を示す。

ネットバンキングサービスの使用料は原則

として、フィンランドの銀行が一般的に顧客

から徴収しているサービスパッケージ料金に

含まれている。サービスパッケージ料金は、

預金高に応じて月額５～４０ＦＩＭ程度と幅が

あるが、原則的にネットサービス利用にかか

わる別料金は不要である。

ネット株取引の場合、手数料は固定で、取

引金額によって２１．５ユーロ（約１３０ＦＩＭ）ま

たは３１．５ユーロ（約１９０ＦＩＭ）だが、従来の

取引方法だと取引額の１％、３３．５ユーロ以上

となっており、ネット株取引の方が安価であ

る。

ローンに関しては、現在のところ、ネット

上では計画、見積もり依頼などの文書のやり

取りをするだけにとどまり、電話サービス

（平日７：００～２１：００、土１０：００～１８：００）

で行員と相談し、最終的に銀行に出向かなけ

ればならないというサービスにとどまってい

る。奨学ローンは近い将来にインターネット

を介して申し込むことができるようになる予

定である。また、携帯電話にメッセージサー

ビスで口座の残高を知らせるサービスは、１

回２．５０ＦＩＭ（＋通話料）である。携帯電話

でもインターネットと同様のサービスを利用

できるＷＡＰ（ＷｉｒｅｌｅｓｓＡｐｐｌｉｃａｔｉｏｎＰｒｏ‐

ｔｏｃｏｌ）携帯電話のサービスも始まっている。

② 家庭母子健康管理センター

フィンランドでは、産前産後の母親と乳児

の検診・カウンセリングが完全に公共サービ

ス化されている。母親は、妊娠中、そして出

産後、乳児が１歳になるまで、月に平均１回

母子健康管理センターで検診・カウンセリン

グを受ける。まだ試験段階の「家庭母子健康

管理センター」と名付けられたシステムは、

インターネットを利用し、出産病院とセン

ター、保健婦と医者が情報交換をしながら、

産前産後の母親をより適切に、かつ精神的に

支えようとする従来のサービスに併存する公

共サービスである。まだ、試験段階であるが、

特に勤労妊婦にはインターネット・ガイダン

スは好評である。

③ 家庭義務教育

家庭義務教育は、教育省教育局の在外フィ

ンランド人子弟のための義務教育システムで

ある。従来は通常の教科書を使い、親の指導

で勉強したが、現在は中学の国語がインター
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ネットとｅメールを使って勉強できるように

整備されている。ネット学習の別料金は不要

である。なお隣国のスウェーデンでは、小中

学校すべての学科がインターネット学習用に

整備されているといわれる。

また、このほか、過疎地域の高校生のため

に自宅で学習ができるインターネットを利用

した遠隔学習システムも整備されている。

④ 電子商取引

ａ．旅行保険

保険会社数社が行っているインターネット

サービスで、通常、契約銀行のオンラインシス

テムで支払いする。支払い後、すぐ有効にな

る旅行保険もあり、１０～２０％のセルフサービ

ス割引をしているところが多い。取り扱い会

社は、サンポ（Ｓａｍｐｏ）、エウローッパライ

ネン（Ｅｕｒｏｏｐｐａｌａｉｎｅｎ）、タピオラ（Ｔａｐｉ‐

ｏｌａ）、フェンニア（Ｆｅｎｎｉａ）などである。

ｂ．航空券

他国の航空会社ではあるが、インターネッ

トでの航空券予約販売システムが始まってい

る。このシステムは、インターネットで予約

し、クレジットカードで支払いをする。航空

会社は支払いを確認すると、ｅメール、また

はファックス、郵送で予約確認書を送付する。

航空券は全く作成されず、搭乗手続きは確認

書の番号とパスポートのみで行うことができ

る。格安航空券も販売している。

フィンランド航空も遅れ馳せながら、試験

販売を開始しており、２０００年夏から本格的に

電子航空券の販売を実施する予定である。

ｃ．映画のチケット販売

ヘルシンキの映画館キノパレスでは、イン

ターネットでチケットの予約販売を行ってお

り、銀行のオンライン、クレジットカードで

支払うことがができる。チケット料金は窓口

と同額である。

ｄ．プレイガイド

コンサート、劇場、スポーツイベントなど

のチケット予約ができる。予約後、送料を含

む請求書が郵送され、支払いが確認された後

にチケットが郵送されてくるシステムである。

予約は１０日前までに行う必要がある。

ｅ．固定電話、携帯電話、その他付随サービ

ス

商品の取り引きの場合は、支払い方法は銀

行のオンラインサービス、クレジットカード、

代金引換渡しなどで可能である。サービスの

場合は、電話料金支払いに加算されるものも

ある。取り扱い会社は、エリサ・コミュニ

ケーション（ＥｌｉｓａＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ）、ソ

ネラ（Ｓｏｎｅｒａ）、マキトルッパ（Ｍａｋｉｔｏｒｐ‐

ｐａ）などである。

ｆ．本、雑誌、新聞など

フィンランドに全国チェーンを有するアカ

デミック書店のインターネットショップでは、

通常書籍とＣＤ書籍を２５万冊ほど取り扱って

いる。送料が加算された請求書が書籍と一緒

に届く。書店から持ち帰ることも可能である。

このほか、数社が外国書籍も含めた本、雑誌、

新聞などのインターネット販売を行っている。

ｇ．食料品

多くのスーパーマーケットでは登録した顧

客の注文を受け、自宅、または職場に配達し、

現金、キャッシュカード、クレジットカード

で支払うことができるサービスを行っている。

このほか、電気製品やＣＤの販売など様々

な商品が取り扱われている。

⑤ 携帯電話サービス ix

ソネラ（フィンランド最大の通信事業者）

の文字情報サービスは、請求電話料の問い合

わせ、ニュース、天気予報、花粉情報、株式

情報、スポーツニュース、星占い、ヘルシン

キ空港のフライト情報などを提供している。

また、チョコレートや絵葉書の郵送も携帯電

話からできる。

ヘルシンキでは、携帯電話で自動販売機か

らジュースを買うこともでき、小銭がない時
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には便利である。ジュースの代金は携帯電話

料金の請求書に加算される。また、お金の持

ち合わせがなくても携帯電話で支払い、コー

ヒーを飲むことができる喫茶店も登場した。

夏には駐車料金を携帯電話で支払うこともで

きるようになる。

⑥ 高齢者対象の体調測定警報装置

ＩＳＴ社が世界で初めて開発した健康状態を

継続的にフォローする腕時計式の「リスト・

ケア」は、独り暮らしの高齢者、障害者、発

作を起こす持病を持つ人のための警報装置で

ある。従来の緊急連絡用の腕時計式警報電話

との違いは、利用者が発作により意識不明に

なり自分でボタンを押すことができない状態

でも、自動的に警報を発信できる点にある。

腕時計式の装置には警報ボタン（利用者自

身も必要に応じて自分で押すことができる）、

体調測定のセンサー、マイクロプロセッサー

が装備されており、測定値と利用者の正常値

とを比較して分析を行い、異常が認められる

と自宅に取り付けられたサポートステーショ

ンに信号を発信する。サポートステーション

が、外部（各町村の健康管理センターなど）

に設置された警報受信装置に警報を送り、そ

こから事前に決めてある人、例えば家族、ま

たはヘルパーの携帯電話に文字情報、あるい

は音声で警報の種類、時間などを通報する。

このシステムは、２４時間体調モニター装置

に連動した転倒・異常発生警報のほかにも、

自動不在情報、徘徊監視などが可能である。

また、火災警報、不法侵入警報、自動照明点

滅などに活用範囲を広げることができる。

フィンランド全土で利用でき、装置の貸し出

し料金は現在、約２００ＦＩＭ／月、サービス利

用料金は、町により差があり約１００～２００

ＦＩＭ／月である。

このような装置は、高齢者の独り暮らしが

一般的なフィンランドにおいて、できるだけ

長く自宅で自立した生活を希望する高齢者本

人と高齢者福祉に責任のある自治体のニーズ

に合致した装置のひとつといえる。また高齢

者向けの携帯電話の開発も進められている。

今日のフィンランドのＩＴ産業の繁栄には、

政府の工業、技術、教育政策が重要な役割を

果たしている。特に９０年代初頭、工業政策は

明らかに変化した。市場のニーズに基づく技

術革新政策の重要度が意識され、乏しい研究

開発費の配分にもこのことが考慮された。

フィンランドの強みの一つであるとみなされ

たＩＴ部門にも比重が置かれた。具体的振興

策として、ＴＥＫＥＳとＳＩＴＲＡの産業助成と、

ＩＴ分野のより高度な教育整備が行われた。

（１）フィンランド技術開発センター

（ＴＥＫＥＳ：テケス）x

ＴＥＫＥＳはフィンランド商工省管轄の組織

で、技術開発により工業、サービス業の生産

力、競争力を推進させるために、企業や大学

の研究開発事業の資金援助と調整の援助を

行っている。職員数は２６５名である。

政府の科学技術審議会は、フィンランドの

研究開発費が２００４年までにＧＤＰの３．５％まで

伸びると予想し、そのうち公共資金が１％分

を受け持つという方針を提案している。この

ような状況下において、ＴＥＫＥＳは９９年の

フィンランドの総研究開発費２２３億ＦＩＭ（企

業１５５億ＦＩＭ、公共資金６８億ＦＩＭ）のうちの

１０％にあたる２３億ＦＩＭを配分した。その内

訳は、企業プロジェクト１，３７６件（総額１４億

６，８００万ＦＩＭ）と大学プロジェクト１，０２８件

（９億１，３００万ＦＩＭ）であった。

ＴＥＫＥＳの助成対象プロジェクトは、持続

的な競争力の向上、新産業の誕生、企業や研

究開発の国際化の観点を考慮し決定されるが、

具体的にはＴＥＫＥＳの専門家と企業などの緊

密な連携によって、その必要性が吟味される。

またＴＥＫＥＳは資金助成のみではなく、対象

３．政府のＩＴ振興策
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プロジェクトに学際的、業際的に内外の協力

者を発掘し、研究開発のための国際的なネッ

トワークを確立するためにも重要な役割を果

たしている。

① ＩＴ産業への助成

ＴＥＫＥＳの助成先のうち、ＩＴ産業の占める

割合は大きい。９９年のＴＥＫＥＳの助成総額２３

億ＦＩＭのうちＩＴ分野への助成が２６％、化学

技術１５％、建築、木製品技術１３％、バイオ技

術１１％、環境とエネルギー技術１０％であった

ことからも、政府がＩＴ産業の助成に力を入

れていることがわかる。

具体的なＴＥＫＥＳの助成対象の例をあげる。

９７年に始まり２０００年完了予定の「情報通信

で世界へ」というプログラムには、９７の企業

と２２の研究グループや団体が参加している。

このプログラムの目的は、フィンランドの

ＩＴ企業やこの分野の研究者たちが共同で、

戦略的に意味のある開発対象を見つけ具体化

し、将来のＩＴ市場へ向けて製品化すること

である。このプログラムの予算総額は７億

５０００万ＦＩＭで、ＴＥＫＥＳの９９年の助成額は１

億６００万ＦＩＭである。９９年にＩＴ分野では１２の

プログラムが遂行された。

現在、フィンランドでのＩＴ産業の活躍は

目覚ましいが、今後もより先進的に発展して

いくためには、基礎研究に力を入れていくこ

とが望まれる。この意味においても、大学の

研究施設も含めて助成するＴＥＫＥＳの役割は

重要であろう。

（２）ィンランド研究開発基金（ＳＩＴＲＡ：

シトラ）

フィンランド研究開発基金（ＳＩＴＲＡ）は、

国会が責任をもつ独立した公共基金である。

その活動は、基金運用と企業への投資の利益

によって運営されている。ＳＩＴＲＡの活動は、

技術系企業や基金へのベンチャーキャピタル

投資事業と、調査・研究、教育、新技術開発

の２つの柱に支えられており、産業としての

ＩＴと利用者サイドからみたＩＴへアプローチ

をし、その発展に一役かっている。

① ベンチャーキャピタル投資事業

ＳＩＴＲＡは、将来性のある新企業に株主と

して投資を行う。通常、ＳＩＴＲＡは企業の株

の１０～４０％を所有する少数株主である。典型

的な投資額は５０万～５００万ＦＩＭで、企業が発

展した数年後に経営者と事前に合意したかた

ちで、株を売り、事業から離脱するという方

法をとる。９８年、ＳＩＴＲＡが新規に投資した

企業は約４８社である。また、９８年末現在で

ＳＩＴＲＡは１０２社の株主で投資総額は３億

７，５００万ＦＩＭである。その１０２社を産業別に

みると、主なものは、エレクトロニクスを含

むＩＴ企業３１社、医療関係２２社、工業生産関

係１３社、バイオ技術関係１１社などである。携

帯電話で駐車料金を払うシステムを開発した

ペイウェイも、ＳＩＴＲＡが株主となっている

企業である。

ＳＩＴＲＡはまた、国際的なベンチャーキャ

ピタル基金に投資することにより、利益を得

ると同時にＳＩＴＲＡやフィンランド企業の協

力者を海外から発掘し、国際ネットワークを

強化している。

② 調査・研究、教育、新技術開発事業

調査・研究事業の目的は、フィンランド社

会がこれから直面するであろう変化を明示し、

国民の発展のための基礎情報と手本を示すこ

とである。この研究は学術研究とは重複せず、

調査・研究と、経済的、社会的な決定との橋

渡しまで含む総合的なプロジェクトである。

９８年には「フィンランドの情報社会ストラテ

ジーの修正」「教育における情報通信技術」

「グローバル化、社会福祉、雇用」「情報集

中企業ネットワーク」などの多くの研究プロ

ジェクトが完了した。これらの調査・研究は、

外部の専門家や研究団体へ外注され、
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ＳＩＴＲＡはこれらの調査研究を管理し、その

成果を社会の決定権を握る人たちなどに伝え

ることに主眼を置き活動をしている。

教育事業では、変化し続ける社会環境の中

で、政治家、官僚、役人に十分な判断の基礎

となる知識を与えるための教育をする。

新技術開発事業では、フィンランド社会と

経済活動のモデルを開発したり、新しいビジ

ネスを創造することが目的とされる。「北カ

レリア地方：情報通信技術により知的社会

へ」というプロジェクトは、過疎と高失業率

で苦しむ北カレリア地方を情報通信技術を利

用して、新しい方向に導こうという事業であ

る。

（３）教 育 xi

フィンランドは資源に恵まれない先進国と

して、昔から教育の重要さを強調し、職業教

育に力を入れてきた。人件費の高い先進国が

国際的な競争に生き残るために、教育レベル

の高い人材を育てハイテク分野での発展を目

指してきた。その結実の例が、今日のＩＴ産

業の躍進であろう。９６年にＩＴ関係の学校

（職業高校、専門学校、職業大学、大学な

ど）を卒業した人は約３，７００人であった。こ

の分野の卒業生数は２５年間で１０倍に増加した。

４．フィンランドＩＴ産業の今後

フィンランドのＩＴクラスターは、ノキア

を中心として知識の蓄積、企業間での知識の

共有や交換、そしてクラスター内の不足分野

を補強するために新参部門および企業が誕生

し、ダイナミックに知的資源を循環させ、よ

り大きな実績をあげるクラスターに成長して

きた。これは、特定分野の知識と人材資源が

いかに利益を生み、拡大させることができる

かということの良い実証例であろう。

現在、ノキアと直接協力関係にある企業は

約３００社であり、３０００社以上あるＩＴクラス

ターの１０％にしかすぎない。もともとその

ルーツがノキアに関連した基盤にある企業で

ありながら、現在はもうノキアに依存してい

ない企業も生まれている。ＩＴクラスターが

今後も発展を続けていくためには、中小企業

がいかにノキアだけに依存せずに、国際化を

果たしていくかにかかってくる。

しかし、専門化にも限りがある。最近の調

査によると、現在、フィンランドはＩＴ資源

を有効に利用し、その恩恵を得ている国の先

端に属している。しかし、今後のフィンラン

ド経済にとって、先進のＩＴをほかの産業、

金融保険業、機械、エンジニアリング、そし

て伝統的な林産工業などに、いかに広く活用

して生産性を上げていくかが重要になってい

くであろう。また、ＩＴを産業部門のみでな

く、直接、人々の生活の質向上に、つまりヘ

ルスケアや高齢者ケアのセクターに活用する

ために、橋渡しがどのように行われるかも重

要であろう。特にこの分野では、フィンラン

ドでも、対応する組織の職員の保守性や知識

不足がＩＴ技術の利用を遅らせてきた。ＩＴ利

用の装置が開発されても、それに対応する組

織の職員の姿勢や能力の改善、機能する組織

の確立が確保されないと実用化は進まない。

特に北欧諸国では、ヘルスケア、高齢者ケア

は公共サービスであるから、国や地方自治体

との相互理解や協力がどうしても必要である。

図１２ ＩＴ分野の学校卒業者数
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このように他部門、社会システム全体にかか

わりながらの開発が要求される。

また、今後のフィンランドの課題は、ＩＴ

クラスターの資源である人材不足を解消する

ために、いかに国が教育という面で援助して

いくことができるかである。また、専門化に

も限度があるということを踏まえて、そのほ

かの産業部門を支える人材の養成、長期的視

野に基づく研究部門の助成などが期待される。

i    資料：ＳＴＡＫＥＳ ”Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ －

ＣｒｅａｔｉｎｇＡＧｌｏｂａｌＶｉｌｌａｇｅ”、ＥＴＬＡ（フィ

ンランド経済研究所）”Ｎｏｋｉａ－ＡＢｉｇＣｏｍ‐

ｐａｎｙＩｎＡＳｍａｌｌＣｏｕｎｔｒｙ”、

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｅｔｌａ．ｆｉ、 フ ィ ン ラ ン ド 統 計

局”Ｔｉｅｄｏｌｌａｔｉｅｔｏｙｈｔｅｉｓｋｕｎｔａａｎ”

ii    資料：Ｎｏｋｉａ’ｓＢｕｓｉｎｅｓｓＲｅｖｉｅｗ１９９９、ＥＴ‐

ＬＡ ”Ｎｏｋｉａ－ＡＢｉｇＣｏｍｐａｎｙＩｎＡＳｍａｌｌ

Ｃｏｕｎｔｒｙ”

iii   資料：ＥＴＬＡ ”Ｎｏｋｉａ－ＡＢｉｇＣｏｍｐａｎｙＩｎ

ＡＳｍａｌｌＣｏｕｎｔｒｙ”

iv   資料：フィンランド統計局

ｈｔｔｐ：／／    ｗｗｗ．ｔｉｌａｓｔｏｋｅｓｋｕｓ．ｆｉ，

ＥＴＬＡ”Ｎｏｋｉａ － Ａ Ｂｉｇ ＣｏｍｐａｎｙＩｎ Ａ

ＳｍａｌｌＣｏｕｎｔｒｙ”，ＴＥＫＥＳ”Ａｎｎｕａｌｒｅｐｏｒｔ

１９９９”

 v   資料：フィンランド統計局 ”Ｔｉｅｄｏｌｌａｔｉｅｔｏｙ‐

ｈｔｅｉｓｋｕｎｔａａｎ”

vi     現代用語の基礎知識２０００

vii   資料：フィンランド統計局 ”Ｔｉｅｄｏｌｌａｔｉｅｔｏｙ‐

ｈｔｅｉｓｋｕｎｔａａｎ”

viii    資料：ｈｔｔｐ：／／ ｗｗｗ．ｌｅｏｎｉａ．ｆｉ

 ix    資料：ｈｔｔｐ：／／ ｗｗｗ．ｓｏｎｅｒａ．ｆｉ

 x    資料：ＴＥＫＥＳ”Ａｎｎｕａｌｒｅｐｏｒｔ１９９９”

 xi    資料：フィンランド統計局ＫｏｕｌｕｔｕｓＳｕｏｍｅｓ‐

ｓａ” １ユーロ＝５．９４５７３ＦＩＭ
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欧州産業・企業クロノロジー
（２０００年１～６月）

９９年１月のユーロ導入により市場統合、競争激化に拍車がかかっている欧州では、Ｍ＆

Ａ（企業の合併・買収）による事業の再編および国際的な業務提携が盛んに繰り広げられ

ている。２０００年上半期も通信・メディアおよび金融などの事業分野を中心に大型合併・業

務提携が多数発表された。

通信分野における英ボーダフォン・エアタッチによる独マンネスマンの買収は、史上最

大のＭ＆Ａとなった。また、金融分野でのロイヤル・バンク・オブ・スコットランドによ

るナットウェスト買収は、規模の小さいものが大きいものを買収する例となり、新しいＭ

＆Ａの形態として注目を集めた。

このように大規模化および多様化するＭ＆Ａの流れの中で、情報技術（ＩＴ）革命の急速な

進展という要素が新たに加わり、欧州産業・企業の再編はさらに加速するものとみられる。

以下、２０００年１～６月の主要な産業・企業の具体的な動きを、分野別・月別に掲載する。

（９９年１～６月の動きについては本誌９９年９月号、同年７～１２月の動きについては、本誌

２０００年３月号にそれぞれ掲載。）

（注１）各企業の国名は初出のみ記載し（一部日本企業を除く）、以降は省略。ただし企業名に
国名ないしそれに準ずる名称が入っているもの（例：ブリティッシュ・テレコム）は、
国名を初出から省略。

（注２）企業名に（ ）で略称を表記しているもの（例：フォルクスワーゲン（ＶＷ））に
ついては、以降は原則として略称のみで記載。

（注３）投資額・買収額などは基本的に推定概数額であるが、記載は原則として“約”を省略。
（注４）原則として現地報道内容などによる。

資 料

〈１月〉

◇米グッドイヤーと住友ゴム工業合弁による

ダンロップ・タイヤＵＫ、バーミンガム工

場でのトラック用タイヤ生産を中止、従業

員６５０人の削減を発表。

◇欧州消費者連合、欧州委に対し、自動車

メーカーによる代理店販売方式が自動車価

格の高どまりを招いているとし、同方式の

〔自動車関連〕
廃止を要求。

◇米フォード、ウィーンに中東欧本社を設立。

〈２月〉

◇独フォルクスワーゲン（ＶＷ）、南アフリ

カの生産工場で不法ストに参加した従業員

１，３００人を解雇したと発表。解雇者は同工

場の約３分の１にあたり、生産体制にも影

響。

◇欧州議会、自動車メーカーに対しＥＵ域内
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で販売した車を使用後に無料で回収するこ

とを義務付けるリサイクル法案を賛成多数

で可決。

◇欧州委、伊フィアットのリバルタ工場の

オートメーション化を目的とした、伊政府

による２，４００万ユーロの資金援助を不当と

して承認を拒否。

◇フォード欧州子会社のシール社長、英ダゲ

ンハム工場で全従業員の約２割に相当する

１，５００人規模の人員削減計画を表明。ポン

ド高を背景に欧州全体のコスト削減計画の

一環として実施。

◇自動車部品で欧州第２位の仏ヴァレオ、イ

ラン・ラジエーターなどとの間で、イラン

にカーエアコンの合弁会社を設立すること

で合意したと発表。

◇スウェーデンのバス・トラック生産のボル

ボ、自動車向けマルチメディア開発のため

同国通信のテリア、通信機器のエリクソン

とジョイント・ベンチャーを設立する旨発

表。

〈３月〉

◇仏ルノー、経営不振に陥っている韓国の三

星自動車買収に関するオファーを提出。三

星自動車の主要債権銀行は安い提示価格に

強く反発。

◇ヴァレオ、南アフリカのメテールと、南ア

フリカに合弁会社を設立すると発表。

◇フィアットと米ゼネラル・モーターズ

（ＧＭ）、２４億ドル規模の株式交換を伴う

戦略的提携で合意したと発表。

◇欧州委、ボルボによるスウェーデンのト

ラック・バス生産スカニアの吸収合併につ

いて承認を拒否。

◇独ＢＭＷグループ、英ローバー、ＭＧおよ

びミニの生産事業や主要工場のロングブ

リッジ工場を英投資グループのアルケミー

・パートナーズに売却する旨発表（その後

交渉決裂）。高級四輪駆動車のランドロー

バーはフォードに売却、新型ミニはＢＭＷ

で生産・販売を継続。

◇伊アパレルのベネトン、財政上の理由で、

所有するＦ１チームをルノーに売却すると

発表。スポンサー活動については２年間は

継続。

◇独シーメンスの自動車部門シーメンス・

オートモービル・テクニックと独通信・機

械マンネスマンの同部門マンネスマン

ＶＤＯ、両社折半出資によるエイテックス

・シーメンス・オートモーティブの設立を

発表。

◇独米ダイムラークライスラーと三菱自動車

工業、ダイムラークライスラーが三菱自動

車の資本３４％に参加する資本提携を発表。

三菱自動車とフォード・グループ傘下のボ

ルボ・カーズとの関係清算が焦点に。

◇スウェーデンの投資グループ、スカニアの

持ち株１８．７％をＶＷに売却すると発表。

〈４月〉

◇仏自動車部品メーカーのウッチンソン、自

動車用ゴム製品大手の東海ゴム工業と自動

車向けの液体伝導システムの開発・生産で

提携したと発表。

◇英バイヤーズ貿易産業相、欧州委による英

国内の新車販売価格に関する報告書を発表、

政府は欧州他国と比較して１０％も高い新車

販売価格を是正するための措置を講じると

表明。

◇日産自動車とルノー、ＧＭおよびフォード、

ダイムラークライスラーが２０００年２月末に

発表した、インターネットを通じて自動車

部品の調達を行うシステムの運営会社に資

本参加すると発表。

◇日産系自動車用ランプ大手の市光工業、

ヴァレオと株式の持ち合いを含めた提携に

ついて基本合意したと発表。

◇仏タイヤ大手ミシュランと独同業コンチネ

ンタル、両社がグッドイヤー、米クーパー、
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伊ピレッリ、住友ゴム工業の大手タイヤ

メーカー４社とともに、企業間取引を行う

サイト「ラバー・ネットワーク・コム」を

年内にも設立すると発表。

◇三菱自動車工業、円高・ユーロ安による採

算性の見通し悪化を理由に、９９年７月に合

意したフィアットとのスポーツ・ユーティ

リティー・ビークル（ＳＵＶ）の共同開発

・生産プロジェクトを断念すると発表。

◇ダイムラークライスラーのシュレンプ会長、

フォード・グループ傘下のボルボ・カーズ

と三菱自動車との折半出資会社である蘭

ネッドカーのボルボ・カーズ所有株式５０％

を買収すると発表。

◇韓国の三星自動車の債権銀行１６行、ルノー

が提示した同社の買収額５億６，２００万ドル

を最終的に受け入れたと発表。

〈５月〉

◇ミシュラン、２００２年末までにフランス国内

の従業員数の６％にあたる合計１，８８０名を

削減し、生産コストを２０％引き下げる効率

化計画を発表。

◇ＢＭＷと英フェニックス（コンソーシア

ム）、ＢＭＷ子会社のローバーをフェニッ

クスが僅か１０ポンドで買収することで合意

したと発表。フェニックスへの売却は英政

府の強い意向とみられ、同社はローバーの

開発・生産・販売活動を継続し、従業員の

削減も僅かにとどめるとの方針を表明。

◇フォード欧州子会社のシール会長、ダゲン

ハム工場におけるフィエスタの生産ライン

を閉鎖し、１，９００名の人員を削減すると発

表。また米国から同工場へディーゼルエン

ジンの生産を移転し、さらに５，０００万ドル

を投資、新たに５００名を雇用する計画も明

らかに。

◇欧州委、ＥＵ１５ヵ国で販売される乗用車の

二酸化炭素排出量を登録段階で検査するこ

とを決定。

◇ＶＷとチェコ政府、シュコダ自動車の完全

買収で合意。

◇ＢＭＷのミルベルク社長、２００３年からグッ

ドウッド（イギリス南部）で高級車ロール

スロイスの生産を開始すると発表。１億

ユーロを投資して工場を新設し、３５０名の

従業員により年間１，０００台を生産する予定。

◇ダイムラークライスラーと韓国の現代自動

車、包括的提携で合意したと発表。ダイム

ラークライスラーが現代の株式１０％を保有

するとともに、現代の商用車部門を分離し

て合弁会社を設立。また、ダイムラークラ

イスラーが三菱自動車工業と共同で進める

小型車の開発に現代も参画。

〈６月〉

◇独自動車部品ロバート・ボッシュ、ソフト

ウェア欧州最大手の独ＳＡＰ子会社ＳＡＰ

マーケッツと共同で、部品売買システムの

構築の計画を発表。共同子会社によって運

営。

◇ダイムラークライスラーのゲイリー・ヘン

ソン副社長、カナダの工場に１０億ドルを投

資し、新たな生産ラインを建設すると発表。

生産能力は年間１７万台と倍増の予定。

◇フォード系の米ヴィステオン・オートモー

ティブ・システムズのハンガリー子会社ア

ルバ、ヴィステオンが今後２年間で総額

８，０００万ドルのハンガリー向け投資を行な

うと発表。

◇ダイムラークライスラーと韓国最大手現代

自動車、資本提携を正式発表。経営の破綻

した韓国の大宇自動車に対する競売に共同

入札、新しい世界戦略車の共同開発を、既

に提携している三菱自動車を加えた３社で

行うことを表明。

◇ＧＭとフィアット、大宇自動車に共同入札

すると発表。

◇本田技研工業、２００１年のシーズンからのＦ

１チーム英ジョーダン・グランプリへのエ
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ンジン供給を発表。英ＢＡＲにも引き続き

供給。

◇トヨタ、エンジン開発の見直しにより、

２００１年からのＦ１参戦を断念。約１，４００万

ユーロの違約金をＦＩＡ（国際自動車連

盟）に支払うことに。

〈１月〉

◇仏システム・インテグレーターのアレス、

仏ネットワーク・エンジニアリングのトリ

アッドを買収すると発表。

◇企業向けソフト開発の仏ソプラ、仏ＧＦＩア

ンフォルマティックの不動産業界向け管理

ソフト部門を買収すると発表。

◇仏コンピュータのブル、顧客管理ソフト分

野において米シーベルとの業務提携で合意。

両社は欧州での販売・サポートについて協

力する。

◇英ソフト開発のセージ、米ベスト・ソフト

ウェアに対し友好的ＴＯＢ（株式公開買

付）を実施。

◇仏ＡＶ関連サービスのパーフェクト・テク

ノロジーズ、米パソコンのアップルとアッ

プルのＡＶ技術のネット販売について合意。

同社株価は大幅に上昇。

◇仏家電のムリネックス、製品ラインナップ

の見直しを伴うリストラ計画を発表。アジ

ア系企業との製品と比較し競争力のない製

品はポーランド企業に外注、国内工場の生

産をより高付加価値製品の生産に割り当て。

◇米投資会社のテキサス・パシフィック・グ

ループ、ＩＣカードで世界最大手の仏ジェム

プリュスに出資。同社の主要株主の一つに。

〈２月〉

◇富士通の欧州現地法人、富士通テレコミュ

ニケーションズ・ヨーロッパ、北アイルラ

ンドのベルファストに通信用ソフトウェア

〔電機・通信・エレクトロニクス関連〕

の開発センター設立を発表。投資総額は

２，９４０万ポンド。

◇ブル、プリンター生産の子会社コンピュー

プリントを伊フィンメックに売却。

◇欧州委、米マイクロソフトの新オペーレー

ション・システム、ウィンドウズ２０００につ

いて、公正競争制限の疑いで調査を開始。

◇ブル、銀行向け自動支払い機、業務用端末

などを扱う子会社を米コンピュータのディ

ボールドに売却すると発表。共同出資して

いた蘭ジェトロニクスもディボールドに売

却する予定。

◇蘭フィリップス、家電製品部門の再編計画

を発表。営業・財務面でより独立性を持つ

５部門に分割。

◇欧州委、すべての電気・電子製品の廃品回

収・再利用をメーカーに義務付ける方針を

決定。

◇松下寿電子工業アイルランド工場閉鎖を発

表。

◇フィリップス子会社で照明器具世界最大手

のフィリップス・ライティング、トルコの

同業ＳＴＥを完全に買収することでＳＴＥ株

主と合意。従来同社の４０％株式を保有して

いたもの。

◇加電気通信機器のニューブリッジ、仏同業

アルカテルによる買収提案を受け入れると

発表。買収額は７０億ドル弱で、アルカテル

は加入者系回線技術分野で優位に。

◇独シーメンスのピーラー会長、今後電子商

取引に注力し、近い将来売上の５０％を同分

野であげるとの目標を示唆。

◇欧州最大のソフトウェア販売の独ＳＡＰ、

ネット上での同社ソフトのオンラインサー

ビスを開始すると発表。ソフト販売の頭打

ちに伴い、ネットビジネスに進出。

◇欧州最大の情報処理サービスの仏カップ・

ジェミニ、米大手会計事務所アーンスト＆

ヤングのコンサルタント部門を買収すると

発表。正式決定は２０００年夏、実際の合併時
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期は２０００年下期になる見込み。

〈３月〉

◇ソニーとフィリップス、双方向テレビにお

いて仏ビベンディのＣＡＴＶ子会社カナル

・プリュスが開発した技術仕様を採用する

と発表。

◇米シリコンバレーのベンチャーキャピタル

大手ベンチマーク・キャピタル、欧州向け

投資ファンド、ベンチマーク・ヨーロッパ

Ⅰを５億ドルで設立すると発表。

◇カップ・ジェミニ、米情報通信機器のシス

コ・システムズとの提携を発表。共同子会

社の設立などを通じて、シスコ製品の欧州

での販売拡大と顧客に対する総合的な情報

処理サービスの提供を目指す。

◇シーメンスの半導体子会社インフィニオン

・テクノロジーズ、フランクフルト証券市

場に上場。ドイツ・テレコム以来の大型上

場に申し込み殺到、３３倍の倍率で初日の終

値は公募価格の２倍を記録。

◇シーメンス、米情報処理サービスのエン

テックス・インフォメーション・サービ

シーズを買収すると発表。

◇米中央演算装置（ＣＰＵ）最大手のインテ

ル、デンマークＮＫＴと、同社子会社で光

ファイバー伝送用電子部品製造のギガの買

収で合意。

◇仏双方向ソフト開発のクリヨ・アンテラク

ティブ、蘭ソフト販売のホームソフトを買

収。

◇シーメンス、独自動車部品ロバート・ボッ

シュの携帯電話製造子会社を買収すると発

表。

◇ブル、伊子会社のブル・イタリアがシステ

ム・インテグレーターの伊アルカネットを

完全買収したと発表。

〈４月〉

◇ブル、インターネット・バンキング・ソフ

トの独ブロカット・インフォシステムズと

の提携を発表。

◇伊仏半導体のＳＴマイクロ・エレクトロニ

クスとフィリップス、仏クロール工場に共

同で新たな半導体生産ラインを設置するた

め、７億ドルの投資を行うと発表。

◇マンネスマン、英ボーダフォン・エアタッ

チによる買収に伴い、通信事業以外の部門

をシーメンスとロバート・ボッシュに売却

することを決定。

〈５月〉

◇アルカテル、富士通と次世代携帯電話シス

テム（端末を除く）の開発で合弁会社を設

立する旨発表。

◇ＳＴマイクロ・エレクトロニクス、約１億

ドルで加電気通信機器のノーテル・ネット

ワークスの製造部門の一部を買収すると発

表。ノーテルのオタワ工場（従業員数４７０

人）を掌握。

〈６月〉

◇伊メルローニエレットロドメスティチ、露

最大の家電スティノルの買収を発表。東欧

市場の強化戦略に沿ったもの。

◇インテル、アイルランドのダブリン近郊の

工場拡大に伴い、２０億ドルの投資を発表。

同社は８９年に同国進出、現在の従業員は

３，０００人、下請けは１，４００人と国内最大級。

◇ブル、電子商取引管理とセキュリティのソ

フト開発会社エビディアンの設立を発表。

初年度売上高は６，０００万ドル、世界中に６００

社の顧客を持ち、従業員は４００人。

〈１月〉

◇仏防衛・電子のトムソンＣＳＦ、英電子の

レーカル・エレクトロニクスに友好的

ＴＯＢ開始。

〔航空・軍需関連〕
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〈２月〉

◇トムソンＣＳＦと韓国の三星電子の共同子

会社が発足。トムソンＣＳＦからの技術移

転に伴い地対空ミサイルの製造を開始。

◇トムソンＣＳＦと仏造船局、戦闘システム

を含む戦艦の輸出のための共同子会社の設

立を発表。造船局は仏海軍からの受注の大

幅減に伴い、輸出の拡大に活路。

◇航空機用エンジン製造の仏スネクマ、独Ｍ

ＴＵ、伊フィアット・アビオおよび西ＩＴＰ、

軍事輸送機エアバスＡ４００Ｍ向けエンジン

製作のための共同子会社を設立。

◇スネクマと米プラット＆ホイットニー、欧

州アリアン５ロケット、米デルタロケット、

アトラスロケットに搭載される新低温液化

エンジンの開発提携に合意。

〈３月〉

◇英政府、欧州エアバス・インダストリーズ

の次期大型旅客機「Ａ３ＸＸ」の開発計画

に対し、５億３，０００万ポンドの開発援助金

支出を発表。

〈４月〉

◇米航空・軍事のゼネラル・ダイナミクス、

西最大手の兵器メーカー、サンタ・バーバ

ラを買収。

◇伊防衛のフィンメカニカ、航空宇宙・防衛

子会社のアレニア・アエロスパツィオとエ

アロノティック・ディフェンス・アンド・

スペース・カンパニー（ＥＡＤＳ）の提携

を発表。

◇欧州商業衛星打ち上げサービスのアリアン

スペース、日本の宇宙開発事業団の実験衛

星およびＪＳＡＴの電気通信衛星打ち上げを

受注したと発表。

〈５月〉

◇欧州委、欧州航空宇宙・防衛大手の仏アエ

ロスパシアル・マトラ、独ＤＡＳＡ、西

ＣＡＳＡの合併によるＥＡＤＳの設立を承認。

ＥＡＤＳの年商は２３０億ユーロに達し、米国

のボーイング及びロッキード・マーチンに

次いで航空宇宙・防衛部門で世界第３位に。

〈６月〉

◇英防衛・宇宙のＢＡＥ・システムズ、３，８００

人の人員削減の実施を発表。今後１年半の

間にシステム・ソフト部門を中心に２，０００

人の技術者を雇用する予定などを強調。

〈１月〉

◇独化学・製薬大手のバイエル、米カンサス

シティー工場に隣接する新工場の建設を発

表。投資額は約２億ドル。

◇ベルギーの化学・製薬グループＵＣＢ、日

本のフジレバイオの製薬部門を買収すると

発表。

◇独製薬のシェーリング、日本の製薬業界４

位の三井製薬工業の株式１００％を取得した

と発表。

◇英製薬大手のグラクソ・ウェルカム（世界

５位）とスミスクライン・ビーチャム（同

１２位）、両社合併による新会社グラクソ・

スミスクライン設立を発表。新会社は総売

上１５０億ポンド、医薬品業界で世界一に。

◇ファインケミカルで世界３位の英ＢＴＰ、

スイス化学のクラリアントから提示されて

いた買収オファーの受け入れを発表。

〈２月〉

◇スイス製薬大手のノバルティス、米食品の

クウォーカー・オーツとの折半出資により

栄養補助食品の子会社アルタス・フード・

カンパニーを設立すると発表。

◇ベルギー化学のソルベー、米製薬のユニ

メッドの買収および米製薬デュラメッドの

１２％株式取得を発表。米国進出戦略を加速。

〔化学・医薬品・繊維関連〕
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〈３月〉

◇独化学のツェラネーゼ、電子商取引の米ケ

ムコネクトへの出資を発表。

◇英蘭食品グループのユニリーバ、化粧品と

高級香水の製造・販売を手掛けるユニリー

バ・コスメティクス・インターナショナル

を設立すると発表。新会社の下に子会社の

カルバン・クライン・コスメティクスとユ

ニリーバ・プレスティージュを統合。

◇独化学グループ大手のＢＡＳＦ、韓国での事

業拡大のため２００４年までに約４億ユーロの

投資を行うと発表。訪独中の金大統領と同

社シュトゥルベ会長との会談で合意。

◇バイエル、ＢＡＳＦおよびツェラネーゼに続

きケムコネクトへの資本参加を発表。

◇ＢＡＳＦ、アメリカン・ホーム・プロダクツ

から農業化学部門を買収すると発表。買収

により世界第８位から第４位に躍進。

〈４月〉

◇ノヴァルティス、ヒトの成長ホルモンを開

発・販売する独グランディス・ビオテック

を買収。

〈５月〉

◇欧州委、英製薬大手２社、グラクソ・ウェ

ルカムとスミスクライン・ビーチャムの合

併を条件付きで承認。

◇ベルギー薬販売のオメガ・ファルマ、薬販

売と化粧品メーカーの仏ファルミジエンヌ

・メディポール資本の約６５％を取得。

◇日米欧の化学大手１２社が、主な化学品を売

買する電子商取引会社を設立することで合

意したと発表。主な顔ぶれは、ＢＡＳＦ、バ

イエル、ＢＰアモコ、ダウ・ケミカル、

デュポン、三井化学、三菱化学、住友化学

工業など。

◇ノヴァルティスの眼鏡部門のチバ・ビジョ

ン、米同業ウェスリー・ジェッセンを友好

的ＴＯＢにより買収、コンタクトレンズ製

造で世界第２位に。

〈６月〉

◇バイエル、蘭・スウェーデンの化学・医薬

品アクゾ・ノベルの動物用医薬品子会社イ

ンターヴェットに、米国における動物用ワ

クチン事業を売却。インターヴェットは業

界で世界第３位に。

◇バイエル、アジア市場でのポリウレタンの

シェア拡大を意図し、今後５～６年間に４０

億ドルを投資すると発表。

◇伊医薬品レコルダーティ、同業プシャラの

買収を正式発表。プシャラは仏第９位の独

立企業。

◇スイス製薬大手のロッシュ、工業用酵素生

産世界トップのデンマークのノヴォ・ノル

ディスク、同分野で戦略提携したと発表。

〈１月〉

◇仏食品大手のダノン、米ミネラルウォー

ター製造・販売のマッキーソン・ウォー

ター・プロダクツ・カンパニーを買収する

と発表。

〈２月〉

◇英・蘭食品グループのユニリーバ、２００４年

までに２万５，０００人の人員削減を含む５０億

ユーロ規模のリストラ計画を発表。世界中

にある２５０ヵ所の主要生産拠点も１００ヵ所程

度削減。

◇英ユナイテッド・ビスケットの買収をめぐ

り争っていたダノンと米ナビスコ、競合か

ら一転して共同でＴＯＢを実施することで

合意。

〈３月〉

◇ダノン、中国の飲料メーカー、ロビュスト

を買収すると発表。

〔食品・農水産物関連〕
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〈４月〉

◇鮭の養殖・販売の蘭ニュトレコ、ノル

ウェーのノルスクヒドロの同業子会社ヒド

ロシーフードの買収に合意。

〈５月〉

◇ベルギーのピケ経済相、ベルギー産チョコ

レートの品質維持のため非営利団体「伝統

的・高品質チョコレート協会」を設立。

〈６月〉

◇ユニリーバ、米食品大手のベストフーズの

買収について同社と合意したと発表。

◇ベルギーのビール醸造インターブルーによ

る英バスの同業子会社バス・ブルワーズの

買収合意が成立。買収価格は２３億ポンド

（３６億ユーロ）。インタービールは英国市

場の３２％、チェコ市場で１３％のシェアを獲

得。

◇米食品・たばこ大手のフイリップ・モリス、

米食品持株会社大手のナビスコ・ホール

ディングスの買収を発表。同社の買収を

巡っては、ダノンや英食品キャドバリー・

シュウェップスが激しい買収競争を繰り広

げていたもの。

〈１月〉

◇米蘭ＫＰＮクウェスト（データ通信）、ポル

トガルのインターネット・プロバイダー

ＥＵネット・ポルトガルの株式５７．５％を取

得し、完全子会社に。

◇伊西ジョイント・ベンチャーのＡＣＥＡテ

レフォニカ、イタリア全土の電気通信事業

権を取得。

◇ブリティッシュ・テレコム、アイルランド

通信業界第２位のイーサーネット買収交渉

の開始を発表。

◇西電気通信事業テレフォニカ子会社のテラ

〔通信事業・メディア関連〕

・ネットワーク（インターネット・プロバ

イダー）、米通信事業者のＩＤＴと提携、

ニューヨークで西系住民を対象にサービス

を開始。

◇仏通信機器アルカテル、ベンチャー企業向

け投資基金のアルカテル・ベンチャーズ

ＬＰを設立。米ロサンジェルスを本拠に、

米国、欧州のほか韓国、イスラエルにおい

て電気通信、ソフト開発およびインター

ネットなどの業種を中心に投資。

◇米メディア大手のタイム・ワーナーと英音

楽出版大手のＥＭＩ、両社合併により新会

社ワーナーＥＭＩミュージックを設立する

と発表。

◇フランス・テレコム、ドイツ・テレコム、

米スプリントとの合弁会社グローバル・ワ

ン（企業向け国際電話）について同２社の

持株を買収し完全子会社に。

◇仏環境・通信のビベンディ、英移動体通信

事業のボーダフォン・エアタッチとイン

ターネット事業での提携に合意。

〈２月〉

◇独コングロマリットのマンネスマン、ボー

ダフォン・エアタッチからの買収提案の受

け入れを発表。３ヵ月に及ぶ史上最大の合

併劇に幕。買収に伴い、ボーダフォン・エ

アタッチは市場が競合する英移動体通信の

オレンジの売却を示唆。

◇米ＡＯＬと独ベルテルスマンの合弁会社

ＡＯＬヨーロッパ（インターネット・プロ

バイダー）、フィンランドのノキア、ス

ウェーデンのエリクソンおよび同国ＲＴＳ

ワイヤレスの電気通信機器各社と携帯電話

上でのインターネット・サービス開発で提

携。

◇欧州委、インターネット取引を課税対象と

する方針を決定。産業界は電子商取引の妨

げになると批判。

◇テレコム・イタリア傘下のＴＩＭ（移動体
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通信事業）、新世代携帯電話規格（ＵＭＴＳ

規格）の実験・開発について、ＮＥＣおよ

び独シーメンスとの提携を発表。

◇テレフォニカ、西ＢＢＶＡ銀行との資本提

携を含めた全面提携を発表。スペインおよ

び南米でのインターネット・バンキング、

電子商取引事業を強化。

◇伊公正取引規制当局、インターネット・

サービスにおける支配的地位の濫用を理由

にテレコム・イタリアに罰金を科し制裁。

◇ドイツ・テレコムと仏コングロマリットの

ラガルデール・グループ、それぞれの傘下

のインターネット・プロバイダー子会社、

Ｔ－オンラインとクラブ・アンテルネット

（ＣＩ）に対し相互出資すると発表。ドイツ

・テレコムがＣＩ資本の９９．９％、ラガル

デールがＴ－オンライン資本の６．５％に出

資。

◇Ｔ－オンラインと独コメルツバンク子会社

のコムディレクト、相互に資本参加すると

発表。コムディレクトはオンライン証券取

引では欧州最大手。

◇仏競争評議会、フランス・テレコムに対し、

高速インターネット・アクセス・サービス

（ＡＤＳＬ）市場について一層の開放を要求。

◇欧州委と米通商代表部、電子商取引におけ

るデータ保全に関する事務レベル協議を再

開。

◇英電力のパワージェン、英アフィニティ・

インターネット・ホールディングと合弁企

業を設立し電気通信事業に進出すると発表。

◇ドイツ・テレコム、ノルトライン・ヴェス

トファーレン州のＣＡＴＶ事業を米ＣＡＴＶ

キャラハン・アソシエーツ（ＣＡ）に売却

すると発表。これによりＣＡはフランス、

スペインに次ぐ欧州進出となり、欧州最大

のＣＡＴＶ事業者に。

◇伊電気通信・インターネット・プロバイ

ダーのチスカーリ、同業の独ニコマ・ベイ

タリングクスの買収を発表。

◇シーメンス、米国で光ファイバー子会社オ

プティスフェア・ネットワークを設立する

と発表。

◇格付会社スタンダード＆プアーズ、９９年の

欧州電気通信事業者による社債発行額は、

活発化したＭ＆Ａを背景に史上最高の約

５５０億ユーロと、９８年（約１８０億ユーロ）の

約３倍に達したと発表。

◇英電気通信事業ケーブル＆ワイヤレス

（Ｃ＆Ｗ）、子会社の香港テレコムを香港

のパシフィック・センチュリー・サイバー

ワークス（ＰＣＣＷ）に売却。同社の買収

をめぐってはシンガポール・テレコムも名

乗りをあげていたが、最終的にオファーを

撤回。

〈３月〉

◇仏建設・通信事業のブイグ、１５億ユーロの

増資を行い、子会社ブイグ・テレコムのイ

ンターネットおよび移動体通信事業を強化

すると発表。

◇テレコム・イタリアとローマ銀行、共同で

インターネット・バンクを設立すると発表。

◇英政府、世界に先駆け新世代携帯電話事業

権の競売形式での入札を開始。

◇西ゼネコン最大手のＦＣＣ、仏ビベンディ

と電気通信分野で提携すると発表。

◇ドイツ・テレコム、インターネット・プロ

バイダー子会社Ｔ－オンラインを上場する

と発表。

◇仏政府、アルカテルが進める通信衛星を利

用した世界規模でのマルチメディア向け高

速通信網整備事業「スカイブリッジ計画」

に世界で初めて許可。

◇ブリティッシュ・テレコム、モバイル・イ

ンターネットサービス分野で、ＢＴセル

ネットに加え、第２の子会社を設立すると

発表。コンテンツについては、英衛星テレ

ビのＢスカイＢ、経済紙フィナンシャル・

タイムズ、仏通信社ＡＦＰ、英音楽出版の
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ＥＭＩなどと提携。

◇欧州委、学校でのインターネット利用を促

進する「ｅ－ラーニング」計画を開始。

ＥＵ構造基金も利用し、２００１年末までにす

べての学校がインターネットにアクセス、

２００２年末までにすべての教師が機材を保有

しインターネットを利用することを目指す。

◇ポルトガル・テレコムの子会社ＰＴマルチ

メディア、インターネット事業を統合し

ＰＴＭ・ドット・コムを設立すると発表。

◇西政府、新世代携帯電話の事業権の割当を

発表。テレフォニカのほか、ボーダフォン

・エアタッチ傘下のエアテル、西電気通信

レテビシオンとテレコム・イタリアの合弁

会社アメナおよびビベンディ傘下のエクス

フェラが取得。

◇ＥＵと米政府当局、電子商取引における個

人情報の保護に関し原則合意。米国側、９８

年１０月のＥＵ指令と同レベルの個人情報保

護措置の導入を約束。今後、欧州理事会お

よび欧州議会の承認取得がカギに。

◇テレコム・イタリアと伊セアット・パジー

ネ・ジアーレ（電話帳制作・ポータルサイ

ト運営）、両社の取締役会においてテレコ

ム・イタリアのインターネット子会社

ＴＩＮ．ＩＴとセアットの合併計画を採択。合

併後の評価額は７０４億ユーロ程度で米ヤ

フー（ポータルサイト）規模に。

◇テレフォニカ、蘭オーディオビジュアル制

作のエンデモルを株式交換により買収する

と発表。これによりテレフォニカはテレビ、

映画、インターネットのコンテンツ制作・

配給で世界大手に。

◇フランス・テレコム、ＮＴＴドコモなどの

日欧の電気通信事業各社、モバイルイン

ターネット分野におけるベンチャーキャピ

タルの育成とノウハウの共有を目的に、ワ

イヤレス・インターネット・ベンチャー・

アソシエーション（ＷｉＶａ）を設立。

◇フランス・テレコム、独電気通信事業のモ

ビルコムとの資本提携を発表。

◇蘭インターネット・プロバイダーのワール

ド・オンラインと米電気通信機器のシスコ

・システムズ、インターネット・アクセス

サービスとデータ伝送サービスの開発・販

売・メンテナンス分野で戦略的提携を結ぶ

ことで合意。

◇ドイツ・テレコム、ダイムラークライス

ラーの情報処理サービス子会社デービス・

システムハウスを買収すると発表。

〈４月〉

◇ＮＴＴ、ドイツ・テレコム子会社である仏

電気通信事業シリスと企業向けサービスで

提携したと発表。２０００年末までに１０企業程

度の顧客獲得を目標。

◇欧州委、加盟各国の政府が民間企業から購

入する際の政府調達規制について通信分野

を規制の対象外とすることを決定。

◇携帯電話端末の世界３大メーカー、エリク

ソン、米モトローラ、ノキア、携帯端末に

よる電子商取引の安全性確保のため、統一

規格を定めることで協力すると発表。

◇エリクソンの西子会社、マドリードの新世

代携帯電話向けソフト開発センターの拡張

のため、１２００万ユーロを投資すると発表。

◇欧州委、ボーダフォン・エアタッチによる

マンネスマンの買収に対し同社移動体通信

子会社オレンジの売却を条件に許可。世界

最大の携帯電話会社の誕生が確実に。

◇ブリティッシュ・テレコム、民営化以来最

大規模の再編計画を発表。電話帳部門、広

帯域データ伝送部門など新たに４つの独立

した事業部を設け、中期的には各事業部の

上場を目指す。

◇フランス・テレコム、フランスにおけるペ

イジャー・サービスを独ｅメッセージ・ワ

イヤレス・インフォメーション・サービ

シーズに売却。

◇欧州委、電気通信分野の開放に関する勧告
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案と報告書をＥＵ加盟国に提示。加入者回

線に競争原理を導入するため、２０００年末ま

でに法的措置を取ることを加盟国に要求。

◇ブリティッシュ・テレコム、高速インター

ネット・プロバイダー・サービス子会社、

ＢＴオープン・ワールドの設立を発表。個

人や中小企業を対象に２０００年７月から営業

開始。

◇英新世代携帯電話規格事業権の競争入札が

終了。５つの事業権は最終的に当初予想額

の７倍で落札。消費者団体は高額の事業権

負担のサービス料金への転嫁を懸念し、政

府を強く批判。

〈５月〉

◇セアト・パジーネ・ジャーレ、独テレゲー

ト（電話による販売及びサポート提供）を

１９億ユーロで買収。また、仏ユーレディ

（企業向けポータル・サイトのユーロンラ

インの管理）の経営権も掌握。

◇蘭電気通信事業のＫＰＮ、移動体通信子会

社のＫＰＮモバイルにＮＴＴドコモが１５％出

資すると発表。

◇伊政府、次世代携帯電話の事業権入札につ

いて英国式の単なる競売形式ではなく、事

前に技術・財務などの審査を行う２段階の

入札方法を取ることを決定。入札により２５

兆リラ（１３０億ユーロ）以上の歳入の見込

み。

◇仏情報処理サービスのエリア、仏インター

ネット・プロバイダーのル・セルヴール・

アンテルネットと公開株式交換による全面

合併に関する趣意書に調印したと発表。

◇欧州最大の情報処理サービスの仏カップ・

ジェミニ、仏大手銀行のＢＮＰパリバ、ク

レディ・アグリコルおよびソシエテ・ジェ

ネラル、米コマース・ワンと提携し企業間

電子商取引のサイトを開設。

◇スウェーデンの電気通信監督当局、同国で

の次世代携帯電話の事業権の入札を開始。

事業権は書類選考により２０００年１１月に割り

当てられ、事業権割当料はなし。

◇伊オリベッティ、子会社でテレコム・イタ

リア株の５５％を保有するテクノストの吸収

合併を決定。

◇テレフォニカ傘下インターネット関連会社

の西テラ・ネットワークス、インターネッ

ト検索会社の米ライコスを株式交換により

買収すると発表。スペインから初の世界最

大級のインターネット関連会社が誕生。

◇英アパレル電子商取引のブー・ドット・コ

ム、会社更生法を申請。電子商取引専門の

流通企業で最初の大型倒産。英ネット株が

軒並み下落。

◇フランス・テレコムとドイツ・テレコム、

両社の英国とスイスにおけるジョイント・

ベンチャーの解消を発表。

◇フランス・テレコム、オレンジをボーダ

フォン・エアタッチから買収すると発表。

買収額は４３２億ユーロで、これにオレンジ

の負債（２９億ユーロ）とオレンジが獲得し

た新世代規格携帯電話免許の負担（６６億

ユーロ）が加わり、買収総額は５２７億ユー

ロに。

〈６月〉

◇米アパレル電子商取引のファッション・

モール・ドット・コム、会社更生法の申請

中のブー・ドット・コムの買収を発表。

◇ビベンディ、同社ＣＡＴＶ子会社のカナル

・プリュスおよびユニバーサル映画などを

所有する加シーグラム、３社の合併を発表。

事実上、ビベンディによるシーグラム買収

で、買収総額は約３４０億ドル、２０００年１１月

までに合併手続きを終える予定。

◇フィアット、ローマの電力会社ＡＣＥＡお

よびテレフォニカの３社、イタリア全土で

電気通信およびインターネット事業を展開

する合弁会社アトラネットの設立を発表。

◇ブリティッシュ・テレコムとボーダフォン
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・エアタッチ、共同で西エアテルの１００％

買収を計画と発表。

◇Ｃ＆Ｗ、マイクロソフトと、アプリケー

ションサービスプロバイダー部門で戦略的

な提携を行ったと発表。

◇ベルギー電子通信事業ベルガコム、露同業

コンベルガの持ち株をノルウェーのテレ

ノールに売却。

◇テレフォニカ、独ベルテルスマン傘下イン

ターネットサービスのメディアウェイズの

買収を発表。買収金額は１６億ドルの見込み。

◇仏ファビウス経済・財政・産業相、国民議

会でＵＭＴＳ規格の事業免許交付を資格審

査により４件とすることを発表。

◇テレノール、子会社の電気通信システムブ

ラヴィダとスウェーデンのＢＰＡの合併を

発表。売上１３０億クローナ（１５億５，０００万

ユーロ）の北欧最大手企業発足。

◇仏インターネット・プロバイダーのジェッ

ト・マルチメディアと情報処理サービスの

ＣＧＢＩ、株式交換による合併を発表。仏

ニューエコノミー部門で初の合併、時価総

額は８億６，０００万ユーロと業界３位に。

◇ベルギー電気通信省、ＵＭＴＳ規格の事業

免許交付を競争入札により４件とすること

を発表。

◇ブリティッシュ・テレコムとボーダフォン

・エアタッチ、西エアテルの共同経営で合

意。

◇中国のチャイナ・ユニコムとボーダフォン

・エアタッチ、携帯電話技術とローミング

契約で合意趣意書を取り交わし。

◇フランス・テレコム傘下グローバル・ワン、

米インターメディアコミュニケーションズ

と、データ送信事業に関する合意に調印し

たと発表。年末までに米国に１２の事務所を

設置予定。

◇テレノール、デンマーク第２位の移動体通

信事業ソノフォンを１７億７，０００万ユーロで

買収。

◇アルカテルと、トムソン・マルチメディア、

第２のジョイント・ベンチャーを設立。双

方向マルチメディア通信を対象とするもの。

◇シーメンス、アジアの携帯電話市場に対し、

今後２、３年で１５億ドルの投資を行うと発

表。１５％のシェア獲得を目指す。

◇チスカーリ、フランス、ドイツ、ベルギー、

スイスでの業務開始を発表。すでにスペイ

ン、チェコで営業。

◇欧州委、米長距離電話第２位のワールドコ

ムによる第３位スプリントの合併の拒否を

正式発表。ＥＵ企業以外への判断は初めて。

◇アンフォルノス、傘下のインターネット・

プロバイダー業務をベルガコム傘下の子会

社と統合することを決定。対象となるのは、

アンフォルノス傘下のアンフォニー、ロカ

スおよびベルガコム傘下のスカイネット、

スウィング。新会社は仏ハイテク市場で最

大の時価総額に。

◇テレコム・イタリア、通信機器子会社のイ

タルテルをシスコとＶＣクレイトン・ダビ

リア＆ライスを筆頭とする米投資グループ

に売却すると発表。

〈１月〉

◇仏水道・サービスのスエズ・リヨネーズ・

デ・ゾー、米第２位の水道業者ユナイテッ

ド・ウォーター・リソーシズを友好的

ＴＯＢにより買収したと発表。

〈３月〉

◇仏石油のトタルフィナ・エルフと米エネル

ギーのエンロンおよびアラブ首長国連邦政

府、カタールでのガス田開発プロジェクト

について合意。

◇ビベンディ（コングロマリット）、ルーマ

ニア・ブカレストの給水サービスおよび水

道管保全契約を落札。

〔エネルギー（含む水道）〕
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◇英仏合弁のアルストム、スイス・スウェー

デン合弁の重電アセア・ブラウン・ボベリ

（ＡＢＢ）からＡＢＢ・アルストム・パワー

の資本５０％を買収し、完全子会社化したと

発表。

〈４月〉

◇欧州委、各国で独占市場が定着している電

力分野の競争を促すため、年内に自由化指

針を策定することを決定。

◇ベルギーのユーティリティー企業トラクト

ラベル、同社のカザフスタン事業をすべて

国営カズトランスガスに売却、カザフスタ

ンから全面撤退すると発表。

〈５月〉

◇仏電力公社（ＥＤＦ）、英スコティッシュ・

パワー、西エンデサ、伊エネル、独ＲＷＥ、

ベルギーのエレクラベルなど１２の欧州電力

企業、ネット上での資材調達のために企業

間取引サイトを創設することで合意。

◇仏原子燃料のコジェマ、同業の加カメコと

共同でカナダ・サスカチュワン州にある世

界最大のウラン鉱山（マックリーン・レイ

ク、マッカーサー・リバー）で採掘開始。

◇英蘭石油大手のシェル、石炭子会社シェル

・コールを英同業アングロ・アメリカンに

売却すると発表。売却により調達した資金

で露石油会社サハリン・エネルギーに出資、

筆頭株主に。

〈６月〉

◇ＥＤＦ子会社のロンドン・エレクトリシ

ティー、ネット上で電力およびガスを販売

するために英航空そのほかのヴァージン・

グループと共同でヴァージン・エナジーを

設立すると発表。

◇英で初めてのオンライン電力取引市場ＵＫ

・パワー・イクスチェンジが開設。取り引

き規模は全消費電力量の約２０％程度との見

込み。

◇独政府と独電力業界、原子力発電所の廃止

について合意。現政権発足時からの重要課

題の一つであった原子力発電所の全廃に向

けようやく道筋。

〈１月〉

◇世界最大の金融グループ米シティグループ、

英マーチャント・バンク、シュローダーズ

の投資銀行部門を買収すると発表。

◇仏大手銀行のソシエテ・ジェネラルと西

ＢＳＣＨ銀行、資産運用およびリテール部門

での協力を柱とした事業提携を発表。

〈２月〉

◇米シティグループ、ポーランド第３位のワ

ルシャワ貿易銀行の資本３３％を買収するこ

とで同銀行の資本を所有する国営保険会社

ＰＺＵと合意したと発表。これを受け、独

コメルツバンクは買収からの撤退を表明。

◇英第４位の銀行ナットウェスト、ロイヤル

・バンク・オブ・スコットランド

（ＲＢＳ）による敵対的ＴＯＢに４０％以上の

株主が応じたことから、最終的にＲＢＳの

提案を受け入れると発表。新銀行はバーク

レーズを抜き英第３位に。

◇英保険のＣＧＵとノーウィッチ・ユニオン、

両社の合併を発表。合併後は損害保険で英

最大手、生命保険で英第２位の規模に。

〈３月〉

◇スウェーデンの銀行持ち株会社メリタノル

トバンケン、デンマーク第２位の銀行ウニ

ダンマルクと合併すると発表、北欧最大の

銀行に。

◇西ＢＢＶＡ銀行、メキシコ大手の金融機関

バンコメルの株式３０％を取得したと発表。

◇ドイツ銀行とドレスナー銀行、合併で合意

〔金融・証券・保険〕
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したと発表（その後４月５日に破談）。

◇ロンドン証券取引所、株式会社化を臨時会

員総会で承認。

◇パリ、ブリュッセル、アムステルダムの証

券取引所が合併発表。株式時価総額欧州第

２位の取引所へ。２０００年９月から始動。

〈４月〉

◇ 英 最 大 手ＨＳＢＣ銀 行、 仏 商 業 銀 行

（ＣＣＦ）に対し友好的ＴＯＢを実施すると

発表。

◇ポルトガル商業銀行（ＢＣＰ）、バンコ・ビ

ント・ソト・メイヨール（ＢＰＳＭ）を買

収したと発表。ポルトガル最大の銀行に。

◇ドイツ銀行、ドレスナー銀行との合併中止

を発表。ドイツ銀行側がドレスナー子会社

の英投資銀行の売却を同社に迫ったことか

ら、ドレスナーが合併手続きを破棄。

◇欧州委、西ドイツ州立銀行への助成問題で、

連邦政府を欧州裁判所に提訴。

◇米銀行のチェース・マンハッタン、英ロ

バート・フレミング・ホールディングズを

買収すると発表。

◇ＨＳＢＣと米メリル・リンチ、オンライン金

融取引を世界的に展開するため、合弁会社

を設立すると発表。

◇日本の証券取引等監視委員会、証券取引法

違反によりクレディ・リヨネ証券ヨーロッ

パ－スイスＡＧに対し制裁措置をとるよう

金融監督庁に要請。

〈５月〉

◇ロンドン証券取引所、ドイツ取引所との合

併を発表。

◇ＢＳＣＨ銀行、総資産でメキシコ３位のセル

フィン銀行の買収を決定。

◇ミラノ証券取引所、増大する夜間のネット

取り引きに対応し、世界初の夜間取り引き

を開始。

〈６月〉

◇メキシコのバンコメール、ＢＢＶＡ銀行に

よる買収オファーの受け入れを決定。買収

価格は２４億７，０００万ドル（２５億７，０００万ユー

ロ）。バンコメールはＢＢＶＡの現地法人プ

ロブルサとの合併により、メキシコ最大に。

◇不動産ローン英最大手ハリファックス、米

バンク・ワンからクレジット・カード部門

を買収。本業の利益率低下から業務の多角

化を意図。

〈１月〉

◇蘭流通のアホールド、アルゼンチンのブエ

ノスアイレス地域を基盤とするスーパー

マーケットチェーンのエコノの１０店舗を買

収。

◇欧州委の競争担当委員、仏食品流通最大手

のカルフールと同６位のプロモデスの合併

認可を発表。これにより米ウォルマートに

次ぐ世界第２位の食品流通企業誕生が確実

に。

◇仏ファッションのモエ・ヘネシー・ルイ・

ヴィトン（ＬＶＭＨ）、米免税品販売のマイ

アミ・クルーズライン・サービシーズを買

収したと発表。

◇仏化粧品のロレアル、アルゼンチン最大手

の化粧品イラングを買収したと発表。

〈２月〉

◇仏食品流通大手のカジノ、フィリピン食品

流通のユニワイドの買収を発表。

◇ホームセンター世界最大手の仏カストラマ、

ホームセンターの電子商取引では独最大手

のバウ・マークトの買収を発表。

◇カジノ、電子商取引での提携を視野に入れ、

仏インターネット・プロバイダーのフリー

スビーに出資。

◇独流通老舗のテンゲルマン、経営再建のた

〔流通・アパレル関連〕
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め傘下のハイパーマーケット１１１店舗を売

却する旨発表。

◇ボストン・コンサルティング・グループ、

欧州の小売流通におけるオンライン販売額

は全体の売上の０．２％と発表。米国の１．２％

と比べると見劣りするが、市場の成長速度

は９９年が２００％と米国の同１４０％よりも急速。

◇カルフール、米流通第２位のシアーズおよ

び米コンピータ・ソフトのオラクル、仕入

れ部門での電子商取引共同子会社グローバ

ル・ネット・エクスチェンジの設立を発表。

◇仏化粧品のロレアル、米化粧品のカーソン

および同社の南アフリカ子会社の買収計画

を発表。

〈３月〉

◇カルフール、伊流通のグルッポＧＳスパの

経営権取得を発表。これにより、同社は伊

第２位の流通企業に。

◇アホールド、米食品流通第２位のＵＳフー

ドサービスを買収すると発表。

〈４月〉

◇英流通マークス＆スペンサー、マルチメ

ディア分野における新製品およびサービス

の開発を目的に、英トークキャスト（マル

チメディア）資本の２０％を買収。

◇アホールド、米インターネット食品販売の

ピーポッドを買収。買収額はピーポッドの

年商に相当する７，３００万ドル。

〈５月〉

◇西ラト第二副首相兼経済相、カルフールと

プロモデスの合併に伴う両社のスペイン子

会社プリカ（カルフール傘下）とコンチネ

ンテ（プロモデス傘下）の合併に関し、４１

の店舗の切り離しを条件にこれを許可する

旨発表。

〈６月〉

◇仏流通ルクレール、スロベニアに第１号店

を出店。今後クロアチアなどへの進出も予

定。

◇蘭衣料品流通Ｃ＆Ａ、英およびアイルラン

ドの店舗１０９店の業績低迷を受け閉鎖を発

表。閉鎖に伴う雇用喪失は４，８００人。

〈１月〉

◇英国航空、南アフリカのコム・エアーの資

本１８．３％を買収したと発表。

〈２月〉

◇仏ガラスのサンゴバン、英建材流通大手の

メイヤー・インターナショナルに対し友好

的ＴＯＢを実施すると発表。

◇旅客周遊船事業のマレーシアのスター・ク

ルーズと米カーニバル・コーポレーション、

ノルウェーの同業ＮＣＬホールディングの

買収をほぼ終了したと発表。

◇フィンランド製紙・パルプ大手のＵＰＭ

キュンメネ、米同業チャンピオン・イン

ターナショナルを買収すると発表。一方、

米製紙インターナショナル・ペーパーも買

収に名乗り。

◇フィンランド製紙・パルプ最大手のストラ

・エンソ、米同業コンソリデーティッド・

ペーパーズの買収を発表。世界一の紙・

ペーパーボード生産者に。

〈３月〉

◇ＮＣＬホールディングの買収に参加してい

たカーニバル・コーポレーション、スター

・クルーズとのＮＣＬホールディングの共

同買収から撤退を表明。スター・クルーズ

単独で買収に。

〔運輸・その他サービス関連〕
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〈４月〉

◇ノルウェー製紙のノルスク・スコーク、

ニュージーランドの製紙フレッチャー・

チャレンジ・ペーパーを買収すると発表。

◇独第２位の旅行業者Ｃ＆Ｎツーリスティッ

ク、英最大の旅行業者トムソン・トラベル

に対し敵対的ＴＯＢを実施したと発表。

◇独航空のルフトハンザと独郵便のドイツ・

ポスト、両社がそれぞれ保有するＤＨＬ・

インターナショナル（宅配便）の資本を統

合し新たに宅配会社アエロロジックを設立

すると発表。

◇英建築資材のブルーサークル、ギリシャ最

大のセメント製造ヘラクレスの買収に関し

公正取引当局の許可を得たと発表。

◇蘭ＫＬＭ航空、伊アリタリア航空との提携

を一方的に解消。当初計画されていた２００２

年４月の合併は破談に。

〈５月〉

◇ＵＰＭキュンメネ、チャンピオン・イン

ターナショナルの買収から撤退を表明。

争っていたインターナショナル・ペーパー

が買収。

◇欧州最大の観光・旅行会社、独プロイサー

ク、英同業トムソン・トラベルを買収する

ことで同社経営陣・株主と合意したと発表。

これにより、最初に買収に動き出していた

Ｃ＆Ｎツーリスティックは買収競争からの

撤退を表明。

〈６月〉

◇米ホテルスターウッド・ホテルズ・アンド

・リゾートが、仏アコール、英フォルテな

らびにヒルトンの３社間のジョイント・ベ

ンチャー、インターネットサービスに参加

することを表明。

◇英国航空、伊国内航空市場に参入。ナショ

ナル・ジェット・イタリアとフランチャイ

ズの合意に調印。
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クロノロジー

〈 ６月 〉

５日�ＥＵ、ルクセンブルクで蔵相理事会開

催。ギリシャが２００１年１月にユーロに

参加することを承認。

７日�欧州委、インターネットを使った音楽

やゲームソフトなどの商取引に対する

付加価値税の課税方法を提案。課税方

法は、①販売業者がネット経由で販売

した商品にかかる付加価値税をまとめ

て消費地の税当局に納税する、②日米

企業など販売企業が域外の場合はＥＵ

を代表する形で域内いずれか一国の税

当局に納税する、などが柱。

８日�欧州中央銀行（ＥＣＢ）、政策金利を

０．５％引き上げ４．２５％に決定。

１３日�欧州委、家電を中心に幅広い電子・電

気製品の回収や再利用をメーカーなど

に求めるリサイクル法案を発表。製品

の種類に応じて重量の７０～９０％の再利

用を義務付けるほか、カドミウムなど

有害物質の製品への使用を２００８年から

原則禁止することを盛り込んだ。

１３日�ＥＵ、イスラエルと初の外相級合同会

議開催。中東和平プロセスへの支援強

化、経済交流促進などで声明文発表。

ＥＵは欧州の安全保証体制を強化する

中で、中東問題を優先課題として取り

組む必要があると判断。

�ＥＵ、一般問題理事会開催。「欧州共

通安保の強化策」と題する報告書案を

採択。コソボ紛争のような地域紛争を

想定し、将来の危機管理に欧州独自に

対応できるよう体制を整備するのが狙

いで、防衛能力の強化、ＥＵ域外国の

参加容認、ＮＡＴＯとの協力強化に言

及。

１８日�ＥＵ、蔵相理事会開催。議長国ポルト

ガルのモーラ蔵相、難航している非居

住者の貯蓄・投資に対する利子課税改

革の新提案を各国に提示。第一段階と

して各国が顧客情報を交換して居住先

の国が総合課税する方式と一律源泉課

税する方法のどちらかを選択、一定期

間後に顧客情報交換方式に一本化する。

１９～２０日�ＥＵ首脳会議開催（ポルトガル・

サンタマリア・ダ・フェイラ）。①

２００２年までに欧州レベルの情報通信基

盤の整備を完了する「電子欧州行動計

画（ｅＥｕｒｏｐｅ２００２）」を採択。②ギリ

シャのユーロ参加を正式決定、２００１年

１月から加盟する見通し。③非居住者

の投資・貯蓄の利子に課税することを

柱とした共通税制の導入で基本合意。

まず、顧客情報の提供を通じて居住先

の国が総合課税として徴収する方法と

一律に源泉徴収する方法を選択し、７

年以内に情報提供方式に一本化する。

年末までに法案の詳細を決めたうえで、

２００２年末までに施行する。

２２日�欧州委、加盟国間で国境を超えた送金

をする場合、振り込み側と受け取り側

の双方の銀行が手数料を徴収する「二

重取り」の改善を加盟各国に勧告。

ユーロ参加１１ヵ国を対象に調査した結

果、全体の２５％で二重取りが見つかっ
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たため。

２６日�ＥＵ・カナダ、首脳会議開催。ＷＴＯ

次期貿易交渉の早期開始に向けて共同

作業を進めることで合意。ＥＵの共通

安全保障政策についてもカナダ側は域

外国としてＥＵ部隊に参加する意向を

表明。コソボや東ティモールなど地域

紛争に対して相互に協力することで合

意。

２７日�欧州委、ＥＵ加盟国の全上場企業を対

象に、２００５年までに国際会計基準採用

を義務付ける方針を決定。企業会計の

透明化を通じ産業再編の動きを後押し

し、域内企業の競争力を高める狙いが

ある。

２８日�ＥＵ、インドと初の首脳会談を開催。

貿易・投資の拡大や産業協力、国際的

なテロ防止など２２分野で協調を推進す

ることで合意。首脳会談を年１回定期

的に開催することで決定。

�欧州委、米長距離通信大手ワールドコ

ムによるスプリント買収について、買

収を認めない旨発表。欧州市場でイン

ターネット接続事業のシェアが極端に

高まり、ＥＵの競争法に抵触すると判

断。

２９日�ＥＵ、保健相理事会開催。たばこの紙

箱に「マイルド」「ライト」といった

表現を使用することを「誤解を与え

る」として禁止することを決定。２００２

年１月を目途に実施。

〈 ７月 〉

３日�プロディ欧州委委員長、フランスが７

月からＥＵの議長国となったことを受

けパリ訪問、シラク大統領、ジョスパ

ン首相らと会談。

４日�欧州委、ＥＵ各国通貨を両替する際の

外国為替手数料を巡り、ベルギー、

フィンランド、ポルトガル、アイルラ

ンドの４ヵ国の合計約１２０の金融機関

が談合している疑いがあるとして各国

の銀行業界に警告したと発表。１０月上

旬までに改善措置を報告するよう求め

ており、談合の事実を確認次第、各金

融機関に罰金などの処分を科す考え。

１０日�ＥＵ、外相理事会開催。チェチェン問

題で凍結していたロシアへの技術援助

を再開することで基本合意。

１１日�プロディ欧州委委員長、中国の朱鎔基

首相と会談。不法移民問題など国際的

な犯罪に協力して対応していくことで

合意。また中国が世界貿易機関

（ＷＴＯ）に早期加盟すべきとの立場

を確認。

１７日�ＥＵ、蔵相理事会開催。①ＥＵ議長国

フランスのファビウス経済・財政・産

業相はユーロ圏の政策調整強化のため

新たにユーロ圏の蔵相をメンバーとす

る閣僚会合を設置する旨発表。政府累

積債務削減、年金改革など財政政策の

調整に向けての議論を進め、ユーロ安

が続く市場の信認回復を狙う。②証券

市場などの政策統合を目指し作業部会

を設置することで合意。

２１日～２３日�プロディ欧州委委員長、九州・

沖縄サミット出席のため来日。

〈 ６月 〉

７日�中銀、金融政策委員会で、主要政策金

利（短期買いオペ金利）を６．０％に据

え置くことを決定。

１２日�バイヤーズ貿易産業相、新車市場の競

争促進命令の草案を発表。

２１日�中銀、６月の金融政策委員会議事録を

公開。６対３で金利据え置きを決定し

たことが明らかに。

２６日�アハティサーリ・フィンランド前大統

英 国
ＵＮＩＴＥＤＫＩＮＧＤＯＭ
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領とラマポーザ前アフリカ民族会議事

務局長、北アイルランドのカトリック

系過激組織アイルランド共和軍

（ＩＲＡ）の武器庫を初検証したと発表。

２７日�ブリティッシュ・テレコム、政府保有

の同社株が売却され、民営化が完了し

た旨を明らかに。

〈 ７月 〉

５日�ハリファックス銀行、６月の住宅価格

指数を発表。前月比０．４％減、前年同

月比９．２％増。

�政府、９９年度の対英投資実績を発表。

件数、雇用創出とも過去最高に。

６日�中銀、金融政策委員会で、主要政策金

利（短期買いオペ金利）を６．０％に据

え置くことを決定。

８日�ブラウン蔵相、蔵相会議出席のため来

日。

１２日�国民統計局、６月の失業率を発表。

３．８％と７５年以来の低水準に。

１２～１４日�クック外相来日。

１３日�宮崎において日英外相会談。

１８日�ブラウン蔵相、２００１年度から３年間の

包括的歳出見直し策を発表。

１８日�外務省、駐フィジー高等弁務官を召喚

する旨発表。

１９日�中銀、７月の金融政策委員会議事録を

公開。全会一致で金利据え置きを決定

したことが明らかに。

２０～２３日�ブレア首相、サミット出席のため

来日。

〈 ６月 〉

５日�ファビウス経済・財政・産業相、次世

代携帯電話（ＵＭＴＳ規格）の事業免

許交付につき、免許数は４件とし資格

審査を実施すると国民議会で発表。

フランス
ＦＲＡＮＣＥ

７日�医薬品卸組合連合（１２社）が白書を公

表。同効果であればより安価な薬の輸

入を即刻許可すべきとし、見返りに医

薬品の消費動向を把握する薬販売監視

センターの設立を提案。

９日�経済・財政・産業相、石油関連業界の

代表者らとガソリンの販売価格につい

て協議。

１３日�シラク大統領、アサド・シリア大統領

の国葬に参列。

１４日�ピエレ産業担当閣外相、フランス・テ

レコムの基本料金引き上げ承認の代わ

りに、無料サービスの対象範囲の拡大

を要求。

１４～１７日�ブーテフリカ・アルジェリア大統

領、訪仏。公式訪問は１７年ぶり。

１５日�経済・財政・産業相、トムソン・マル

チメディア（家電）の増資を発表。国

の出資比率は５０％以下に。

１９日�仏電力公社（ＥＤＦ）、風力、水力、太

陽エネルギーなどを利用した再生可能

エネルギー電力を現行料金より高い

（グリーン）料金で供給することを検

討していることを明らかに。

２０日�大統領任期を現行７年から５年へ短縮

する内容の法案が国民議会（下院）で

圧倒的多数で可決。

２２日�２０００年４月の鉱工業生産（農業・エネ

ルギー除く）、前月比で０．２％減少、た

だし前年同月比で５．７％増加。

２９日�視聴覚部門改革法案を国民議会（下

院）で可決。

�大統領任期短縮に関する憲法改正案を

上院で可決。

〈 ７月 〉

１日�下半期のＥＵ議長国に就任。

６日�大統領任期短縮の是非を問う国民投票

の開催日を９月２４日に決定。

１０日�ジョスパン首相、インターネット促進
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に関する措置を発表。加入者回線の開

放については秋前に関連政令を公布、

２００１年１月から執行の予定。

�競争評議会、年次報告書を公表。９９年

の同評議会による制裁措置は１４件と、

前年の３２件を大きく下回る。

１８日�税関、２０００年５月の貿易収支を１２４億

フラン（１９億ユーロ、速報値）と発表。

１９日�ユーロ全国評議会、ユーロ導入の準備

作業について協議。

２０日�ジョスパン首相、コルシカ島地位改正

案を提示。

２５日�エールフランスのニューヨーク行き超

音速ジェット旅客機コンコルド、空港

離陸直後に墜落。

〈 ６月 〉

１日�シュレーダー首相、米クリントン大統

領と首脳会談。

２日�クリントン大統領、欧州統合の功労者

に送られるカール大帝賞を受賞するた

めアーヘンを訪問。

�ベルリンで中道左派サミット開催。

シュレーダー首相をはじめ、１４ヵ国の

中道左派政権首脳が出席。

３日�中道左派サミット、市場経済は雇用や

社会公平の実現に向け責任を果たすべ

きとの声明を発表し閉幕。

４日�ベルリンでノーカーデー実施。

７日�政府、連邦軍の全職場を女性に開放す

るべく、法改正を行うことを閣議決定。

８日�連邦議会、コソボ自治州の国際治安部

隊に参加している連邦軍部隊の派遣期

間を１年延長することを承認。

９日�シュレーダー首相、シラク大統領と首

脳会談。安全保障問題を協議、ＥＵの

緊急展開部隊の創設に向け協力するこ

とで合意。

ドイツ
ＧＥＲＭＡＮＹ

１４日�政府、連邦軍を今後数年間で７万人削

減することを閣議決定。兵役も１０ヵ月

から９ヵ月に短縮。

�ソニーの欧州での新拠点「ソニーセン

ター」、ベルリンに完成。

１５日�シュレーダー首相、ベルリンでロシア

のプチン大統領と会談。米本土ミサイ

ル防衛（ＮＭＤ）構想や欧州ミサイル

防衛システムなどにつき協議。ロシア

の対ドイツ債務削減問題についても意

見交換。

�シュレーダー首相、将来的に原発を廃

止することで主要電力会社首脳と合意。

２１日�政府、緊縮型の２００１年度（暦年）連邦

予算を閣議決定。歳出は前年比１億マ

ルク減の４，７８７億マルク、歳入は同３３

億増の４，３２６億マルク。

２３日�緑の党、ミュンスターで党大会開催。

政府の原発廃止案を承認。

２９日�ＣＤＵの裏金疑惑を調査する連邦議会

の特別調査委員会、コール前首相を証

人喚問。献金の提供者名を明かさず。

３０日�シュレーダー首相、ベルリンで中国の

朱鎔基首相と会談。中国のＷＴＯ加盟

問題や朝鮮半島情勢につき協議。また、

中国でのリニアモーターカー導入に向

け、調査に着手することで合意。

〈 ７月 〉

６日�連邦議会、ナチス強制労働に対する補

償を実施する法案を可決。政府と主要

企業が補償金を出資。

�ＣＤＵの裏金疑惑を調査する特別調査

委員会、コール前首相を２回目の証人

喚問。改めて疑惑を否定。

７日�ベルリン地方裁判所、旧東ドイツ社会

主義統一党の幹部３人に無罪判決。３

人は旧東ドイツ時代、旧西ドイツに逃

亡を図った市民への射殺命令に関与し

たとして殺人罪で起訴されていたもの。

９９ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．８



１０日�シュレーダー首相、ドイツを公式訪問

したイランのハタミ大統領とベルリン

で会談。両国の関係拡大について協議。

１４日�連邦参議院、税制改革案を可決。法人

税は２００１年に２５％、所得税の最高税率

は段階的に引き下げ、２００５年までに４３

％とする。キャピタル・ゲイン課税も

２００１年から撤廃。

�連邦参議院、ＥＵ域外からの情報技術

（ＩＴ）専門家受け入れに関する法案

を可決。８月１日から施行。

１７日�政府と主要企業、米国のユダヤ人団体

や東欧各国政府などの被害者側との合

意文書に調印。

２５日�ハノーバー万博、日本デーを開催。

�シュレーダー首相、ドイツ人観光客が

犠牲となったコンコルド墜落事故につ

いて、「驚くべき悲報だ」との声明を

発表。

〈 ６月 〉

２日�フランス警察当局、７８年にアルド・モ

ロ元イタリア首相を暗殺したとして国

際手配されていた伊極左ゲリラ「赤い

旅団」のアルバロ・ロイアコノ容疑者

をコルシカ島で逮捕。

５日�アマート首相、公式訪問中のロシアの

プチン大統領と会談。欧州安全保障、

ユーゴ情勢などにつき協議。

１４日�下院、徴兵制廃止法案を圧倒的多数で

可決。法案では、徴兵制を２００６年まで

に段階的に廃止。

２７日�中道左派の９政党、「イタリアのため

のオリーブの木連合」として新たな連

合を形成。次期総選挙に向けイメージ

を一新。

２９日�政 府、 ４ ヵ 年 経 済 財 政 計 画

（ＤＰＥＦ）を承認。２００１年のＧＤＰ成

イタリア
ＩＴＡＬＹ

長率を２．９％、失業率を９．９％と予測。

３０日�政府、産業復興公社（ＩＲＩ）を清算。

ＩＲＩ保有株は国庫省に移管。

〈 ７月 〉

６日�アマート首相、伊訪問中の中国の朱鎔

基首相と会談。米本土ミサイル防衛

（ＮＭＤ）構想への懸念を表明。ＥＵ

域内の不法移民対策の強化で一致。

１５日�パレルモの地方検察局、アンドレオッ

ティ元首相に対するマフィア組織関与

を無罪とした９９年１０月の第１審判決を

不当と判断、予備判事に控訴を請求。

２２日�オーストリアのハイダー自由党前党首、

ベネチアを訪問。左派グループがデモ。

〈 ７月 〉

４日�コック首相、訪蘭中の中国の朱鎔基首

相と会談。

１１日�欧州委、オランダ系銀行大手フォル

ティス銀行とインターネット・プロバ

イダーのプラネットインターネットに

よる合弁事業を承認。

１８日�インターネット・プロバイダーのチェロ

・ブロードバンドと米エキサイト・アッ

トホーム、国際事業部門を統合し新会

社エキサイト・チェロの発足すると発

表。

〈 ６月 〉

８日�電 気 通 信 省、 次 世 代 携 帯 電 話

（ＵＭＴＳ規格）の事業免許交付を競

争入札で実施する旨発表。

〈 ７月 〉

１０～１２日�中国の朱鎔基首相、公式訪問。ア

オランダ
ＮＥＴＨＥＲＬＡＮＤＳ

ベルギー
ＢＥＬＧＩＵＭ
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ルベールⅡ世国王、ソナラ・ＥＵ共通

外交・安全保障政策上級代表らと会談。

〈 ６月 〉

８日�中銀、主要政策金利の短期買いオペ金

利を０．６ポイント引き上げ、４．７％にす

ることを決定、９日から実施。

〈 ７月 〉

１日�デンマーク・スウェーデン間にオーレ

スン橋開通。

７日�通貨統合参加にかかわる国民の意識調

査（ビュアセン紙とグリーンズ・アナ

リュースインスティチュット社の共同

調査）の結果発表。反対派が初めて５０

％に上る。

１３日�格付会社フィッチ、デンマークの外貨

建て長期債務格付けをＡＡプラスに据

え置く旨発表。

〈 ６月 〉

２９日�労働党、最近のインフレなどを理由に、

内閣不信任案を下院に提出。

３０日�下院、内閣信任決議を可決。

〈 ７月 〉

１８日�中央統計局、６月の消費者物価上昇率

を５．５％と発表。過去１５年間で最高の

水準に。

〈 ６月 〉

２日�労働省、９９年第１四半期（１～３月）

の失業率は１６．９７％に低下と発表。

８日�アスナール首相、政府と非合法組織

デンマーク
ＤＥＮＭＡＲＫ

アイルランド
ＩＲＥＬＡＮＤ

スペイン
ＳＰＡＩＮ

「バスク祖国と自由」（ＥＴＡ）が直接

交渉したことを明らかに。

１３日�統一地方選挙実施。与党民衆党が過半

数議席を確保。

〈 ７月 〉

１日�マドリード証券取引所、リオデジャネ

イロ証券取引所と業務提携で合意。銘

柄の情報交換が主体。

２日�ラト経済財政相、インフレ率は今後

数ヵ月以内に鎮静化との見通しと発表。

１８日�アスナール首相、シリア、アンマンお

よびベイルートなどの中東諸国を歴訪。

２１日�憲法裁判所、ＥＴＡ関係者の実刑破棄、

即時釈放。和平への機運高まる。

〈 ６月 〉

３日�シマン国防相、軍事情報機関に関する

報告書の内容が漏洩した責任を問われ

辞任。

７日～１０日�ブラジルのサンパウロで開かれ

たブラジル住宅展に、ポルトガルの家

具企業３２社が参加。

１８日�西ＢＳＣＨ（銀行）によるシャンパリマ

ウド金融グループへの出資について、

政府は承認を拒否。

３１日�ＥＵ議長国としての任期終了。

〈 ７月 〉

６日�農業省、欧州委による牛の禁輸期間延

期措置に抗議。

１２日�大統領、今秋の総選挙投票日を１０月１０

日と発表。

１６日�東ティモールの住民投票にかかわるイ

ンドネシアとの高官協議が終了。投票

結果判明後の治安維持が焦点に。

�欧州委、ＢＳＣＨによるシャンパリマウ

ド金融グループへの出資問題で、政府

ポルトガル
ＰＯＲＴＵＧＡＬ
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の干渉を撤回するよう勧告。政府は態

度を硬化。

２９日�中銀の年間報告書によると、９９年の外

国直接投資受け入れ額は１，０４０億エス

クード（ＧＤＰの０．５％）で、９０年代最

低額を記録。

〈 ６月 〉

８日�在ギリシャ英国大使館の駐在武官、ア

テネで銃殺。極左組織の犯行の可能性

大。

１９日�ＥＵ蔵相理事会、ユーロとドラクマの

交換レートを決定。１ユーロ＝３４０．７５

ドラクマ。

�ＥＵ首脳会議、ギリシャの通貨統合参

加を承認。２００１年１月１日からユーロ

導入。

２８日�中銀、金利の引き下げを発表。１４ヵ日

物預入金利を８．７５％から８．２５％に。

〈 ７月 〉

４日�欧州司法裁判所、ギリシャのクレタ島

での廃棄物処理が、司法裁の判決に

従っていないとして、罰金の支払いを

要求。罰金額は安全対策が講じられる

まで１日につき２万ユーロ。

５日�パパンドニウ蔵相兼国家経済相、オリ

ンピック航空の株式を過半数売却する

旨発表。ただし、同社の経営権は政府

が維持する方針。

７日�ツォハツォプロス国防相、ロシアでプ

チン大統領と会談。国防相、米本土ミ

サイル防衛（ＮＭＤ）構想に懸念を表

明。

�欧州委、ギリシャとトルコの間にパイ

プラインを建設するための作業部会を

発足。

１５日�雨不足と高温で発生した国内各地の山

ギリシャ
ＧＲＥＥＣＥ

火事、深刻な状況に。付近の住民は避

難。

〈 ６月 〉

２３日�環境保護団体、チロル州のブレンナー

峠高速道路でデモ。政府、黙認。

２９日�主要紙、欧州人権裁判所における「賢

人委員会」の設置を報道。同委員会は

オーストリアの人権状況の検証に基づ

き、同国への制裁を見直すというもの。

〈 ７月 〉

４日�連立政権、ＥＵによる制裁が解除され

なければ、２０００年秋に制裁の是非を問

う国民投票を実施することで合意。

１０日�トプリッツ湖で行われていたナチスの

「隠し財産」探査終了。財宝は発見で

きず。

１２日�欧州人権裁判所、オーストリアの人権

状況を調査する「賢人委員会」のメン

バーを指名。アハティサーリ前フィン

ランド大統領、オレハ元スペイン外相、

ドイツ・マックスプランク研究所のフ

ロワイン教授の３名。

〈 ６月 〉

４日�ペーション首相、中東を訪問し、イス

ラエルのバラク首相、パレスチナ自治

政府のアラファト議長と会談。

２０日�ボルボ、ルノーとトラック部門で提携

するための最終合意書に調印。

２６日�豊田自動織機製作所、屋内型搬送機機

大手ＢＴインダストリーズの子会社化

を完了。

３０日�ボルボ、上海で中国自動車メーカー、

上海汽車公司と市内運航用バスの製造

オーストリア
ＡＵＳＴＲＩＡ

スウェーデン
ＳＷＥＤＥＮ
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・販売を行う合弁会社を設立すること

で合意。

〈 ７月 〉

１２日�アナン国連事務総長、中東のゴラン高

原に展開している国連兵力引き離し監

視軍（ＵＮＤＯＦ）の司令官にボー・

ランカー少将を任命。８月１日付けで

就任。

〈 ６月 〉

７日�インターネット・セキュリティー・ソ

フト開発のＳＳＨコミュニケーション

ズ・セキュリティー、日本法人の設立

を発表。

２３日�ノキア、韓国のテルソン・エレクトロ

ニクスと提携し、韓国でＣＤＭＡ方式

の携帯電話の製造・開発などに取り組

むことを発表。

〈 ７月 〉

１１日�外務省、保険会社連盟の要請を受け、

ロシア政府あてに旅行保険規則の撤廃

を要求。

１９日�大蔵省、２００１年の予算案を発表。給与

フィンランド
ＦＩＮＬＡＮＤ

所得者に対する６０億マルカの減税案が

話題に。

〈 ６月 〉

１５日�中銀、主要政策金利（３ヵ月物銀行間

取引金利）を０．５％引き上げ。同金利

の誘導目標圏を３～４％に。

２９日�政府、国連加盟に向けた協議の開始を

発表。

〈 ７月 〉

１０日�スイス証取、英国の電子証券取引所と

提携し、欧州優良銘柄を取り引きする

単一市場の立ち上げを発表。

〈 ６月 〉

１３日�アクセルセン石油・エネルギー相、メ

キシコのテジェス・エネルギー相とオ

スロで会談。

１４日�中銀、対中銀預金金利、対市中銀行翌

日物貸出金利を０．５ポイント引き上げ、

それぞれ、６．２５％、８．２５％とすること

を決定、１５日から実施。

スイス
ＳＷＩＴＺＥＲＬＡＮＤ

ノルウェー
ＮＯＲＷＡＹ
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主 要 経 済 指 標

英 国 フランス ドイツ イタリア

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

１９９４年 ４．４ ２．３ ９．３ ２．７ １．８ １２．４ ２．３ ２．７ ９．６ ２．２ ３．９ １１．１
９５年 ２．８ ２．９ ８．０ ２．１ １．８ １１．８ １．７ １．７ ９．４ ２．９ ５．４ １１．６
９６年 ２．６ ３．０ ７．２ １．５ １．７ １２．３ ０．８ １．４ １０．４ ０．９ ３．９ １１．６
９７年 ３．５ ２．８ ５．５ ２．０ １．２ １２．５ １．５ １．９ １１．４ １．５ １．７ １１．７
９８年 ２．６ ２．６ ４．７ ３．２ ０．７ １１．９ ２．２ １．０ １１．１ １．３ １．８ １１．８
９９年 ２．１ ２．３ ４．３ ２．９ ０．５ １１．２ １．５ － － １．４ １．６ １１．４

１９９９年１～３月 １．６ ２．５ ４．５ ＊０．４ － － ０．８ － － ０．８ １．３ １１．９
４～６月 １．７ ２．３ ４．４ ＊０．８ － － １．３ － － ０．８ １．６ １１．７
７～９月 ２．３ ２．２ ４．２ ＊１．０ － － １．５ － － １．２ １．８ １１．１
１０～１２月 ２．８ ２．２ ４．１ ＊０．８ － － ２．３ － － ２．１ ２．１ １１．１

２０００年１～３月 ３．０ ２．１ ４．０ ＊０．７ － － ３．３ － － ３．０ ２．４ １１．４
４～６月 － － － － － － － － － － － １０．８

１９９９年５月 － ２．１ ４．４ － ０．４ １１．４ － ０．４ １０．２ － １．７ －
６月 － ２．２ ４．４ － ０．３ １１．３ － ０．４ １０．１ － １．６ －
７月 － ２．２ ４．３ － ０．４ １１．２ － ０．６ １０．３ － １．８ －
８月 － ２．１ ４．２ － ０．５ １１．３ － ０．７ １０．３ － １．８ －
９月 － ２．１ ４．２ － ０．７ １１．１ － ０．７ １０．１ － １．８ －
１０月 － ２．２ ４．２ － ０．８ １１．０ － ０．８ ９．９ － ２．１ －
１１月 － ２．２ ４．１ － ０．９ １０．８ － １．０ １０．０ － ２．１ －
１２月 － ２．２ ４．１ － １．３ １０．６ － １．２ １０．３ － ２．１ －

２０００年１月 － ２．１ ４．０ － １．６ １０．５ － １．６ １１．０ － ２．２ －
２月 － ２．２ ４．０ － １．４ １０．２ － １．８ １０．９ － ２．４ －
３月 － ２．０ ４．０ － １．５ １０．０ － １．９ １０．６ － ２．５ －
４月 － １．９ ３．９ － １．３ ９．９ － １．５ ９．８ － ２．３ －
５月 － ２．０ ３．９ － １．５ ９．８ － １．４ ９．３ － ２．５ －
６月 － － － － １．７ － － － － － － －

スペイン ポルトガル ギリシャ オランダ

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

１９９４年 ２．３ ４．７ ２４．２ ０．８ ５．２ ６．９ １．５ １０．９ ９．６ ３．２ ２．７ ７．５
９５年 ２．７ ４．７ ２２．９ １．９ ４．２ ７．３ ２．０ ８．９ １０．０ ２．３ ２．０ ７．０
９６年 ２．３ ３．６ ２２．２ ３．０ ３．１ ７．３ ２．６ ８．２ ９．８ ３．１ １．４ ６．６
９７年 ３．８ ２．０ ２０．８ ３．６ ２．２ ６．７ ３．２ ５．５ １０．３ ３．６ ２．２ ５．５
９８年 ４．０ １．８ １８．８ ３．９ ２．８ ５．０ ３．５ ４．８ ９．９ ３．７ ２．０ ４．１
９９年 ３．７ ２．３ １５．９ ※３．１ ２．５ ４．４ ※３．５ － － ３．６ ２．２ ３．２

１９９９年１～３月 ３．６ １．８ １７．０ ２．８ ２．８ ４．８ － － － ３．０ ２．２ ３．７
４～６月 ３．７ ２．３ １５．６ ２．５ ４．５ － － － ３．１ ２．２ ３．１
７～９月 ３．８ ２．４ １５．４ － ２．０ ４．２ － － － ３．６ ２．３ ３．１
１０～１２月 ３．９ ２．７ １５．４ － ２．０ ４．１ － － － ４．６ ２．１ ２．９

２０００年１～３月 ４．１ ２．９ １５．０ － １．８ ４．４ － － － ４．２ ２．０ ３．０
４～６月 － ３．２ － － － － － － － － － －

１９９９年５月 － ２．２ － － ２．３ － － ２．４ － － ２．３ ３．１
６月 － ２．２ － － ２．３ － － ２．１ － － ２．３ ３．０
７月 － ２．２ － － ２．１ － － ２．１ － － ２．１ ３．１
８月 － ２．４ － － １．９ － － ２．０ － － ２．６ ３．１
９月 － ２．５ － － ２．０ － － ２．０ － － ２．２ ３．０
１０月 － ２．５ － － ２．０ － － ２．２ － － ２．１ ３．０
１１月 － ２．７ － － ２．０ － － ２．６ － － ２．２ ２．７
１２月 － ２．９ － － ２．０ － － ２．７ － － ２．２ ２．９

２０００年１月 － ２．９ － － ２．１ － － ２．６ － － ２．０ ２．９
２月 － ３．０ － － １．８ － － ２．９ － － ２．０ ３．１
３月 － ２．９ － － １．５ － － ３．１ － － １．９ ２．９
４月 － ３．０ － － ２．１ － － ２．６ － － １．９ ２．８
５月 － ３．１ － － ２．６ － － ２．９ － － ２．４ －
６月 － ３．４ － － － － － ２．７ － － － －

１）ＧＤＰ成長率は前年比および前年同期比 ＊は前期比 ※は推定値
２）消費者物価上昇率は前年比、前年同期比および前年同月比
３）ポルトガルの実質ＧＤＰ成長率・四半期の値は、９９年より半期（１月～６月、７月～１２月）平均値
資料：各国統計による。ドイツのＧＤＰ成長率は９９年４月よりＥＵ基準に変更。
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ベルギー ルクセンブルク デンマーク アイルランド オーストリア

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

２．４ ２．４ １３．９ ９．１ ２．２ ２．６ ５．５ ｎ．ａ． ７．２ ５．５ ２．４ １４．１ ２．４ ３．０ ６．５
２．３ １．５ １４．１ ４．１ １．９ ２．９ ２．８ ｎ．ａ． ６．８ ８．３ ２．５ １２．１ １．７ ２．２ ６．６
０．９ ２．１ １３．８ ５．３ １．４ ３．３ ２．５ ２．０ ５．６ ７．７ １．６ １１．５ ２．０ １．９ ７．０
３．２ １．６ １３．３ ７．５ １．４ ３．７ ３．１ １．９ ５．２ １０．７ １．５ ９．８ １．２ １．３ ７．１
２．９ １．０ １２．６ ７．５ １．０ ３．３ ２．５ １．３ ５．２ ８．９ ２．４ ７．４ ２．９ ０．９ ７．２
２．５ １．１ １１．７ － １．０ ３．１ １．７ ２．１ ４．５ － ３．４ ５．６ ※２．２ ０．６ ６．７
－ － － － － － ０．６ １．４ ５．４ ８．８ － ６．０ １．３ ０．５ ８．５
－ － － － － － ２．３ １．７ ５．３ ８．１ － ５．７ １．２ ０．４ ６．２
－ － － － － － １．４ ２．３ ５．１ １１．０ － ５．５ ２．８ ０．５ ５．３
－ － － － － － ２．５ ２．８ ４．９ － － ５．１ ３．２ １．０ ６．６
－ － － － － － １．７ ２．９ ４．９ － － － － １．６ ７．７
－ － － － － － － － － － － － － ２．１ ５．３
－ ０．８ １１．０ － １．２ ３．０ － １．６ ５．３ － ０．５ ５．８ － ０．５ ６．１
－ ０．７ １０．９ － １．２ ２．９ － １．９ ５．２ － ０．３ ５．７ － ０．４ ５．５
－ ０．７ １２．０ － △０．２ ２．９ － ２．０ ５．１ － △０．４ ５．６ － ０．４ ５．３
－ ０．９ １２．７ － １．３ ２．９ － ２．４ ５．２ － ０．６ ５．５ － ０．５ ５．３
－ １．２ １２．２ － １．７ ３．１ － ２．４ ５．０ － ０．４ ５．４ － ０．５ ５．４
－ １．３ １１．８ － １．９ ３．１ － ２．６ ４．９ － ０．１ ５．２ － ０．８ ５．８
－ １．５ １１．３ － １．９ ３．１ － ２．７ ４．８ － ０．２ ５．１ － ０．８ ６．６
－ １．９ １１．３ － ２．４ ３．１ － ３．１ ４．９ － １．１ ５．０ － １．４ ７．３
－ １．８ １１．３ － ３．２ ３．３ － ２．８ ５．０ － △０．２ ４．９ － １．２ ８．４
－ ２．０ １１．０ － ２．７ ３．２ － ２．８ ４．８ － ０．８ ４．９ － １．７ ８．０
－ ２．３ １０．６ － ２．８ ３．１ － ３．０ ４．８ － ０．６ ４．７ － １．９ ６．６
－ ２．０ １０．６ － ２．７ ２．９ － ２．９ ４．７ － ０．７ ４．７ － １．９ ５．９
－ ２．２ １０．１ － ２．６ － － ２．８ ４．７ － ０．７ ４．６ － １．８ ５．３
－ ２．８ － － － － － － － － － － － ２．７ ４．７

スウェーデン フィンランド スイス ノルウェー アイスランド

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

実質ＧＤＰ
成長率

消費者物
価上昇率 失業率

３．３ ２．２ ８．０ ４．５ １．１ １６．６ １．０ ０．９ ４．７ ５．７ １．４ ５．４ ２．０ １．７ ４．７
３．９ ２．５ ７．７ ４．０ １．０ １５．４ ０．８ １．８ ４．２ ３．７ ２．４ ４．９ ３．２ １．７ ５．０
１．３ ０．５ ８．１ ４．１ ０．６ １４．６ ０．０ ０．８ ４．７ ４．８ １．３ ４．９ ４．９ ２．３ ４．４
１．８ ０．５ ８．０ ５．６ １．２ １２．７ １．７ ０．５ ５．２ ３．５ ２．６ ４．１ ４．５ １．８ ３．９
２．９ △０．１ ６．５ ４．９ １．４ １１．４ ２．１ ０．０ ３．９ ２．０ ２．２ ３．２ ５．０ １．９ ２．８
３．８ １．２ ５．６ ３．５ １．２ １０．２ １．７ ０．８ ２．７ ０．８ ２．３ ３．２ ４．４ ３．４ １．９
４．５ △０．１ ５．７ ２．７ ０．７ １０．９ １．０ ０．３ ３．３ ０．８ ２．３ ３．１ － １．４ ２．４
４．１ ０．２ ５．４ ３．４ １．２ １１．７ １．１ ０．６ ２．７ ０．９ ２．５ ３．３ － １．９ ２．３
４．１ ０．７ ６．０ ２．８ １．１ ８．９ １．６ １．２ ２．４ ０．７ ２．３ ３．２ － ４．１ １．９
３．８ １．１ ５．２ ３．５ １．７ ９．３ ３．０ １．７ ２．３ ０．９ ２．０ ３．４ － ５．３ １．６
－ ０．８ ５．４ ５．２ ２．７ １１．０ ３．４ － － １．０ ２．９ ３．９ － ５．８ １．８
－ － － － － － － － － － ２．９ － － － －
－ ０．２ ４．９ － １．４ １３．３ － ０．６ ２．７ － ２．５ ３．３ － ２．０ －
－ ０．４ ５．９ － １．１ １０．３ － ０．６ ２．６ － ２．４ ３．４ － １．９ －
－ ０．２ ６．４ － １．２ ８．６ － ０．７ ２．５ － １．９ ３．３ － ３．２ －
－ ０．７ ６．１ － １．１ ９．０ － ０．９ ２．４ － １．９ ３．３ － ４．１ －
－ １．０ ５．５ － １．１ ９．１ － １．２ ２．３ － ２．１ ３．１ － ４．９ －
－ ０．９ ５．２ － １．３ ９．５ － １．２ ２．３ － ２．５ ３．２ － ５．３ －
－ ０．９ ５．２ － １．６ ９．４ － １．３ ２．４ － ２．８ ３．３ － ５．０ －
－ １．３ ５．３ － ２．０ ９．１ － １．７ ２．５ － ２．８ ３．７ － ５．６ －
－ ０．５ ５．７ － ２．２ １０．６ － １．６ ２．６ － ２．９ ３．６ － ５．８ －
－ ０．９ ５．４ － ２．７ １１．３ － １．６ ２．４ － ３．２ ３．８ － ５．６ －
－ １．０ ５．１ － ３．１ １１．２ － １．５ ２．３ － ２．５ ４．０ － ５．９ －
－ ０．９ ４．７ － ２．７ １１．０ － １．４ ２．１ － ２．６ ３．６ － ５．０ －
－ － － － ２．９ １１．９ － １．６ １．９ － ２．８ － － － －
－ － － － － － － １．９ １．８ － ３．３ － － － －

注１：９７年１月からのオーストリアの消費者物価上昇率は、調整品目・方法をＥＵ基準に合わせるとともに
９６年＝１００としたＣＰＩに基づく新統計。

注２：アイルランドの実質ＧＤＰ成長率は、９６年よりＣｅｎｔｒａｌＳｔａｔｉｓｔｉｃｓＯｆｆｉｃｅ統計値。月別消費者物価上昇率は前月比。
注３：デンマークの失業率は９９年１０月よりＥＵ基準に変更。

１０５ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．８

統計資料



２０００年８月１日現在

国 名 通 貨 略 号 交換レート 備考

ユーロ圏１１カ国 ユーロ ＥＵＲ １０２．９８

フ ラ ン ス 仏フラン Ｆ．ＦＲ． １５．７０ ６．５５９５７

ド イ ツ 独マルク Ｄ．Ｍ． ５２．６５ １．９５５８３

イ タ リ ア 伊リラ ＬＩＴ． ５．３２ １，９３６．２７

オ ラ ン ダ オランダ・ギルダー Ｄ．ＧＬ． ４６．７３ ２．２０３７１

ベ ル ギ ー ベルギー・フラン Ｂ．ＦＲ． ２５５．２５ ４０．３３９９

ス ペ イ ン スペイン・ペセタ Ｓ．ＰＥＳＥＴＡ ６１．８９ １６６．３８６

ポ ル ト ガ ル ポルトガル・エスクード Ｐ．ＥＳＣ ０．５２ ２００．４８２

アイルランド アイルランド・ポンド ＩＲＥＬＡＮＤ£ １３０．７５ ０．７８７５６４

オーストリア オーストリア・シリング Ａ．ＳＣＨ． ７．４８ １３．７６０３

フィンランド フィンランド・マルカ ＭＡＲＫＫＡ １７．３２ ５．９４５７３

英 国 英ポンド ＳＴＧ．£ １６７．７３

デ ン マ ー ク デンマーク・クローネ Ｄ．ＫＲ． １３．９１

ギ リ シ ャ ドラクマ ＤＲ． ０．３０

ス イ ス スイス・フラン Ｓ．ＦＲ． ６６．５０

スウェーデン スウェーデン・クローネ Ｓ．ＫＲ． １２．３６

ノ ル ウ ェ ー ノルウェー・クローネ Ｎ．ＫＲ． １２．６６

アイスランド アイスランド・クローネ Ｉ．ＫＲ． １．４０

注：１）交換レートは、現地通貨当たりの円貨額（売り相場）を表示。
ユーロ圏１１カ国の備考欄は、１ＥＵＲに対する各国通貨の交換レート。

２）イタリア、ベルギー、スペインはそれぞれ１００ＬＩＴ．、１００Ｂ．ＦＲ．、１００Ｓ．ＰＥＳＥＴＡ当たりの円貨額。
出所：東京三菱銀行ＥＸＣＨＡＮＧＥＱＵＯＴＡＴＩＯＮＳ（Ｏｐｅｎｉｎｇ）、ただしギリシャ、アイスランドはＦＩＮＡＮＣＩＡＬ

ＴＩＭＥＳホームページ“ＦＴ．ｃｏｍ”による８月１日現在のレート。

■各 ■国 ■通 ■貨 ■交 ■換 ■レ ■ー ■ト
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